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調査の概要 

 

01．調査目的 

本調査は、今後も見込まれる救急需要の増大や救急業務のあり方全般について、その諸課題を検

討するための基礎調査として実施した。 

 

02．調査項目等 

本調査は、以下に示す調査項目等について、令和７年８月１日時点における状況を回答したもの

である。 
 
 

 調査名 調査項目 
回収数 

（回収率） 

１ 
都道府県消防防災

主管部局対象調査 

01 救急安心センター事業（♯7119）の普及促進について 

02 傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基 

準について 

03 転院搬送ガイドラインについて 

04 外国人対応関連について 

05 衛生主管部局との連携について 

06 都道府県連携協議会の参画状況について 

07 その他 

47 都道府県 

(100％) 

２ 
都道府県衛生主管

部局対象調査 

01 救急安心センター事業（♯7119）の普及促進について 

02 傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基

準について 

03 転院搬送ガイドラインについて 

04 消防防災主管部局との連携について 

05 都道府県連携協議会の参画状況について 

06 選定療養費に関する取組について 

07 その他 

47 都道府県 

(100％) 

３ 
都道府県 MC 協議会

対象調査 

01 都道府県メディカルコントロール協議会の体制につ

いて 

02 協議会の開催状況について 

03 オンラインメディカルコントロールについて 

04 事後検証について 

05 指導救命士について 

06 救急救命士の再教育について 

07 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の

実施について 

47 都道府県 

(100％) 
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 調査名 調査項目 
回収数 

（回収率） 

４ 
地域 MC 協議会対象

調査 

01 地域メディカルコントロール協議会の体制について 

02 協議会の開催状況について 

03 オンラインメディカルコントロールについて 

04 事後検証について 

05 評価指標を用いた PDCA の取組について 

06 指導救命士について 

07 救急救命士の再教育について 

08 通信指令員等への救急に係る教育について  

09 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の

実施について 

10 転院搬送について 

11 安全管理について 

251 団体 

(100％) 

５ 消防本部対象調査 

01 救急ワークステーションについて 

02 指導救命士について 

03 救急救命士の再教育について 

04 通信指令員への救急に係る教育・研修について 

05 口頭指導の事後検証について 

06 AED関係について 

07 応急手当の普及啓発について 

08 緊急度判定体系の普及のための取組について 

09 外国人傷病者への対応について 

10 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の

実施について 

11 脳卒中・循環器疾患に対する対応について  

12 救急資器材について 

13 都道府県連携協議会の参画状況について 

14 労務管理について 

15 患者等搬送事業者について 

16 転院搬送について 

17 感染症（感染防止対策用資機材の備蓄状況・新型イン

フルエンザ対応）について 

18 救急隊の体制について 

19 在宅医療との連携について 

720 本部 

(100％) 
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報告書の見方 

・比率はすべて百分率で表し、小数点以下第２位を四捨五入して算出している。このため、

百分率の合計が 100.0％にならないことがある。 

・基数となる実数は Nとして掲載し、各グラフの比率は Nを母数とした割合を示している。 

・本文中の「単数回答」、「複数回答」、「数量回答」は以下の略称となる。 

単数回答：選択肢の中から１つを選択 

複数回答：選択肢の中から複数を選択 

数量回答：数値を回答欄に記述 
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Ⅰ 都道府県消防防災主管部局 対象調査 
 

01．救急安心センター事業（♯7119）の普及促進について 

問 01 救急安心センター事業（♯7119）の実施状況等は、次のうちどれですか。１つ選んで

ください。 

 

 

 

問 01－01 問 01 で「２．一部自治体で実施している」を選択した方にお聞きします。今

後、都道府県全域での実施に向けた検討を実施する予定はありますか。１つ選んでくださ

い。 

 

  

都道府県単位で実施している
72.3％(34団体)一部の市区町村で実施している

6.4％(3団体)

実施予定
6.4％(3団体)

実施に向けて検討中
4.3％(2団体)

実施の是非について検討中
（検討見込み）

6.4％(3団体)

実施予定はない
4.3％(2団体)

問01 救急安心センター事業（♯7119）の実施状況等<単数回答>

N=47

予定がある
66.7％(2団体)

予定はない
33.3％(1団体)

問01－01 今後、都道府県全域での実施に向けた検討を実施する予定はあるか<単数回答>

N=3
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問 01－02 問 01－01 で「２．予定はない」を選択した方にお聞きします。その理由は何で

すか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 01－03 問 01 で「３．実施予定」を選択した方にお聞きします。実施予定はいつ頃です

か。１つ選んでください。 

 

  

100.0

100.0

100.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県全域で事業を実施する必要性を感じない（効果
が感じられない）ため(n=1)

都道府県全域で事業を実施する財源がないため(n=1)

他部局（衛生主管部局又は消防本部を含む市区町村）が
実施主体として望ましいと考えているため(n=0)

都道府県全域での事業実施に向けた関係機関等との調整
が困難であるため(n=1)

問01－02 都道府県全域での実施に向けた検討を実施する予定がない理由<複数回答>
N = 1

今年度中
100.0％(3団体)

来年度中
0.0％(0団体)

再来年度以降
0.0％(0団体)

未定
0.0％(0団体)

問01－03 ♯7119の実施予定時期<単数回答>

N=3
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問 01－04 問 01 で「４．実施に向けて検討中」もしくは「５．実施の是非について検討中

（検討見込み）」を選択した方にお聞きします。♯7119 に期待する効果は何ですか。該当す

るものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 01－05 問 01 で「６．実施予定はない」を選択した方にお聞きします。その理由は何で

すか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

100.0

100.0

80.0

60.0

40.0

60.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急車の適時・適切な利用（適正利用）(n=5)

救急医療機関の受診の適正化(n=5)

住民への安心・安全の提供(n=4)

新興感染症や大規模災害の発生による救急需要急増時の受皿
の役割(n=3)

熱中症、季節性インフルエンザ等による救急需要急増時の受
皿の役割(n=2)

医師の働き方改革の懸念への対応(n=3)

その他(n=0)

問01－04 ♯7119に期待する効果<複数回答>
N = 5

50.0

50.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県全域で事業を実施する必要性を感じない（効果
が感じられない）ため(n=0)

都道府県全域で事業を実施する財源がないため(n=1)

他部局（衛生主管部局又は消防本部を含む市区町村）が
実施主体として望ましいと考えているため(n=1)

都道府県全域での事業実施に向けた関係機関等との調整
が困難であるため(n=0)

問01－05 ♯7119実施の予定がない理由<複数回答>
N = 2
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問 01－06 問 01 で「６．実施予定はない」を選択した方にお聞きします。実施に向けた検

討を過去１年以内に実施したことがありますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 01－07 問 01－06 で「１．過去１年以内に実施したことがある」を選択した方にお聞き

します。検討した結果、実施されない理由について、近いものをすべて選んでください。 

 

  

過去１年以内に実施したことがある
50.0％(1団体)

過去１年以内に実施したことはない
50.0％(1団体)

問01－06 ♯7119の実施に向けた検討を過去１年以内に実施したことがあるか<単数回答>

N=2

100.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

同様の救急医療相談窓口がすでにあるため(n=0)

費用負担が大きいため(n=0)

衛生主管部局が対応しているため(n=0)

現在の救急体制に支障がないため(n=0)

その他(n=1)

問01－07 ♯7119を検討した結果、実施されない理由<複数回答>
N = 1
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問 01－08 問 01－06 で「２．過去１年以内に実施したことはない」を選択した方にお聞き

します。消防防災主管部局の視点から、その理由として近いものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 01－09 問 01 で「１．都道府県単位で実施している」以外を選択した方（都道府県単位

における実施に至っていない方）にお聞きします。消防庁では平成 29 年５月に「救急安心セ

ンター事業（♯7119）普及促進アドバイザー制度」を創設し、アドバイザー派遣を実施して

います。今後、アドバイザーの派遣を希望しますか。１つ選んでください。 

 

  

100.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

同様の救急医療相談窓口がすでにあるため(n=0)

衛生主管部局が対応しているため(n=1)

現在の救急体制に支障がないため(n=0)

すでに検討し、必要がないという結論に至ったため(n=0)

その他(n=0)

問01－08 ♯7119を過去１年以内に検討したことがない理由（消防防災主管部局の視点から）
<複数回答>

N = 1

希望する
23.1％(3団体)

希望しない
76.9％(10団体)

問01－09 ♯7119普及促進アドバイザーの派遣を希望するか<単数回答>

N=13
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02．傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準について 

問 02 傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準（（消防法第 35 条の５） 以

下、「実施基準」という。）策定のための協議会の設置（消防法第 35 条の８）についてお聞

きします。貴都道府県において、協議会の主管部局は次のうちどれですか。１つ選んでくだ

さい。 

 

 

 

問 02－01 問 02 で「１．消防防災主管部局」もしくは「２．消防防災主管部局と衛生主管

部局共同」を選択した方にお聞きします。貴都道府県では、令和６年度内に実施基準の改正

を実施しましたか。１つ選んでください。 

 

  

消防防災主管部局
51.1％(24団体)

消防防災主管部局と衛生主管部局共同
36.2％(17団体)

衛生主管部局
10.6％(5団体)

その他
2.1％(1団体)

問02 協議会の主管部局<単数回答>

N=47

実施した
53.7％(22団体)

実施していない
46.3％(19団体)

問02－01 令和６年度内に実施基準の改正を実施したか<単数回答>

N=41
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問 02－02 問 02－01 で「１．実施した」を選択した方にお聞きします。どのような内容に

ついて改正を実施しましたか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 03 貴都道府県では、実施基準策定に循環器医が参画していますか。１つ選んでくださ

い。 

 

  

13.6

77.3

31.8

22.7

31.8

9.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

分類基準 (n=3)

医療機関リスト(n=17)

観察基準 (n=7)

選定基準 (n=5)

伝達基準 (n=0)

受入医療機関確保基準 (n=7)

その他の基準 (n=2)

問02－02 どのような内容について実施基準の改正を実施したか<複数回答>
N = 22

参画している
66.0％(31団体)

参画を検討している
10.6％(5団体)

参画する予定はない
23.4％(11団体)

問03 実施基準策定に循環器医が参画しているか<単数回答>

N=47
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問 04 貴都道府県では、実施基準策定に循環器専門医又は循環器内科専門医が参画していま

すか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 05 貴都道府県では、実施基準策定に脳神経内科医又は脳外科医が参画していますか。１

つ選んでください。 

 

  

参画している
63.8％(30団体)

参画を検討している
10.6％(5団体)

参画する予定はない
25.5％(12団体)

問04 実施基準策定に循環器専門医又は循環器内科専門医が参画しているか<単数回答>

N=47

参画している
66.0％(31団体)

参画を検討している
10.6％(5団体)

参画する予定はない
23.4％(11団体)

問05 実施基準策定に脳神経内科医又は脳外科医が参画しているか<単数回答>

N=47
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問 06 貴都道府県では、実施基準策定に脳卒中専門医が参画していますか。１つ選んでくだ

さい。 

 

 

 

問 07 貴都道府県の定める実施基準は次のどれに該当しますか。１つ選んでください。 

 

  

参画している
51.1％(24団体)

参画を検討している
14.9％(7団体)

参画する予定はない
34.0％(16団体)

問06 実施基準策定に脳卒中専門医が参画しているか<単数回答>

N=47

症候別基準
8.5％(4団体)

疾患別基準
38.3％(18団体)

症候別基準と疾患別基準
46.8％(22団体)

その他
6.4％(3団体)

問07 定める実施基準<単数回答>

N=47
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問 07－01 問 07 で「１．症候別基準」もしくは「３．症候別基準と疾患別基準」を選択し

た方にお聞きします。実施基準に定める症候別基準は次のうちどれですか。該当するものを

すべて選んでください。 

 

 

 

問 07－02 問 07 で「２．疾患別基準」もしくは「３．症候別基準と疾患別基準」を選択し

た方にお聞きします。実施基準に定める疾患別基準は次のうちどれですか。該当するものを

すべて選んでください。 

 

  

42.3

53.8

53.8

57.7

69.2

23.1

30.8

19.2

69.2

65.4

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

頭痛(n=11)

胸痛(n=14)

呼吸苦(n=14)

腹痛(n=15)

外傷(n=18)

めまい(n=6)

吐き気(n=8)

発熱(n=5)

CPA(n=18)

その他(n=17)

問07－01 実施基準に定める症候別基準<複数回答>
N = 26

87.5

87.5

30.0

47.5

82.5

87.5

47.5

87.5

10.0

80.0

57.5

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

脳疾患(n=35)

心疾患(n=35)

呼吸器疾患(n=12)

消化器疾患(n=19)

外傷(n=33)

周産期疾患(n=35)

婦人科疾患(n=19)

小児疾患(n=35)

感染症(n=4)

精神疾患(n=32)

その他(n=23)

問07－02 実施基準に定める疾患別基準<複数回答>
N = 40
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問 07－02（その他） 問 07－02 で「11．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=23 

・ 耳、四肢断裂（再接着） 

・ 中毒、意識障害、熱傷 

・ 眼疾患、開放骨折 

・ 緊急透析 

・ 緊急被ばく 

・ 減圧症 

・ 泌尿器疾患 

・ 循環器疾患 

・ 溺水・低体温 

・ 指肢切断 

・ 手指切断 

・ 重症熱傷、急性腹症、吐下血 

・ 耳鼻科、アルコール飲酒 

・ アナフィラキシー、電撃傷、薬物中毒 

・ バイタルサイン等による重篤 

・ 複数診療科の対応を必要とする傷病 

他 

        （重複等は一部要約） 

 

 

問 08 メディカルコントロ－ル協議会又は消防本部から事後検証結果の報告を受け、実施基

準の改正に活用していますか。１つ選んでください。 

 

  

活用している
46.8％(22団体)

活用していない
53.2％(25団体)

問08 メディカルコントロール協議会又は消防本部から事後検証結果の報告を受け、
実施基準の改正に活用しているか<単数回答>

N=47
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問 09 貴都道府県は、都道府県に設置されているメディカルコントロールを消防法第 35 条

の８に定める協議会として位置付けていますか。１つ選んでください。 

 

  

位置付けている
70.2％(33団体)

位置付けていない
29.8％(14団体)

問09 都道府県に設置されているメディカルコントロールを
消防法第35条の８に定める協議会として位置付けているか<単数回答>

N=47
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03．転院搬送ガイドラインについて 

問 10 貴都道府県では、転院搬送におけるガイドラインを策定していますか。１つ選んでく

ださい。 

 

 

 

問 10－01 問 10 で「１．策定済み」、「２．検討中（策定中も含む）」、「３．検討予

定」のいずれかを選択した方にお聞きします。貴都道府県では、どの部局が主体となって進

めていますか。１つ選んでください。 

 

  

策定済み
29.8％(14団体)

検討中（策定中も含む）
6.4％(3団体)

検討予定
6.4％(3団体)

検討予定なし、又は、検討の結果策定不要
57.4％(27団体)

問10 転院搬送におけるガイドラインを策定しているか<単数回答>

N=47

消防防災主管部局
40.0％(8団体)

消防防災主管部局と衛生主管部局共同
40.0％(8団体)

衛生主管部局
15.0％(3団体)

その他
5.0％(1団体)

問10－01 主体となって進めている部局<単数回答>

N=20
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問 10－02 問 10 で「１．策定済み」を選択し、かつ問 10－01 で「１．消防防災主管部局」

もしくは「２．消防防災主管部局と衛生主管部局共同」を選択した方にお聞きします。策定

したガイドラインについて、貴都道府県内の医療機関に対して、どのように周知しています

か。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 10－03 問 10 で「４．検討予定なし、又は、検討の結果策定不要」を選択した方にお聞

きします。策定しない理由は何ですか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

30.0

40.0

20.0

60.0

10.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県から各医療機関へ直接文書で通知している(n=3)

地域メディカルコントロール協議会を通じて各医療機関への
周知を実施している(n=4)

消防本部を通じて各医療機関への周知を実施している(n=2)

医師会を通じて各医療機関への周知を実施している (n=6)

その他(n=1)

問10－02 策定したガイドラインについて、医療機関に対してどのように周知しているか<複数回答>
N = 10

25.9

3.7

66.7

11.1

11.1

11.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

地域メディカルコントロールで策定しているため(n=7)

各消防本部で策定しているため(n=1)

地域毎に実情が異なり統一のガイドラインとして策定し
ていないため(n=18)

転院搬送が問題となっていないため(n=3)

医療機関と消防機関の調整が困難なため(n=3)

その他(n=3)

問10－03 転院搬送におけるガイドラインを策定しない理由<複数回答>
N = 27
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04．外国人対応関連について 

問 11 訪日外国人のための救急車利用ガイド ※についてお聞きします。救急車利用ガイドに

ついて、周知を図っていますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 11－01 問 11 で「１．周知を図っている」を選択した方にお聞きします。周知方法につ

いて、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

 
※訪日外国人のための「救急車利用ガイド（多言語版）」の活用について（平成 29 年３月 31 日付消防庁救急企画室）事務連絡を発出し、都道府県に対し広く周知を

お願いしているところです。 

周知を図っている
72.3％(34団体)

周知を図っていない
27.7％(13団体)

問11 訪日外国人のための救急車利用ガイドについて、周知を図っているか<単数回答>

N=47

2.9

5.9

11.8

55.9

38.2

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

観光案内所や宿泊施設に配布している(n=1)

外国人対応の担当課（外国人対応の窓口等）と連携し
配布している(n=2)

各イベント時に配布している(n=4)

都道府県の広報誌で掲載している(n=0)

HPにアップしている(n=19)

SNSで広報している(n=0)

その他(n=13)

問11－01 訪日外国人のための救急車利用ガイドの周知方法<複数回答>
N = 34
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問 11－02 問 11 で「２．周知を図っていない」を選択した方にお聞きします。周知を図っ

ていない理由について１つ選んでください。 

 

 

 

問 12 貴都道府県では、外国人傷病者の対応が可能な医療機関を把握していますか。１つ選

んでください。 

 

  

訪日外国人が少なく必要性がないため
15.4％(2団体)

救急車利用ガイドを知らなかったため
38.5％(5団体)

その他
46.2％(6団体)

問11－02 救急車利用ガイドの周知を図っていない理由<単数回答>

N=13

把握している
57.4％(27団体)

把握していない
42.6％(20団体)

問12 外国人傷病者の対応が可能な医療機関を把握しているか<単数回答>

N=47
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問 12－01 問 12 で「１．把握している」を選択した方にお聞きします。具体的に把握して

いる内容について、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

96.3

77.8

85.2

22.2

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

対応言語の種類(n=26)

受け入れ可能日時（対応可能時間帯や曜日など）(n=21)

外国人対応可能な診療科目 (n=23)

その他 (n=6)

問12－01 具体的に把握している内容<複数回答>
N = 27
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05．衛生主管部局との連携について 

問 13 衛生主管部局が主催する、救急に関する会議に消防防災主管部局が参加しています

か。１つ選んでください。 

 

 

 

問 13－01 問 13 で「１．参加している」を選択した方にお聞きします。衛生主管部局が主

催する救急に関する会議に該当するものをすべて選んでください。 

 

  

参加している
76.6％(36団体)

参加していない
23.4％(11団体)

問13 衛生主管部局が主催する救急に関する会議に参加しているか<単数回答>

N=47

16.7

19.4

83.3

52.8

19.4

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

電話相談事業に関する会議(n=6)

地域医療構想調整会議(n=7)

救急医療に係る協議会(n=30)

感染症に関する会議(n=19)

その他 (n=7)

問13－01 衛生主管部局の救急に関する会議<複数回答>
N = 36
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問 13－01（その他） 問 13－01 で「５．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=７ 

・ 県メディカルコントロール協議会 

・ 精神科救急医療システム協議会、循環器病対策医療協議会、周産

期医療協議会 

・ 災害医療 

・ ドクターヘリ運航調整委員会 

・ 精神救急医療 

・ 福祉保健部所管の医療計画策定協議会にかかる会議 

・ 必要に応じて参加する 
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06．都道府県連携協議会の参画状況について 

問 14 都道府県連携協議会の参画状況についてお聞きします。貴都道府県では、消防機関は

参画していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 14－01 問 14 で「１．参画している」を選択した方にお聞きします。協議事項の内容に

ついて、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

参画している
91.5％(43団体)

参画していない
8.5％(4団体)

問14 都道府県連携協議会に消防機関が参画しているか<単数回答>

N=47

30.2

48.8

16.3

16.3

16.3

16.3

16.3

20.9

55.8

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

移送先の決定方法(n=13)

移送協力機関（消防機関、民間救急、民間タクシー等）
の役割分担(n=21)

移送時の医師同乗等に関する事項(n=7)

移送にかかる費用負担(n=7)

移送後の消毒や健康管理等(n=7)

移送に関連した感染性廃棄物の処理費用負担(n=7)

移送に係る感染防止資器材の負担に関する事項(n=7)

救急現場で移送対象となる感染症患者と判明した場合の
対応(n=9)

その他(n=24)

問14－01 都道府県連携協議会での協議事項<複数回答>
N = 43
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07．その他 

問 15 地域医療構想に関する会議について、衛生主管部局から、消防防災主管部局又は消防

本部に対し、参加の打診がありましたか。１つ選んでください。 

 

  

打診があり、参加している
25.5％(12団体)

打診はなく、参加していない
72.3％(34団体)

その他
2.1％(1団体)

問15 地域医療構想に関する会議に、衛生主管部局から消防防災主管部局・消防本部への
参加の打診があったか<単数回答>

N=47
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Ⅱ 都道府県衛生主管部局 対象調査 
 

01．救急安心センター事業（♯7119）の普及促進について 

問 01 救急安心センター事業（♯7119）の実施状況等は、次のうちどれですか。１つ選んで

ください。 

 

 

 

問 01－01 問 01 で「２．一部自治体で実施している」を選択した方にお聞きします。今

後、都道府県全域での実施に向けた検討を実施する予定はありますか。１つ選んでくださ

い。 

 

  

都道府県単位で実施している
72.3％(34団体)一部自治体で実施している

6.4％(3団体)

実施予定
8.5％(4団体)

実施に向けて検討中
2.1％(1団体)

実施の是非について検討中（検討見込み）
8.5％(4団体)

実施予定はない
2.1％(1団体)

問01 救急安心センター事業（♯7119）の実施状況等<単数回答>

N=47

予定がある
66.7％(2団体)

予定はない
33.3％(1団体)

問01－01 今後、都道府県全域での実施に向けた検討を実施する予定はあるか<単数回答>

N=3
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問 01－02 問 01－01 で「２．予定はない」を選択した方にお聞きします。その理由は何で

すか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 01－03 問 01 で「３．実施予定」を選択した方にお聞きします。実施予定はいつ頃です

か。１つ選んでください。 

 

  

100.0

100.0

100.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県全域で事業を実施する必要性を感じない（効果が感
じられない）ため(n=1)

財源について、都道府県や市区町村との調整が困難なため
(n=1)

他部局（消防防災主管部局又は消防本部を含む市区町村）が
実施主体として望ましいと考えているため(n=0)

都道府県全域での事業実施に向けた関係機関、類似事業等と
の調整が困難であるため(n=1)

問01－02 今後都道府県全域での実施に向けた検討を実施する予定がない理由<複数回答>
N = 1

今年度中
75.0％(3団体)

来年度中
0.0％(0団体)

再来年度以降
25.0％(1団体)

未定
0.0％(0団体)

問01－03 ♯7119の実施予定時期<単数回答>

N=4
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問 01－04 問 01 で「４．実施に向けて検討中」もしくは「５．実施の是非について検討中

（検討見込み）」を選択した方にお聞きします。♯7119 に期待する効果は何ですか。該当す

るものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 01－05 問 01 で「６．実施予定はない」を選択した方にお聞きします。その理由は何で

すか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

100.0

80.0

100.0

60.0

80.0

60.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急車の適時・適切な利用（適正利用）(n=5)

救急医療機関の受診の適正化(n=4)

住民への安心・安全の提供(n=5)

新興感染症や大規模災害の発生による救急需要急増時の受
皿の役割(n=3)

熱中症、季節性インフルエンザ等による救急需要急増時の
受皿の役割(n=4)

医師の働き方改革の懸念への対応(n=3)

その他(n=0)

問01－04 ♯7119に期待する効果<複数回答>
N = 5

100.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県全域で事業を実施する必要性を感じない（効果が感
じられない）ため(n=0)

財源について、都道府県や市区町村との調整が困難なため
(n=0)

他部局（消防防災主管部局又は消防本部を含む市区町村）が
実施主体として望ましいと考えているため(n=1)

都道府県全域での事業実施に向けた関係機関、類似事業等と
の調整が困難であるため(n=0)

問01－05 ♯7119を実施する予定がない理由<複数回答>
N = 1
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問 01－06 問 01 で「６．実施予定はない」を選択した方にお聞きします。実施に向けた検

討を過去１年以内に実施したことがありますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 01－07 問 01－06 で「２．過去１年以内に実施したことはない」を選択した方にお聞き

します。衛生主管部局の視点から、その理由として近いものをすべて選んでください。 

 

  

過去１年以内に実施したことがある
0.0％(0団体)

過去１年以内に実施したことはない
100.0％(1団体)

問01－06 ♯7119実施に向けた検討を過去１年以内に実施したことがあるか<単数回答>

N=1

100.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

同様の救急医療相談窓口がすでにあるため(n=0)

消防防災主管部局が対応しているため(n=0)

現在の救急体制に支障がないため(n=0)

すでに検討し、必要がないという結論に至ったため(n=1)

その他(n=0)

問01－07 ♯7119を過去１年以内に検討したことがない理由（衛生主管部局の視点から）<複数回答>
N = 1
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問 01－08 問 01 で「１．都道府県単位で実施している」以外を選択した方（都道府県単位

における実施に至っていない方）にお聞きします。消防庁では平成 29 年５月に「救急安心セ

ンター事業（♯7119）普及促進アドバイザー制度」を創設し、アドバイザー派遣を実施して

います。今後、アドバイザーの派遣を希望しますか。１つ選んでください。 

 

  

希望する
15.4％(2団体)

希望しない
84.6％(11団体)

問01－08 ♯7119普及促進アドバイザーの派遣を希望するか<単数回答>

N=13
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02．傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準について 

問 02 傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準（（消防法第 35 条の５） 以

下、「実施基準」という。）策定のための協議会の設置（消防法第 35 条の８）についてお聞

きします。貴都道府県において、協議会の主管部局は次のうちどれですか。１つ選んでくだ

さい。 

 

 

 

問 02－01 問 02 で「１．衛生主管部局」もしくは「２．消防防災主管部局と衛生主管部局

共同」を選択した方にお聞きします。貴都道府県では、令和６年度内に実施基準の改正を実

施しましたか。１つ選んでください。 

 

  

衛生主管部局
8.5％(4団体)

消防防災主管部局と衛生主管部局共同
36.2％(17団体)

消防防災主管部局
53.2％(25団体)

その他
2.1％(1団体)

問02 協議会の主管部局<単数回答>

N=47

実施した
47.6％(10団体)

実施していない
52.4％(11団体)

問02－01 令和６年度内に実施基準の改正を実施したか<単数回答>

N=21
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問 02－02 問 02－01 で「１．実施した」を選択した方にお聞きします。どのような内容に

ついて改正を実施しましたか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 03 貴都道府県では、実施基準策定に循環器医が参画していますか。１つ選んでくださ

い。 

 

  

10.0

80.0

30.0

10.0

30.0

10.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

分類基準(n=1)

医療機関リスト(n=8)

観察基準(n=3)

選定基準(n=1)

伝達基準(n=0)

受入医療機関確保基準(n=3)

その他の基準(n=1)

問02－02 どのような内容について実施基準の改正を実施したか<複数回答>
N = 10

参画している
66.0％(31団体)

参画を検討している
10.6％(5団体)

参画する予定はない
23.4％(11団体)

問03 実施基準策定に循環器医が参画しているか<単数回答>

N=47
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問 04 貴都道府県では、実施基準策定に循環器専門医又は循環器内科専門医が参画していま

すか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 05 貴都道府県では、実施基準策定に脳神経内科医又は脳外科医が参画していますか。１

つ選んでください。 

 

  

参画している
61.7％(29団体)

参画を検討している
10.6％(5団体)

参画する予定はない
27.7％(13団体)

問04 実施基準策定に循環器専門医又は循環器内科専門医が参画しているか<単数回答>

N=47

参画している
68.1％(32団体)

参画を検討している
8.5％(4団体)

参画する予定はない
23.4％(11団体)

問05 実施基準策定に脳神経内科医又は脳外科医が参画しているか<単数回答>

N=47
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問 06 貴都道府県では、実施基準策定に脳卒中専門医が参画していますか。１つ選んでくだ

さい。 

 

 

 

問 07 貴都道府県の定める実施基準は次のどれに該当しますか。１つ選んでください。 

 

  

参画している
51.1％(24団体)

参画を検討している
12.8％(6団体)

参画する予定はない
36.2％(17団体)

問06 実施基準作成に脳卒中専門医が参画しているか<単数回答>

N=47

症候別基準
10.6％(5団体)

疾患別基準
44.7％(21団体)

症候別基準と疾患別基準
42.6％(20団体)

その他
2.1％(1団体)

問07 定める実施基準<単数回答>

N=47
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問 07－01 問 07 で「１．症候別基準」もしくは「３．症候別基準と疾患別基準」を選択し

た方にお聞きします。実施基準に定める症候別基準は次のうちどれですか。該当するものを

すべて選んでください。 

 

 

 

問 07－02 問 07 で「２．疾患別基準」もしくは「３．症候別基準と疾患別基準」を選択し

た方にお聞きします。実施基準に定める疾患別基準は次のうちどれですか。該当するものを

すべて選んでください。 

 

  

48.0

60.0

60.0

60.0

76.0

28.0

36.0

24.0

68.0

68.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

頭痛(n=12)

胸痛(n=15)

呼吸苦(n=15)

腹痛(n=15)

外傷(n=19)

めまい(n=7)

吐き気(n=9)

発熱(n=6)

CPA(n=17)

その他(n=17)

問07－01 実施基準に定める症候別基準<複数回答>
N = 25

87.8

87.8

29.3

46.3

85.4

87.8

46.3

90.2

4.9

80.5

53.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

脳疾患(n=36)

心疾患(n=36)

呼吸器疾患(n=12)

消化器疾患(n=19)

外傷(n=35)

周産期疾患(n=36)

婦人科疾患(n=19)

小児疾患(n=37)

感染症(n=2)

精神疾患(n=33)

その他(n=22)

問07－02 実施基準に定める疾患別基準<複数回答>
N = 41
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問 07－02（その他） 問 07－02 で「11．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=22 

・ 四肢断裂、耳鼻疾患 

・ 中毒、意識障害、熱傷 

・ 重篤、眼疾患、開放骨折 

・ 緊急透析（特殊性） 

・ 減圧症 

・ 急性腹症 

・ 循環器疾患 

・ アナフィラキシー 

・ 溺水・低体温 

・ 電撃傷 

・ 口腔外科 

・ 緊急被ばく 

・ 指肢切断 

・ 重症熱傷、吐下血 

・ アルコール飲酒 

・ 耳鼻咽喉科 

・ バイタルサイン等による重篤 

・ 複数診療科の対応を必要とする傷病 

他 

        （重複等は一部要約） 
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問 08 メディカルコントロール協議会又は消防本部から事後検証結果の報告を受け、実施基

準の改正に活用していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 09 貴都道府県は、都道府県に設置されているメディカルコントロールを消防法第 35 条

の８に定める協議会として位置付けていますか。１つ選んでください。 

 

  

活用している
51.1％(24団体)

活用していない
48.9％(23団体)

問08 メディカルコントロール協議会又は消防本部から事後検証結果の報告を受け、
実施基準の改正に活用しているか<単数回答>

N=47

位置付けている
74.5％(35団体)

位置付けていない
25.5％(12団体)

問09 都道府県に設置されているメディカルコントロールを
消防法第35条の８に定める協議会として位置付けているか<単数回答>

N=47
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03．転院搬送ガイドラインについて 

問 10 貴都道府県では、転院搬送におけるガイドラインを策定していますか。１つ選んでく

ださい。 

 

 

 

問 10－01 問 10 で「１．策定済み」、「２．検討中（策定中も含む）」、「３．検討予

定」のいずれかを選択した方にお聞きします。貴都道府県では、どの部局が主体となって進

めていますか。１つ選んでください。 

 

  

策定済み
29.8％(14団体)

検討中（策定中も含む）
4.3％(2団体)

検討予定
6.4％(3団体)

検討予定なし、又は、検討の結果策定不要
59.6％(28団体)

問10 転院搬送におけるガイドラインを策定しているか<単数回答>

N=47

衛生主管部局
15.8％(3団体)

消防防災主管部局と衛生主管部局共同
47.4％(9団体)

消防防災主管部局
31.6％(6団体)

その他
5.3％(1団体)

問10－01 主体となって進めている部局<単数回答>

N=19
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問 10－02 問 10 で「１．策定済み」を選択し、かつ問 10－01 で「１．衛生主管部局」もし

くは「２．消防防災主管部局と衛生主管部局共同」を選択した方にお聞きします。策定した

ガイドラインについて、貴都道府県内の医療機関に対して、どのように周知していますか。

該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 10－03 問 10 で「４．検討予定なし、又は、検討の結果策定不要」を選択した方にお聞

きします。策定しない理由は何ですか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

50.0

75.0

37.5

37.5

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県から各医療機関へ直接文書で通知している(n=4)

地域メディカルコントロール協議会を通じて各医療機関への
周知を実施している(n=6)

消防本部を通じて各医療機関への周知を実施している(n=3)

医師会を通じて各医療機関への周知を実施している(n=3)

その他(n=0)

問10－02 策定したガイドラインについて、医療機関に対してどのように周知しているか<複数回答>
N = 8

28.6

7.1

60.7

10.7

10.7

10.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

地域メディカルコントロール協議会で策定しているため(n=8)

各消防本部で策定しているため(n=2)

地域毎に実情が異なり統一のガイドラインとして策定してい
ないため(n=17)

転院搬送が問題となっていないため(n=3)

医療機関と消防機関の調整が困難なため(n=3)

その他(n=3)

問10－03 転院搬送におけるガイドラインを策定しない理由<複数回答>
N = 28
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04．消防防災主管部局との連携について 

問 11 消防防災主管部局が主催する救急に関する会議に衛生主管部局が参加していますか。

１つ選んでください。 

 

 

 

問 11－01 問 11 で「１．参加している」を選択した方にお聞きします。消防防災主管部局

が主催する救急に関する会議に該当するものをすべて選んでください。 

 

  

参加している
80.9％(38団体)

参加していない
19.1％(9団体)

問11 消防防災主管部局が主催する救急に関する会議に参加しているか<単数回答>

N=47

31.6

50.0

57.9

13.2

13.2

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

電話相談事業に関する会議(n=12)

救急搬送に係る協議会(n=19)

救急医療に係る協議会(n=22)

感染症に関する会議(n=5)

その他(n=5)

問11－01 消防防災主管部局の救急に関する会議<複数回答>
N = 38
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05．都道府県連携協議会の参画状況について 

問 12 都道府県連携協議会の参画状況についてお聞きします。貴都道府県では、消防機関は

参画していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 12－01 問 12 で「１．参画している」を選択した方にお聞きします。協議事項の内容に

ついて、該当するものをすべて選んでください。 

 
  

参画している
97.9％(46団体)

参画していない
2.1％(1団体)

問12 都道府県連携協議会に消防機関が参画しているか<単数回答>

N=47

26.1

43.5

13.0

15.2

19.6

17.4

15.2

19.6

60.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

移送先の決定方法(n=12)

移送協力機関（消防機関、民間救急、民間タクシー等）
の役割分担(n=20)

移送時の医師同乗等に関する事項(n=6)

移送にかかる費用負担(n=7)

移送後の消毒や健康管理等(n=9)

移送に関連した感染性廃棄物の処理費用負担(n=8)

移送に係る感染防止資器材の負担に関する事項(n=7)

救急現場で移送対象となる感染症患者と判明した場合の
対応(n=9)

その他(n=28)

問12－01 都道府県連携協議会での協議事項<複数回答>
N = 46
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06．選定療養費に関する取組について 

問 13 消防機関の救急車で搬送された方について、軽症の場合などに選定療養費を徴収する

取組を実施している医療機関は貴都道府県内にありますか。１つ選んでください。 

 

  

ある（医療機関数も把握している）
10.6％(5団体)

ある（医療機関数は把握していない）
19.1％(9団体)

ない
34.0％(16団体)

わからない
36.2％(17団体)

問13 選定医療費を徴収する取組を実施している医療機関があるか<単数回答>

N=47
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07．その他 

問 14 貴都道府県では、消防以外にどういった機関が応急手当の講習を実施していますか。

該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 14（その他） 問 14 で「７．その他」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入く

ださい。 

 

         N=３ 

・ 県医師会 

・ 郡市医師会 

・ NPO法人 

         （一部要約） 

  

14.9

31.9

8.5

2.1

4.3

6.4

59.6

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

保健所、保健センター(n=7)

日本赤十字社(n=15)

大学病院(n=4)

国公立・公的病院（大学病院は除く）(n=1)

私立病院（大学病院は除く）(n=2)

診療所、クリニック(n=0)

その他(n=3)

把握していない(n=28)

問14 消防以外で応急手当の講習を実施している機関<複数回答>
N = 47



 

43 

Ⅲ 都道府県 MC 協議会 対象調査 
 

01．都道府県メディカルコントロール協議会の体制について 

問 01 貴協議会の構成員について、該当するものをすべて選んでください。 

 

9.1

50.0

37.5

7.7

42.2

78.9

76.9

89.5

7.0

29.6

15.9

5.6

29.2

23.1

26.7

5.3

17.9

7.9

2.3

22.2

22.2

13.6

16.7

12.5

7.7

8.9

20.9

22.2

7.4

18.2

16.7

8.3

7.7

11.1

10.5

2.6

2.6

7.0

11.1

14.8

13.6

11.1

4.2

10.3

2.2

5.3

2.6

14.0

14.8

20.5

8.3

25.6

8.9

30.2

11.1

9.1

17.9

18.6

33.3

100.0

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

救命救急センターの救急科の医師(n=44)

救命救急センターの救急科以外の医師(n=18)

救急安心センター以外の病院の救急科の医師(n=24)

救急救命センター以外の病院の救急科以外の医師(n=39)

医師会の医師(n=45)

保健所の医師(n=19)

都道府県衛生主管部局の課長等(n=39)

都道府県消防防災主管部局の課長等(n=38)

消防本部の消防長、救急担当部課長等（管理監督者）(n=43)

都道府県メディカルコントロール協議会の要綱等で定めた指導
救命士(n=9)

消防本部の通信指令担当課長(n=1)

その他(n=27)

問01 都道府県メディカルコントロール協議会の構成員<各項目の人数内訳>
N=47

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～９人 10人以上
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問 01－01 問 01 で「２．救命救急センターの救急科以外の医師」もしくは「４．救命救急

センター以外の病院の救急科以外の医師」を選択した方にお聞きします。救急科以外の医師

のうち、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

64.7

66.7

100

84.6

29.3

29.4

22.2

7.7

17.1 17.1

5.6

7.7

7.3 4.9

5.9

9.8

5.6

14.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

循環器科医(n=17)

脳神経内科医又は脳神経外科医(n=18)

感染症専門医(n=1)

精神科医(n=13)

その他(n=41)

問01－01 救急科以外の医師のうち、該当するもの<各項目の人数内訳>
N=43

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～９人 10人以上
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問 01－01（その他） 問 01－01 で「５．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=41 

・ 麻酔科 

・ 周産期科、小児科 

・ 消化器内科、整形外科、外科、産婦人科 

・ 内科 

・ 災害医療 

・ 院長、顧問 

・ 県病院協会医師 

・ 消化器専門医、整形外科専門医、麻酔科専門医 

・ 新生児科 

・ リウマチ科専門医 

・ 内科医（総合診療） 

・ 在宅医療を行っている診療所の医師 

・ 呼吸器外科、消化器外科 

・ 皮膚科 

・ 肛門外科、脊椎外科、呼吸器外科 

・ 乳腺外科 

・ 災害拠点病院 

・ 胃腸科、リハビリテーション科、歯科 

他 

        （重複等を一部要約） 
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問 01－02 問 01 で「５．医師会の医師」を選択した方にお聞きします。医師会の医師のう

ち、該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 01－02（その他） 問 01－02 で「６．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=39 

・ 麻酔科、外科 

・ 腫瘍内科 

・ 消化器外科 

・ 整形外科、消化器科、脳外科内科 

・ 産婦人科、内科医、小児科医 

・ 院長 

・ 日本消化器内視鏡学会専門医、日本抗加齢医学会専門医、日本 

消化器病学会専門医 

・ アレルギー科 

・ 小児科専門医、整形外科専門医、産婦人科専門医 

・ 肛門外科 

・ 歯科、心臓血管外科、リハビリテーション科 

他 

        （重複等を一部要約）  

83.3

55.6

100.0

48.7

16.7

44.4

20.5 10.3 10.3 2.6 7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

救急科専門医(n=12)

循環器科医(n=9)

脳神経内科医又は脳神経外科医(n=6)

感染症専門医(n=0)

精神科医(n=0)

その他(n=39)

問01－02 医師会の医師のうち、該当するもの<各項目の人数内訳>
N=45

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～９人 10人以上
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問 01－03 問 01 で「６．保健所の医師」を選択した方にお聞きします。保健所の医師のう

ち、該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 01－03（その他） 問 01－03 で「７．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=16 

・ 保健所長 

・ 内科小児科医 

・ 公衆衛生・疫学 

・ 小児神経科専門医、リハビリテーション科専門医 

・ 日本医師会認定産業医 

・ 麻酔科 

他 

        （重複等を一部要約） 

  

100.0

100.0

100.0

100.0

81.3 6.3 6.3 6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

救急科専門医(n=1)

循環器科医(n=2)

脳神経内科医又は脳神経外科医(n=0)

感染症専門医(n=0)

精神科医(n=1)

社会医学系専門医(n=3)

その他(n=16)

問01－03 保健所の医師のうち、該当するもの<各項目の人数内訳>
N=19

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～９人 10人以上
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問 02 貴協議会の令和７年度の予算は、どこが負担していますか。該当するものをすべて選

んでください。 

 

  

89.4

14.9

2.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県消防防災主管部局が負担している (n=42)

都道府県衛生主管部局が負担している (n=7)

市区町村（消防本部を除く部局）から負担金を徴収して
いる(n=0)

所属消防本部が負担している (n=1)

医師会が負担している (n=0)

病院が負担している (n=0)

その他(n=0)

問02 令和７年度の予算は、どこが負担しているか<複数回答>
N = 47
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02．協議会の開催状況について 

問 03 令和６年度に開催された貴協議会では、どのような議題が取り上げられましたか。該

当するものをすべて選んでください。 

  

61.7

8.5

14.9

40.4

51.1

10.6

12.8

4.3

19.1

29.8

6.4

2.1

40.4

44.7

4.3

8.5

10.6

59.6

4.3

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急活動プロトコルについて(n=29)

口頭指導について(n=4)

医師の指示、指導、助言体制について(n=7)

事後検証について(n=19)

救急救命士の再教育体制について(n=24)

救急救命士以外の救急隊員に対する教育について(n=5)

通信指令員に対する教育について(n=6)

救急救命士、救急隊員、通信指令員以外の消防職員に対する救
急に係る教育について(n=2)

メディカルコントロールに関わる医師の養成等について(n=9)

厚生労働省「メディカルコントロール体制強化事業」（メディ
カルコントロール医師の配置）について(n=0)

搬送先医療機関の選定・応需について(n=14)

都道府県境を越える場合の救急活動について (n=0)

災害時の救急活動について（多数傷病者発生事案を含む）(n=3)

応急手当の普及啓発について(n=1)

市民が実施した除細動の事後検証について(n=0)

指導救命士の認定あるいは活用について(n=19)

傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施につい
て(n=21)

感染症対策について(n=2)

地域メディカルコントロール協議会間の調整について(n=4)

地域メディカルコントロール協議会からの報告に基づく指導、
助言に関することについて(n=5)

その他(n=28)

協議会を開催していない(n=2)

問03 令和６年度に開催された協議会では、どのような議題が取り上げられたか<複数回答>
N = 47
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問 04 「救急搬送体制及び救急医療体制に係る調整」に関して、貴協議会は具体的にどのよ

うな役割を担っていますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 05 貴協議会は、消防法第 35 条の８に定める協議会として位置付けられていますか。１

つ選んでください。 

 

  

59.6

2.1

21.3

38.3

4.3

14.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

円滑な搬送と受入れの実施のためのルールの策定、改善
(n=28)

搬送困難事例等に関するリアルタイムでの受入れと調整
(n=1)

搬送先医療機関選定に関する検証、指導・助言(n=10)

地域メディカルコントロール協議会との調整(n=18)

その他(n=2)

特になし(n=7)

問04 「救急搬送体制及び救急医療体制に係る調整」に関して、どのような役割を担っているか
<複数回答>

N = 47

位置付けられている
70.2％(33団体)

位置付けられていない
29.8％(14団体)

問05 消防法第35条の８に定める協議会として位置付けられているか<単数回答>

N=47
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03．オンラインメディカルコントロールについて 

問 06 貴協議会では、各地域におけるオンラインメディカルコントロール体制の充実に向

け、各地域メディカルコントロール協議会に対し、状況確認（ヒアリング）や支援等の取組

を実施していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 07 貴協議会では、都道府県内の複数の地域メディカルコントロール協議会間の連携に関

して、必要に応じて調整等を実施していますか。１つ選んでください。 

 

  

定期的に実施している（都道府県メディカ
ルコントロール協議会と地域メディカルコ
ントロール協議会が同一の場合を含む）

40.4％(19団体)

不定期に実施している
23.4％(11団体)

実施していない
36.2％(17団体)

問06 各地域におけるオンラインメディカルコントロール体制の充実に向け、
各地域メディカルコントロール協議会に対し、状況確認（ヒアリング）や支援等の取組を実施しているか

<単数回答>

N=47

実施している（都道府県メディカル
コントロール協議会と地域メディカ
ルコントロール協議会が同一の場合

を含む）
57.4％(27団体)

実施していない
42.6％(20団体)

問07 都道府県内の複数の地域メディカルコントロール協議会間の連携に関して、
必要に応じて調整等を実施しているか<単数回答>

N=47
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04．事後検証について 

問 08 貴協議会では、医師による事後検証を実施していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 08－01 問 08 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。医師による事後検

証のフィードバックは主にどのように実施していますか。該当するものをすべて選んでくだ

さい。 

 

  

実施している
48.9％(23団体)実施していない

51.1％(24団体)

問08 医師による事後検証を実施しているか<単数回答>

N=47

13.0

47.8

8.7

43.5

13.0

4.3

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

検証医が直接、検証対象となった救急救命士に口頭で実施
する(n=3)

検証医が消防本部を通じて間接的に実施する(n=11)

検証医が検証対象となった救急救命士に文書で通知する
(n=2)

貴協議会が開催する会議（症例検討会等）の中で、出席し
ている消防職員全体に対して実施する(n=10)

その他(n=3)

フィードバックは特にしていない(n=1)

問08－01 医師による事後検証のフィードバックはどのように実施しているか<複数回答>
N = 23
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問 09 事後検証体制整備のための消防本部、地域メディカルコントロール協議会への取組と

して該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 10 貴協議会では、消防法第 35 条の５に定める「傷病者の搬送及び受入れの実施に関す

る基準（以下「実施基準」という。）」に基づく傷病者の搬送及び受入れ状況に関し、地域

メディカルコントロール協議会からの報告を受けていますか。１つ選んでください。 

 

  

6.4

12.8

6.4

36.2

27.7

17.0

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

消防本部へ年に１度はヒアリング等の調査を実施する
(n=3)

地域メディカルコントロール協議会へ年に１度はヒアリ
ング等の調査を実施する(n=6)

消防本部又は地域メディカルコントロール協議会の求め
によりヒアリング等の調査を実施する(n=3)

調査は実施していない(n=17)

地域メディカルコントロール協議会・消防本部から報告
を受けることで確認している(n=13)

その他(n=8)

問09 事後検証体制整備のための消防本部、地域メディカルコントロール協議会への取組<複数回答>
N = 47

定期的に受けている（都道府県
メディカルコントロール協議会
と地域メディカルコントロール
協議会が同一の場合を含む）

38.3％(18団体)

不定期に受けている
19.1％(9団体)

受けていない
42.6％(20団体)

問10 消防法第35条の５に定める「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」に基づく傷病者の搬送
及び受入れ状況に関し、地域メディカルコントロール協議会からの報告を受けているか<単数回答>

N=47
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問 10－01 問 10 で「１．定期的に受けている（都道府県メディカルコントロール協議会と

地域メディカルコントロール協議会が同一の場合を含む）」を選択した方にお聞きします。

報告を受けた結果から、消防法第 35 条の８に定める協議会と連携して、必要に応じて実施基

準の見直しに係る検討を実施していますか。１つ選んでください。 

 

  

実施している
94.4％(17団体)

実施していない
5.6％(1団体)

問10－01 報告を受けた結果から、消防法第35条の８に定める協議会と連携して、
必要に応じて実施基準の見直しに係る検討を実施しているか<単数回答>

N=18
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05．指導救命士について 

問 11 貴協議会では、指導救命士を認定していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 11－01 問 11 で「１．認定している」もしくは「２．認定していないが、今後の認定に

向けて検討中」を選択した方にお聞きします。貴協議会における指導救命士の認定要件につ

いて、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

認定している
97.9％(46団体)

認定していないが、今後の認定
に向けて検討中

0.0％(0団体)

認定しておらず、検討していない
2.1％(1団体)

問11 指導救命士を認定しているか<単数回答>

N=47

84.8

87.0

67.4

76.1

69.6

93.5

93.5

10.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急救命士として、通算５年以上の実務経験を有する者(n=39)

救急隊長として、通算５年以上の実務経験を有する者(n=40)

特定行為について、一定の施行経験を有する者(n=31)

医療機関において、一定の期間の病院実習を受けている者
(n=35)

消防署内の現任教育、講習会等での教育指導、学会での発表な
ど、教育指導や研究発表について豊富な経験を有する者(n=32)

必要な養成教育を受けている者、もしくは一定の指導経験を有
する者(n=43)

所属する消防本部の消防長が推薦し、都道府県メディカルコン
トロール協議会が認める者(n=43)

その他(n=5)

問11－01 指導救命士の認定要件<複数回答>
N = 46
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問 11－02 問 11－01 で「３．特定行為について、一定の施行経験を有する者」を選択した

方にお聞きします。特定行為の経験数等の要件について、具体的にご記入ください。 

 

         N=31 

・ 19件以上 

・ 気管挿管、薬剤投与、心肺機能停止前の重度傷病者に対する静脈

路確保及び輸液、血糖測定並びに低血糖発作症例へのブトウ糖投

与の実施が可能であり、一定の施行経験を有する者。 

・ 申請時において所属する消防本部管内における過去５ヵ年の平均

件数以上の経験を有する者。 

・ 地域 MC により症例数が異なることから一律な件数は設定してい

ないが、施行が極端に少ないなどを実績表で確認している。 

・ 直近５年間で５例以上の成功施行経験（病院実習での施行を含む） 

・ 気管挿管 

・ 救急救命士として就業開始後に経験した成功施行数が 15 件以上

かつ各特定行為（①気管挿管②薬剤投与③静脈路確保④ラリンゲ

アルマスク・食道閉鎖式エアウェイ）１回以上の成功施行経験が

ある。 

・ 気管挿管、薬剤(アドレナリン）投与、心肺停止後の静脈路確保、

ラリンゲアルマスク等による気道確保、心肺停止前の静脈路確保、

低血糖発作症例へのブドウ糖溶液投与の実施にあたり、認定申請

時において、それぞれ１件以上の成功症例を有することを基準と

する。特定行為の実施経験は必須条件とするが、件数については

地域の実情により搬送環境や症例件数に差異があることなどを勘

案し、必須条件とはしない。 

・ 過去５年間（直近の実務期間）に実施した、特定行為の成功施行

経験数を合算し、44件以上であることとする。ただし、成功施行

経験数が要件に満たない場合であっても、消防本部において手技

等を確認の上、技術的に問題がなく、指導力、判断力も優れてい

ると確認できた者については、地域の救命救急センターの医師の

推薦があれば、要件を満たしたとみなすこととする。 

・ 地域 MCごとに設定している。（特定行為の経験数） 

・ 救急救命士として就業開始後に経験した特定行為総数のうち、医

師の具体的指示が必要な特定行為について、26症例（救急救命士

再教育病院実習により実施した症例を含む。）以上の成功施行経

験を有する者。 

・ 「気管挿管」、「薬剤投与」、「静脈路確保」、「ラリンゲアルマ

スク等」の全ての施行経験があり、かつ事後検証により適正な施

行であったと担保されていること。 
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・ 直近５年間で 10件以上の施行経験を有する者。 

・ 25件 

・ 救急救命士として、直近の５年間において、医師の具体的指示が

必要な特定行為を実施した経験を有していること。 

・ 地域事情を踏まえ、各消防 （局）本部において設ける基準等にお

いて判断することとしている。 

・ 申請する年の５年前の４月１日（※１月１日～３月 31日の間に申

請する場合には、同６年前の４月１日）から申請日前日までの間

に、５例以上の成功施行経験をいう。 

・ 救急救命士免許取得後から申請日前日までの間に、10例以上の成

功施行経験をいう。 

・ 気管挿管（気管内チューブ）30 例、ビデオ喉頭鏡５例、薬剤投与、

ブドウ糖投与 

・ 最も活動した５年間で特定行為（「食道閉鎖式エアウェイ、ラリ

ンゲアルマスクを使用した気道の確保」、「気管挿管」、「薬剤投

与」、「静脈路確保」、「心肺停止前静脈路確保」、「心肺停止前

ブドウ糖溶液投与」）の成功施行経験が 26件以上ある者とする。

ただし地域の実情により特定行為事案が少なく、達成が困難な者

については、所属する消防本部が同等の技術を有すると認める者

も認めるものとする。 

他 

        （重複等を一部要約） 
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問 11－03 問 11－01 で「３．特定行為について、一定の施行経験を有する者」を選択して

いない方にお聞きします。一定の施行経験を要件に含んでいない理由として該当するものを

すべて選んでください。 

 

  

73.3

6.7

26.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

特定行為の一定の施行経験を具体的に規定することが困
難なため(n=11)

特定行為の一定の施行経験者が乏しく、要件として設け
ると指導救命士のなり手が不足するため(n=1)

その他(n=4)

問11－03 一定の施行経験を指導救命士の認定要件に含めていない理由<複数回答>
N = 15
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問 11－04 問 11－01 で「５．消防署内の現任教育、講習会等での教育指導、学会での発表

など、教育指導や研究発表について豊富な経験を有する者」を選択した方にお聞きします。

教育指導や研究発表の経験の要件について、具体的にご記入ください。 

 

         N=32 

・ 消防署内での救急隊員教育、各種学会、シンポジウムへの参加・

発表 

・ 一律な件数は設定していないが、極端に少ないなどを実績表で確

認している。 

・ 大学等委託研修として、大学附属病院での病院実習の指導者とし

て他の救急救命士等の指導、育成に１年以上継続して従事したも

の。 

・ 消防大学校または県消防学校の指導教官として、他の救急救命士

等の指導、育成に１年以上継続して従事したもの。 

・ （一財）救急振興財団の指導教官として、他の救急救命士等の指

導、育成に１年以上継続して従事したもの。 

・ 救急ワークステーションの指導的立場の救急救命士として、日常

的に他の救急救命士等の指導、育成に１年以上継続して従事した

もの。 

・ 消防本部において救急訓練や救命講習等の指導経験を有する者。 

・ 検証会、セミナー等での発表実績等 

・ 第三者機関が証明する救急に関する指導・発表経験が過去５年間

で１件以上ある者。 

・ 次のいずれかを満たす者とする。 

ア 消防署内での現任教育 

イ 消防学校、養成所等での講師の経験 

ウ 「JPTEC」又は「ICLS」のインストラクター資格認定者 

エ 研究発表等の経験 

・ 以下のいずれかの要件を満たす者 

①県メディカルコントロール協議会メディカルコントロール部会

（以下、「県 MC部会」という。）が認める学会（県レベル以上）

または機関誌等において、直近２年間で研究発表を行った経験を

有すること。 

②県ＭＣ部会が認める学会等のインストラクター資格（JPTEC、

ICLSまたは MCLS等）を有すること 

・ 教育指導（救急救命士に対する生涯教育ガイドライン中の教育項

目にある教育指導）や研究発表（救急救命士に対する生涯教育ガ

イドライン中の教育項目にある学術集会・研究会）について２回

以上の指導、発表の経験 



 

60 

・ 学会での発表については、県単位以上のもので、共同演者及び座

長・司会を含むものとしている。 

・ 県消防学校で教育指導を行っていること。各種学会等での発表は

少なくとも全県レベル以上の各種発表会場等において直近 5 年間

で１会以上の研究発表を行っていることが望ましい。 

・ 様々な教育項目について、取得単位を記載する救急救命士教育等

記録集計表を作成している。 

他 

        （重複等を一部要約） 

  



 

61 

問 11－05 問 11－01 で「５．消防署内の現任教育、講習会等での教育指導、学会での発表

など、教育指導や研究発表について豊富な経験を有する者」を選択していない方にお聞きし

ます。教育指導や研究発表の経験を要件に含んでいない理由として該当するものをすべて選

んでください。 

 

  

85.7

7.1

14.3

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

要件を具体的に規定することが困難なため(n=12)

教育指導や研究発表について豊富な経験を有する救急救
命士が乏しく、要件として設けると指導救命士のなり手

が不足するため(n=1)

その他(n=2)

問11－05 教育指導や研究発表の経験を指導救命士の認定要件に含めていない理由<複数回答>
N = 14
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問 12 貴協議会における指導救命士の活用状況について、該当するものをすべて選んでくだ

さい。 

 

  

51.1

25.5

53.2

42.6

57.4

40.4

36.2

19.1

48.9

68.1

70.2

31.9

40.4

17.0

14.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県メディカルコントロール協議会への参画（会議等への
参加）(n=24)

都道府県メディカルコントロール協議会との連絡・調整（メ
ディカルコントロール協議会と消防本部とのリエゾン的役割）

(n=12)

事後検証委員会への参画、フィードバック等(n=25)

病院実習の調整、補助等（再教育（院内）計画の策定、補助
等）(n=20)

消防学校・救急救命士養成所等での講師・指導等(n=27)

メディカルコントロール圏域内の救急救命士への研修、指導
(n=19)

メディカルコントロール圏域内の救急隊員への研修、指導、評
価(n=17)

メディカルコントロール圏域内の通信指令員への救急に関する
研修、教育(n=9)

消防本部における救急隊員生涯教育に関する企画・運営（年間
計画の策定、研修会の開催等）(n=23)

消防本部における救急救命士への研修、指導（主にOJTにおける
救急救命士再教育の指導）(n=32)

消防本部における救急隊員への研修、指導、評価(n=33)

消防本部における通信指令員への救急に関する研修、教育
(n=15)

医学会、全国救急隊員シンポジウム及び各種研修会への発表・
参加(n=19)

消防法35条の８に定める協議会への参画(n=8)

その他(n=7)

問12 指導救命士の活用状況<複数回答>
N = 47
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問 12（その他） 問 12 で「15．その他」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入く

ださい。 

 

         N=７ 

・ 主に地域メディカルコントロール協議会で活用し、県メディカル

コントロール協議会での活用は検討中 

・ 県メディカルコントロール協議会作業部会として「指導救命士部

会」を設置し、地域差のない一定水準の質が担保された教育内容

の構築や、各種救急業務の改善・向上に対する施策立案等につい

て検討している。また、検討した結果で企画及び運営する必要が

あるものについては、県メディカルコントロール協議会に上程し

ている。 

・ 県協議会では活用していない。一部の地域 MC協議会では救急救命

士の指導等へ活用している。 

・ 県主催の特定行為再教育講習の講師 

他 

        （重複等を一部要約） 

 

 

問 13 貴協議会における指導救命士認定後の任期（更新を妨げないものも含む）の考え方に

ついて、該当するものをすべて選んでください。 

 
  

53.2

4.3

44.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

期間による任期が設定されている(n=25)

所属や隊による任期が設定されている（例：特定の所属や
隊から外れると任期了となる等）(n=0)

階級や役職による任期が設定されている（例：一定以上の
階級、役職になると任期了となる等）(n=0)

その他の事由に基づき任期が設定されている(n=2)

認定取消や認定返納等に該当しない限り、原則、任期継続
となる(n=21)

問13 指導救命士認定後の任期（更新を妨げないものも含む）の考え方<複数回答>
N = 47
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問 13（その他） 問 13 で「４．その他の事由に基づき任期が設定されている」を選択した

方にお聞きします。その他の事由を具体的にご記入ください。 

 

         N=２ 

・ 消防吏員としての在職期間 

・ 毎年度、各消防本部から指名された者を登録名簿に記載すること

となっており、登録期間は１年間としている。 

 

 

問 13－01 問 13 で「１．期間による任期が設定されている」を選択した方にお聞きしま

す。任期をご記入ください。（半角数字、単位：年） 

 

  

8.0

52.0

4.0

36.0

 0%

 20%

 40%

 60%

 80%

 100%

１年(n=0) ２年(n=2) ３年(n=13) ４年(n=1) ５年(n=9) ６～９年(n=0) 10年以上(n=0)

問13－01 指導救命士認定後の任期<数量回答>
N = 25
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問 14 貴協議会における指導救命士の認定の更新にあたり、何らか要件を設定しています

か。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

10.6

14.9

25.5

14.9

12.8

14.9

17.0

12.8

34.0

51.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県メディカルコントロール協議会・地域メディカル
コントロール協議会への参画（会議等への参加）の実績

(n=5)

事後検証委員会への参画、事後検証の実績(n=7)

消防本部における救急救命士等に対する指導実績(n=12)

地域メディカルコントロール協議会圏内の救急救命士等に
対する指導実績(n=7)

都道府県メディカルコントロール協議会圏内の救急救命士
等に対する指導実績(n=6)

消防学校・救急救命士養成所等での講師・指導実績(n=7)

医学会、全国救急隊員シンポジウム及び各種研修会への発
表・参加実績(n=8)

貴協議会で設けた指導救命士への教育（研修・実習等）の
受講実績(n=6)

その他(n=16)

特に設けていない(n=24)

問14 指導救命士の認定の更新にあたり、何らか要件を設定しているか<複数回答>
N = 47



 

66 

問 15 貴協議会において、指導救命士の運用（活躍の場や役割）や、質の維持向上を図るた

めの取組を実施していますか。該当するものをすべて選んでください（完全に一致しなくて

も、趣旨が近い項目があれば選択してください）。 

 

  

10.6

10.6

12.8

8.5

8.5

14.9

10.6

12.8

12.8

2.1

66.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県メディカルコントロール協議会・地域メディカル
コントロール協議会への参画実績を把握している(n=5)

事後検証委員会への参画、事後検証の実績を把握している
(n=5)

消防本部における救急救命士等に対する指導実績を把握し
ている(n=6)

地域メディカルコントロール協議会圏内の救急救命士等に
対する指導実績を把握している(n=4)

都道府県メディカルコントロール協議会圏内の救急救命士
等に対する指導実績を把握している(n=4)

消防学校・救急救命士養成所等での講師・指導実績を把握
している(n=7)

医学会、全国救急隊員シンポジウム及び各種研修会への発
表・参加実績を把握している(n=5)

指導救命士に対する教育（研修・実習等）を実施している
(n=6)

指導救命士の役割等について適宜見直しを実施している
(n=6)

その他(n=1)

特に実施していない(n=31)

問15 指導救命士の運用（活躍の場や役割）や、質の維持向上を図るための取組を実施しているか
<複数回答>

N = 47
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問 15（８） 問 15 で「８．指導救命士に対する教育（研修・実習等）を実施している」を

選択した方にお聞きします。取組の内容を具体的にご記入ください。 

 

         N=６ 

・ 新規指導救命士に対する研修会を令和４年度から実施している。 

・ 任期満了を迎える指導救命士に対して、認定更新のための講習を

年 1回集合形式にて消防学校で実施している。 

・ 都道府県内全本部が参加する指導救命士の運用に関する勉強会を

実施 

・ 指導救命士を対象としたブラッシュアップ研修を実施し、グルー

プディスカッションなどで構成された研修会を実施している。 

・ 他の救急救命士を指導するために必要な医学的知識や指導能力等

に関する講習を実施している。 

他 

（重複等を一部要約・編集） 
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06．救急救命士の再教育について 

問 16 貴協議会では、指導救命士が実施した『日常的な教育』について、再教育時間に含ま

れることを要綱等で定めていますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 17 貴協議会では、所属する消防本部において、２年間で 128 時間以上の再教育を履修し

ている運用救急救命士数（運用２年未満を除く）を把握していますか。１つ選んでくださ

い。 

 

  

48.9

12.8

8.5

29.8

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

貴協議会（都道府県メディカルコントロール協議会）で
定めている(n=23)

地域メディカルコントロール協議会で定めている(n=6)

所属消防本部が定めている(n=4)

定めていない(n=14)

問16 指導救命士が実施した『日常的な教育』について、再教育時間に含まれることを
要綱等で定めているか<複数回答>

N = 47

把握している
44.7％(21団体)把握していない

55.3％(26団体)

問17 所属する消防本部において、２年間で128時間以上の再教育を履修している
運用救急救命士数（運用２年未満を除く）を把握しているか<単数回答>

N=47
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問 18 再教育体制（通信指令員への教育も含む）整備のために実施している、消防本部、地

域メディカルコントロール協議会への取組として該当するものをすべて選んでください。 

 

  

14.9

6.4

10.6

8.5

63.8

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

消防本部へ年に１度はヒアリング等の調査を実施してい
る(n=7)

地域メディカルコントロール協議会へ年に１度はヒアリ
ング等の調査を実施している(n=3)

消防本部又は地域メディカルコントロール協議会の求め
によりヒアリング等の調査を実施している(n=5)

その他(n=4)

調査は実施していない(n=30)

問18 再教育体制整備（通信指令員への教育も含む）のための
消防本部、地域メディカルコントロール協議会への取組<複数回答>

N = 47
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07．傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施について 

問 19 傷病者は心肺停止状態であるが、家族等の関係者から傷病者本人が心肺蘇生を望んで

いないとの意思を示された場合について、何らかの対応方針を定めていますか。１つ選んで

ください。※ 

 

 

 

問 19－01 問 19 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。その内容はどのよう

なものですか。１つ選んでください。 

 

  

 
※ 対応方針が文書化されていなくても、メディカルコントロール協議会としての見解が統一されている場合は、「１．定めている」を選択。 

定めている
44.7％(21団体)

定めていない
55.3％(26団体)

問19 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施事案について、対応方針を定めているか
<単数回答>

N=47

家族等から傷病者本人の心肺蘇生を
拒否する意思表示が伝えられた場
合、医師からの指示など一定の条件
のもとに、心肺蘇生を実施しない、

又は中断することができる
85.7％(18団体)

家族等から傷病者本人の心肺蘇生を拒否
する意思表示が伝えられても、心肺蘇生
を実施しながら医療機関に搬送する

14.3％(3団体)

その他
0.0％(0団体)

問19－01 対応方針の内容<単数回答>

N=21
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問 19－02 問 19 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。対応方針の見直しを

実施していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 19－03 問 19 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。対応方針の検討の場

に参加したのはどのような職種の方ですか。該当するものをすべて選んでください。 

  

実施している
38.1％(8団体)

実施していない
61.9％(13団体)

問19－02 対応方針の見直しを実施しているか<単数回答>

N=21

76.2

95.2

42.9

61.9

61.9

61.9

76.2

33.3

14.3

33.3

4.8

19.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

消防職員(n=16)

都道府県メディカルコントロール協議会の委員(n=20)

地域メディカルコントロール協議会の委員(n=9)

救急病院の救急医(n=13)

衛生主管部局（都道府県、市区町村、保健所等）(n=13)

消防防災主管部局（都道府県）(n=13)

医師会の委員(n=16)

介護関係者(n=7)

在宅医療関係者(n=3)

弁護士等の法律関係の有識者(n=7)

住民(n=1)

その他(n=4)

問19－03 対応方針の検討の場に参加した人の職種等<複数回答>
N = 21
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問 19－04 問 19 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。傷病者の意思に沿っ

た救急現場における心肺蘇生の実施事案を事後検証の対象としていますか。１つ選んでくだ

さい。 

 

 

 

問 19－05 問 19－04 で「１．全事例検証の対象としている」もしくは「２．必要に応じて

検証の対象としている」を選択した方にお聞きします。検証はどのような場で実施していま

すか。該当するものをすべて選んでください。 

 
  

全事例検証の対象としている
42.9％(9団体)

必要に応じて検証の対象としている
52.4％(11団体)

検証の対象としていない
4.8％(1団体)

問19－04 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施事案を事後検証の対象としているか
<単数回答>

N=21

75.0

45.0

10.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県、又は地域メディカルコントロール協議会の事
後検証会(n=15)

消防本部内の検証会(n=9)

その他(n=2)

問19－05 事後検証はどのような場で実施しているか<複数回答>
N = 20
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問 19－06 問 19－04 で「１．全事例検証の対象としている」もしくは「２．必要に応じて

検証の対象としている」を選択した方にお聞きします。事後検証の場に参加したのはどのよ

うな職種の方ですか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

80.0

35.0

40.0

60.0

25.0

30.0

25.0

5.0

10.0

35.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

消防職員(n=16)

都道府県メディカルコントロール協議会の委員(n=7)

地域メディカルコントロール協議会の委員(n=8)

救急病院の救急医(n=12)

衛生主管部局（都道府県、市区町村、保健所等）(n=5)

消防防災主管部局（都道府県）(n=6)

医師会の委員(n=5)

介護関係者(n=1)

在宅医療関係者(n=0)

弁護士等の法律関係の有識者(n=2)

住民(n=0)

その他(n=7)

問19－06 事後検証の場に参加した人の職種等<複数回答>
N = 20
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問 19－07 問 19 で「２．定めていない」を選択した方にお聞きします。今後、方針策定の

予定はありますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 20 市区町村（衛生主管部局・福祉部局等）からの ACP、地域包括ケアシステムへの議論

の場への参加の求めがありますか。１つ選んでください。 

 

  

策定に向け、検討中
46.2％(12団体)

検討の結果、策定しなかった
7.7％(2団体)

検討、策定の予定はない
46.2％(12団体)

問19－07 今後、方針策定の予定はあるか<単数回答>

N=26

ある
4.3％(2団体)

ない
95.7％(45団体)

問20 市区町村（衛生主管部局・福祉部局等）からのACP、地域包括ケアへの
議論の場への参加の求めがあるか<単数回答>

N=47
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Ⅳ 地域 MC 協議会 対象調査 
 

01．地域メディカルコントロール協議会の体制について 

問 01 貴協議会の構成員について、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

41.3

64.9

38.0

6.8

19.2

69.3

83.3

86.3

26.7

17.6

73.7

30.3

22.8

15.8

25.6

10.5

31.2

20.1

13.5

12.2

23.7

21.6

10.5

23.6

12.0

3.5

17.4

13.2

17.9

6.7

2.1

0.7

14.0

9.8

5.3

14.6

7.2

7.0

6.6

15.1

12.4

2.8

10.2

9.8

5.3

10.1

4.2

5.3

3.3

14.2

6.8

0.6

0.7

9.7

9.8

7.9

11.4

1.8

8.3

28.8

10.3

0.6

1.0

11.0

11.8

5.6

1.2

1.8

0.8

11.4

2.1

4.7

19.6

5.3

7.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

救命救急センターの救急科の医師(n=167)

救命救急センターの救急科以外の医師(n=57)

救命救急センター以外の病院の救急科の医師(n=121)

救命救急センター以外の病院の救急科以外の医師(n=219)

医師会の医師(n=234)

保健所の医師(n=179)

都道府県衛生主管部局の課長等(n=96)

都道府県消防防災主管部局の課長等(n=139)

消防本部の消防長、救急担当部課長等（管理監督者）(n=236)

都道府県メディカルコントロール協議会の要綱等で定めた指
導救命士(n=51)

消防本部の通信指令担当課長(n=19)

その他(n=89)

問01 地域メディカルコントロール協議会の構成員<各項目の人数内訳>
N=251

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～９人 10人以上
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問 01－01 問 01 で「２．救命救急センターの救急科以外の医師」もしくは「４．救命救急

センター以外の病院の救急科以外の医師」を選択した方にお聞きします。救急科以外の医師

のうち、該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 01－02 問 01 で「５．医師会の医師」を選択した方にお聞きします。医師会の医師のう

ち、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

69.4

66.7

100.0

93.8

14.4

19.4

20.7

15.8

3.1

5.7

16.3

5.1

2.3

6.3

16.8 12.9

2.0

2.3

17.8

1.0

2.3

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

循環器科医(n=98)

脳神経内科医又は脳神経外科医(n=87)

感染症専門医(n=4)

精神科医(n=16)

その他(n=202)

問01－01 救急科以外の医師のうち、該当するもの<各項目の人数内訳>
N=224

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～９人 10人以上

75.0

92.7

87.5

91.7

30.3

12.5

3.6

12.5

8.3

31.7

6.3

3.6

14.5 12.7 3.6

6.3

6.8

0.5
0% 20% 40% 60% 80% 100%

救急科専門医(n=16)

循環器科医(n=55)

脳神経内科医又は脳神経外科医(n=32)

感染症専門医(n=0)

精神科医(n=12)

その他(n=221)

問01－02 医師会の医師のうち、該当するもの<各項目の人数内訳>
N=234

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～９人 10人以上
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問 01－02（その他） 問 01－02 で「６．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=221 

・ 麻酔科、小児科、内科 

・ 外科医、消化器外科医、臨床外科医 

・ 医師会副会長及び理事職 

・ 整形外科医 

・ 呼吸器内科医など 

・ 消化器内科 

・ 耳鼻咽喉科医 

・ 地域の医師会長 

・ 産婦人科医 

・ 眼科 

・ 心臓血管外科 

・ 医師会からの推薦医師 

・ 総合内科専門医 

・ 皮膚科 

・ 病院長 

・ 胃腸内科 

・ 眼科医 

・ 精神科専門医 

・ 保健所長が構成員であり、専門医として定めていない。 

・ 救急医療担当理事 

・ リハビリテーション科 

・ 救急医療・少子化対策担当理事 

・ 総合診療科・リウマチ科 

・ 一次医療機関医師 

・ 糖尿病内科 

・ 医師会長、救急担当理事 

・ 腎臓内科医 

・ 救急・防災理事 

・ 開業医 

・ 病院長 

他 

        （重複等を一部要約） 
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問 01－03 問 01 で「６．保健所の医師」を選択した方にお聞きします。保健所の医師のう

ち、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

100.0

100.0

100.0

90.0

75.0

69.2

67.7

10.0

23.1

22.3

25.0

8.5

7.7

0.8

0.8
0% 20% 40% 60% 80% 100%

救急科専門医(n=8)

循環器科医(n=3)

脳神経内科医又は脳神経外科医(n=6)

感染症専門医(n=10)

精神科医(n=4)

社会医学系専門医(n=26)

その他(n=130)

問01－03 保健所の医師のうち、該当するもの<各項目の人数内訳>
N=179

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６～９人 10人以上
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問 01－03（その他） 問 01－03 で「７．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=130 

・ 保健所長 

・ 小児科 

・ 内科、外科 

・ 公衆衛生医 

・ 産業医 

・ 呼吸器科医 

・ 消化器外科 

・ 呼吸器内科、眼科 

・ 病理、形成外科、社会医学系専門医 

・ 臨床遺伝専門医、認定内科医 

・ 泌尿器科 

・ 呼吸器内科 

・ 産婦人科 

・ 医学博士 

・ 感染症専門医 

・ 疫学・公衆衛生学 

・ 耳鼻科 

・ 総合内科専門医・腎臓内科専門医、行政医 

・ 医監 

・ 血管外科 

・ 病理学 

・ 歯科 

・ リハビリテーション科 

・ 生体構造科学 

・ 微生物学研究医 

・ 皮膚科医 

・ 代謝内科 

・ 小児臨床医 

他 

        （重複等を一部要約） 
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問 02 貴協議会の令和７年度の予算は、どこが負担していますか。該当するものをすべて選

んでください。 

 

  

30.7

11.2

4.0

50.2

2.4

1.2

14.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県消防防災主管部局が負担している (n=77)

都道府県衛生主管部局が負担している (n=28)

市区町村（消防本部を除く部局）から負担金を徴収して
いる(n=10)

所属消防本部が負担している (n=126)

医師会が負担している (n=6)

病院が負担している (n=3)

その他(n=37)

問02 令和７年度の予算は、どこが負担しているか<複数回答>
N = 251
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02．協議会の開催状況について 

問 03 令和６年度に開催した総会 ※の回数をご記入ください。（半角数字、単位：回） 

 

  

 
※文書や E-mail を用いた書面会議等を含みます。書面会議等は議題ごとに１回とカウントしてください。 

5.2

44.6

36.7

7.6

2.4 1.6 1.2 0.8
 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

０回(n=13) １回(n=112) ２回(n=92) ３回(n=19) ４回(n=6) ５回(n=4) ６～９回(n=3) 10回以上(n=2)

問03 令和６年度に開催した総会の回数<数量回答>
N = 251
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問 04 令和６年度に開催された貴協議会では、どのような議題が取り上げられましたか。一

度でも取り上げられたことのある議題に該当するものをすべて選んでください。 

 

  

73.3

19.1

27.9

59.0

51.4

19.9

9.2

6.8

8.4

2.8

39.0

1.6

10.4

6.0

7.2

22.7

36.7

9.2

14.3

17.1

33.5

4.4

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急活動プロトコルについて(n=184)

口頭指導について(n=48)

医師の指示、指導、助言体制について(n=70)

事後検証について(n=148)

救急救命士の再教育体制について(n=129)

救急救命士以外の救急隊員に対する教育について(n=50)

通信指令員に対する教育について(n=23)

救急救命士、救急隊員、通信指令員以外の消防職員に対す
る救急に係る教育について(n=17)

メディカルコントロールに関わる医師の養成等について
(n=21)

厚生労働省「メディカルコントロール体制強化事業」（メ
ディカルコントロール医師の配置）について(n=7)

搬送先医療機関の選定・応需について(n=98)

都道府県境を越える場合の救急活動について (n=4)

災害時の救急活動について（多数傷病者発生事案を含む）
(n=26)

応急手当の普及啓発について(n=15)

市民が実施した除細動の事後検証について(n=18)

指導救命士の認定あるいは活用について(n=57)

傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施に
ついて(n=92)

感染症対策について(n=23)

事後検証結果から実施基準の検討について(n=36)

地域の医療機関と消防機関の連絡調整について(n=43)

その他(n=84)

協議会を開催していない(n=11)

問04 令和６年度に開催された協議会では、どのような議題が取り上げられたか<複数回答>
N = 251
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問 05 「救急搬送体制及び救急医療体制に係る調整」に関して、貴協議会は具体的にどのよ

うな役割を担っていますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

47.4

6.0

43.0

35.1

4.8

18.7

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

円滑な搬送と受入れの実施のためのルールの策定、改善
(n=119)

搬送困難事例等に関するリアルタイムでの受入れと調整
(n=15)

搬送先医療機関選定に関する検証、指導・助言(n=108)

都道府県メディカルコントロール協議会との調整(n=88)

その他(n=12)

特になし(n=47)

問05 「救急搬送体制及び救急医療体制に係る調整」に関して、どのような役割を担っているか
<複数回答>

N = 251
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03．オンラインメディカルコントロールについて 

問 06 貴協議会でのオンラインメディカルコントロール（以下、「オンライン MC」という）

に関する取組についてお聞きします。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

63.3

17.5

41.0

11.2

13.1

8.8

54.2

58.2

12.0

33.5

36.3

18.7

19.5

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

オンラインMCの対応先（医療機関や通信指令室等）を決定
している(n=159)

オンラインMCの対応先（医療機関や通信指令室等）の優先
順位を決定している(n=44)

オンラインMCの対応先（医療機関や通信指令室等）の通信
手段を決定している(n=103)

オンラインMCの対応先（医療機関や通信指令室等）の最初
の電話受信者を決定している(n=28)

オンラインで指示、指導・助言を実施する医師（以下、
「オンラインMC医」という）のリストを作成している

(n=33)

オンラインMC医の資質を定めている(n=22)

プロトコルを策定・改正している(n=136)

プロトコルを医師に周知している(n=146)

オンラインMC医の教育・研修を実施している(n=30)

救急隊員の伝達方法について教育・研修を実施している
(n=84)

特定行為の指示以外の指導・助言について検討している
(n=91)

オンラインMC体制の改善にむけた検討を実施している
(n=47)

取組は実施していない(n=49)

問06 オンラインメディカルコントロール（オンラインMC）に関する取組<複数回答>
N = 251
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問 07 貴協議会では、オンライン MC の指示要請先を定めていますか。１つ選んでくださ

い。 

 

 

 

問 07－01 問 07 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。貴協議会で定める指

示要請先として該当するものをすべて選んでください。 

 

  

定めている
62.2％(156団体)

定めていない（消防
本部が定めている）

37.8％(95団体)

問07 オンラインMCの指示要請先を定めているか<単数回答>

N=251

4.5

76.3

34.6

10.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

指示医師が常駐している指令センター(n=7)

予め指示要請を受けるものとして搬送先によらず固定さ
れた医療機関(n=119)

搬送先医療機関(n=54)

その他(n=17)

問07－01 協議会で定めているオンラインMCの指示要請先<複数回答>
N = 156
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問 07－02 問 07－01 で「２．予め指示要請を受けるものとして搬送先によらず固定された

医療機関」もしくは「３．搬送先医療機関」を選択した方にお聞きします。貴協議会では、

医療機関内で指示医師にできるだけ速やかにつながるよう、体制の確保や工夫に取り組んで

いますか。１つ選んでください。 

 

  

取り組んでいる
58.6％(85団体)

取り組んでいない
41.4％(60団体)

問07－02 医療機関内で指示医師にできるだけ速やかにつながるよう、
体制の確保や工夫に取り組んでいるか<単数回答>

N=145
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問 07－03 問 07－02 で「１．取り組んでいる」を選択した方にお聞きします。具体的な内

容をご記入ください。 

 

         N=85 

・ 医師直通電話を確保している。 

・ 院内連絡系統を周知している。 

・ 電話等で直接指示医師に繋がるよう体制の確保をしている。また、

大規模災害が発生し応援出動した場合の体制も確保している。 

・ 迅速に指示要請を受けるよう、管内救命センターとホットライン

で繋がり、搬送情報システムを活用し患者対応中以外の医療機関

から指示を仰いでいる。 

・ 数種類の回線を用意してもらい、優先順で掛けている。 

・ 指示要請の可能性のある事案が発生した場合、現場到着する前に

医療機関へ連絡し医師の待機を依頼している。 

・ 特定行為が必要と思われる事案は予め医師待機要請の実施。研修

医が担当の場合は上席医師の携帯番号を聴取している。 

・ 連絡がつかなかった事例について改善を求めている。 

・ 先ず指示要請である旨を伝え、指導医が繋がるまでの時間を短縮

している。 

・ 固定された医療機関を、MCに加盟する全ての医療機関へと拡大し、

通話中等で繋がらない状態を回避している。 

・ 指示要請に時間を要した事案は事後検証会で問題を提示して医療

機関に対し、改善依頼を実施している。 

・ 指示医師に指示要請の知識を深めていただくため、DVD を配布し

た経緯がある。 

・ 原則、搬送先医療機関（県外でも）に指示要請をすることとして

いるが、搬送先から指示がもらえない場合は地域 MC内の中核病院

で指示を受ける。地域 MCで指示がもらえない場合は、県内の３次

医療機関への指示要請体制を確保している。 

・ 指示要請は原則プロトコールを熟知している救命センターの医師

としている。しかし、搬送先医療機関への指示要請が迅速な処置

等を鑑み総合的に良いと判断した場合には搬送先への指示要請を

可能としている。 

・ 当該医療機関は、指令センター常駐医師のバックアップ回線とし

てのみ使用している。指示要請。指導及び助言は緊急度の有無に

より回線を変えて対応している。 

・ 指示医師への連絡先として数回線（特定行為指示要請、指示助言、

救急室）があり、求める内容により回線を選択することとしてい

る。 
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・ 原則として、まず司令センター救命指導医へ連絡することとして

いる。司令センター救命指導医が不通時の場合は、４つの医療機

関の救命指導医の指示・助言を行う体制を確保している。※受け

るのは救急隊 

・ 病院内 PHSによりオンラインで指示要請を受けることができる。 

・ 指示要請の第一選択医療機関（救命救急センター）を定めている。

連絡がつかない場合はリスト上の医療機関に連絡する。 

・ 救急医がいる時間帯は救急医が対応、救急医がいない場合でも担

当医を決めている。 

・ 医師直通電話の確保、もしくは病院代表電話から直接医師へ繋が

る体制を構築している。 

・ 電話番号・受信者の固定、指示要請困難時の受け皿（救急救命セ

ンター）を確保している。 

・ 委託契約を締結し、事後検証等を通じて医療機関との体制を強化

している。 

・ 救急隊と指示医師との通話を記録（録音）し、内容をチェック。個

別指導や改善につなげている。 

・ 受入の可否に問わず、指示医師の直通の連絡先を設けている。 

・ 薬剤投与指示医師担当表を利用している。 

他 

        （重複等を一部要約） 
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問 08 貴協議会では、指示医師の資格等の要件を定めていますか。該当するものをすべて選

んでください。 

 

 

 

問 09 貴協議会では、指示医師等に対する教育・研修を実施していますか。１つ選んでくだ

さい。 

 

  

3.2

4.0

86.5

9.2

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

学会又は日本専門医機構が認定する専門医等の資格を要
件としている(n=8)

セミナー等の受講を要件としている(n=10)

特に定めていない(n=217)

その他(n=23)

問08 指示医師の資格等の要件を定めているか<複数回答>
N = 251

実施している
14.3％(36団体)

実施していない
85.7％(215団体)

問09 指示医師等に対する教育・研修を実施しているか<単数回答>

N=251



 

90 

問 09－01 問 09 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。年間あたりの実施

回数をご記入ください。（半角数字、単位：回） 

 

（回答不明：１件） 

 

 

問 09－02 問 09 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。教育・研修はどの

ような形態で実施していますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

57.1

17.1
8.6

2.9

14.3

 0%

 20%

 40%

 60%

 80%

 100%

１回(n=20) ２回(n=6) ３回(n=3) ４回(n=1) ５回以上(n=5)

問09－01 実施している場合、年間あたりの教育・研修の実施回数<数量回答>
N = 35

30.6

27.8

5.6

13.9

13.9

38.9

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

都道府県メディカルコントロール協議会が中心となって
開催する研修会等の受講(n=11)

貴協議会が中心となって開催する研修会等の受講(n=10)

学会等が開催するセミナー等の受講(n=2)

指示医師が所属する各医療機関内の教育（貴協議会内共
通のカリキュラムや教育教材による）(n=5)

指示医師が所属する各医療機関内の教育（教育内容は各
医療機関による）(n=5)

その他(n=14)

問09－02 教育・研修はどのような形態で実施しているか<複数回答>
N = 36
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問 10 貴協議会では、救急活動プロトコルについて、どのように定めていますか。１つ選ん

でください。 

 

 

 

問 11 貴協議会では、他の地域メディカルコントロール協議会との連携や調整を図っていま

すか。連携や調整を図っている項目として該当するものをすべて選んでください。 

 

  

都道府県メディカルコントロール協
議会下でプロトコルを統一している

25.5％(64団体)

都道府県内統一のプロトコルを基本と
し、地域の状況に応じて地域メディカ
ルコントロール協議会で調整を図って

いる
44.6％(112団体)

地域メディカルコントロール協議会独自の
プロトコルを定めているが、一部の他地域
メディカルコントロール協議会と整合を

図っている
7.2％(18団体)

地域メディカルコントロール協議
会独自のプロトコルを定めてお
り、他地域メディカルコントロー
ル協議会との整合は図っていない

20.7％(52団体)

その他
2.0％(5団体)

問10 救急活動プロトコルについて、どのように定めているか<単数回答>

N=251

24.3

8.4

2.4

20.7

18.7

8.8

49.8

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

救急活動プロトコル(n=61)

オンラインMC体制(n=21)

指示医師の教育(n=6)

救急隊員の教育(n=52)

救急活動の事後検証(n=47)

その他(n=22)

連携を図っていない(n=125)

問11 他の地域メディカルコントロール協議会と連携や調整を図っている項目<複数回答>
N = 251
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04．事後検証について 

問 12 貴協議会では、医師による事後検証を実施していますか。１つ選んでください。 

 

  

実施している
96.4％(242団体)

実施していない
3.6％(9団体)

問12 医師による事後検証を実施しているか<単数回答>

N=251
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問 12－01 問 12 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。事後検証の基準は

どのように定めていますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

86.8

22.3

78.1

56.6

61.2

62.4

2.9

1.7

36.8

21.1

1.2

9.9

29.3

12.8

33.9

14.0

16.1

33.9

55.8

17.4

2.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

特定行為実施事案(n=210)

傷病者が死亡した事案(n=54)

心肺機能停止状態事案(n=189)

重症外傷事案(n=137)

初診医により検証が必要と判断された事案(n=148)

救急隊により検証が必要と判断された事案(n=151)

すべての救急出動事案(n=7)

すべての救急搬送事案(n=4)

地域メディカルコントロール協議会で検証が必要と判断
された事案(n=89)

搬送困難事例(n=51)

消防本部の応援協定により出動した事案(n=3)

多数傷病者発生事案のうち、他の消防機関と連携した事
案(n=24)

ドクターヘリ・ドクターカーと連携した事案(n=71)

通信途絶事案(n=31)

傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施
に関わる事案(n=82)

救急隊の搬送先選定について(n=34)

プロトコルと実際の救急活動について(n=39)

特異事例(n=82)

その他検証が必要と判断された症例(n=135)

その他(n=42)

特に定めていない(n=7)

問12－01 事後検証の基準はどのように定めているか<複数回答>
N = 242
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問 12－02 問 12 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。医師による事後検

証のフィードバックはどのように実施していますか。該当するものをすべて選んでくださ

い。 

 

  

7.4

49.2

15.7

46.7

7.0

1.2

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

検証医が直接、検証対象となった救急救命士に口頭で実
施する(n=18)

検証医が消防本部を通じて間接的に実施する(n=119)

検証医が検証対象となった救急救命士に文書で通知する
(n=38)

貴協議会が開催する会議（症例検討会等）の中で、出席
している消防職員全体に対して実施する(n=113)

その他(n=17)

フィードバックは特にしていない(n=3)

問12－02 医師による事後検証のフィードバックは主にどのように実施しているか<複数回答>
N = 242
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問 12－02（その他） 問 12－02 で「５．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=17 

・ 検証票に所見、指導事項を記載する 

・ 医師により検証が行われたものは、全ての隊員が閲覧できる情報

システムに掲載し、フィードバックしている。 

・ 検証対象に対する通常検証では、検証医（指導医師）が、消防本部

の検証管理者にフィードバックを実施するが、地区全体で検証が

必要とされている項目に該当した症例については、指導医師のフ

ィードバックに加え検証管理者に就いている検証医のフィードバ

ックを、MC事務局を通じて各消防本部に実施する。 

・ 検証医と事後検証担当者（指導救命士）がマンツーマン方式で検

証を実施し、後日、対応した隊員へ周知する仕組み。 

・ 地域 MC協議会が開催する会議（症例検討会等）の中で、出席して

いる消防職員全体に対してフィードバックを実施するのに加え

て、出席していない消防局の全職員に周知している。 

・ 三次医療機関の医師に二次検証を委託。二次検証の結果、三次検

証必要な事案については、事後検証委員会で三次検証を実施。委

員会の構成員は検証医師及び消防職員。事後検証委員会の結果は、

市内の指示医療機関並びに救急隊全体に文書で周知している。 

・ 二次医療機関と実施している小規模な症例検討会 

・ 基幹病院に検証会を依頼し、毎月検証会を実施している。 

・ 検証委員会に出席した消防職員がフィードバックしている。 

他 

        （重複等を一部要約・編集） 
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問 13 貴協議会では、医師から救急救命処置等の指示がなされた事案について、事後検証結

果を指示医師全体へフィードバックしていますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 14 貴協議会では、事後検証結果に基づき必要に応じて救急活動プロトコルの見直しを実

施していますか。１つ選んでください。 

 

  

事後検証対象となる全事例について、指示
医師全体にフィードバックしている（他の

医師が指示を出した事案を含む）
11.2％(28団体)

事後検証対象となる事例について、当該
指示医師にフィードバックしている（他
の医師が指示を出した事案については
フィードバックの対象には入っておら
ず、指示を出した医師本人の事案のみ本

人にフィードバックしている）
7.6％(19団体)

フィードバックはしていない
69.7％(175団体)

その他
11.6％(29団体)

問13 指示医師の指示がなされた事案について、事後検証結果を指示医師へフィードバックしているか
<単数回答>

N=251

見直しを実施している
68.5％(172団体)

見直しは実施していない
31.5％(79団体)

問14 事後検証結果に基づき必要に応じて救急活動プロトコルの見直しを実施しているか<単数回答>

N=251
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05．評価指標を用いた PDCA の取組について 

問 15 貴協議会では、消防法 35 条の５に定める「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する

基準」に基づく傷病者の搬送及び受入れ状況に関し、消防本部及び医療機関の情報に基づく

分析、都道府県メディカルコントロール協議会への定期的な報告を実施していますか。１つ

選んでください。 

 

 

 

問 16 貴協議会では、「救急業務におけるメディカルコントロール体制の更なる充実強化に

ついて（令和３年３月 26 日付け消防救第 97 号消防庁救急企画室長通知）」において示した

ように、メディカルコントロール体制の PDCA のための評価指標を設定していますか。１つ選

んでください。 

 

  

分析・報告どちらも実施している
22.3％(56団体)

分析は実施していないが、
報告は実施している

21.9％(55団体)

分析・報告どちらも実施していない
51.0％(128団体)

その他
4.8％(12団体)

問15 消防法第35条の５に定める「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」に基づく
傷病者の搬送及び受入れ状況に関し、地域メディカルコントロール協議会への報告を実施しているか

<単数回答>

N=251

指標を設定している
7.6％(19団体)

指標は設定していないが、救
急活動に関する統計等の情報
集約や分析は実施している

54.2％(136団体)

指標は設定しておらず、救急活動
に関する統計等の情報集約や分析

も実施していない
38.2％(96団体)

問16 「救急業務におけるメディカルコントロール体制の更なる充実強化について
（令和３年３月26日付け消防救第97号消防庁救急企画室長通知）」において示したように、

メディカルコントロール体制のPDCAのための評価指標を設定しているか<単数回答>

N=251
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問 16－01 問 16 で「１．指標を設定している」もしくは「２．指標は設定していないが、

救急活動に関する統計等の情報集約や分析は実施している」を選択した方にお聞きします。

現在の指標の項目（集約・分析している統計等の項目）について、該当するものをすべて選

んでください。 

 

  

11.0

8.4

8.4

79.4

61.9

21.3

42.6

28.4

21.3

16.8

65.2

63.9

10.3

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

特定行為のオンラインでの指示要請について、１回目の連
絡が不通であった件数・割合(n=17)

特定行為のオンラインでの指示要請について、発信から指
示医師につながるまでに１分間以上要した件数・割合(n=13)

指示医師に対する教育・研修の年間実施回数(n=13)

特定行為の年間実施件数・割合(n=123)

特定行為の年間成功件数・割合(n=96)

事後検証結果を消防本部内にフィードバックしている消防
本部割合(n=33)

救急救命士に対する再教育（２年間128時間以上）を実施で
きている消防本部割合(n=66)

初診時傷病程度が重症以上の傷病者について、医療機関に
受入れ照会を行った回数ごとの件数(n=44)

初診時傷病程度が重症以上の傷病者について、現場滞在時
間区分ごとの件数(n=33)

検証結果を定期的に地域メディカルコントロール協議会に
報告している消防本部割合(n=26)

心肺停止傷病者の１か月後の生存数・生存率(n=101)

心肺停止傷病者の１か月後の社会復帰数・社会復帰率(n=99)

その他(n=16)

問16－01 現在の指標の項目（集約・分析している統計等の項目）<複数回答>
N = 155
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問 16－01（その他） 問 16－01 で「13．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=16 

・ 現場到着平均所要時間、医療機関収容平均所要時間、住民による

応急手当と AED実施状況調、転院搬送調、転送回数別人数 

・ 常駐医師の委嘱に際し、教育（教養動画）を実施し、効果確認を実

施し、把握している。 

・ 年間の特定行為指示要請までに要した時間、特定行為の実施場所、

特定行為までに要した時間に関する統計 

・ 年度ごとに Quality Indicatorを作成し、相互評価を行っている。 

・ 年齢層別の救急搬送人員・事故種別傷病程度別搬送人員・転院搬

送の状況・医療機関受け入れまでの連絡回数・搬送困難事案発生

状況 

・ 全救急搬送件数における搬送困難割合、管轄外搬送割合、医療機

関ごとの受入割合・交渉時間 

・ 口頭指導、PAD、DNAR件数 

・ 事後検証の実施割合及び結果 

・ 心肺停止事案における現場での特定行為実施群、非特定行為実施

群における現場滞在時間 

・ 地域内における出動件数及び搬送人員の推移 

・ 特定行為の成功/失敗の別、救急外来の転帰、バイスタンダーCPR

について 

・ 現場到着時刻から初回アドレナリン投与時刻までの時間 

・ 指示医療機関に対する説明等の年間実施回数、心原性心肺停止傷

病者の１か月後の生存数・生存率、心原性心肺停止傷病者の１か

月後の社会復帰数・社会復帰率、心肺機能停止の時点を目撃した

心原性心肺停止傷病者の１か月後の生存数・生存率、心肺機能停

止の時点を目撃した心原性心肺停止傷病者の１か月後の社会復帰

数・社会復帰率 

他 

        （重複等を一部要約） 
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問 16－02 問 16 で「１．指標を設定している」もしくは「２．指標は設定していないが、

救急活動に関する統計等の情報集約や分析は行っている」を選択した方にお聞きします。指

標の測定結果や統計等の分析結果等に基づき、地域の状況に応じてメディカルコントロール

体制の見直しを実施していますか。１つ選んでください。 

 

  

見直しを実施している
76.1％(118団体)

見直しを実施していない
23.9％(37団体)

問16－02 指標の測定結果や統計等の分析結果等に基づき、地域の状況に応じて
メディカルコントロール体制の見直しを実施しているか<単数回答>

N=155
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06．指導救命士について 

問 17 貴協議会における指導救命士の活用状況について、該当するものをすべて選んでくだ

さい。 

 

  

71.3

50.6

68.9

47.4

57.4

57.4

49.0

19.5

65.3

74.9

79.7

32.7

48.2

18.3

5.2

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

地域メディカルコントロール協議会への参画（会議等への参
加）(n=179)

地域メディカルコントロール協議会との連絡・調整（メディ
カルコントロール協議会と消防本部とのリエゾン的役割）

(n=127)

事後検証委員会への参画、フィードバック等(n=173)

病院実習の調整、補助等（再教育（院内）計画の策定、補助
等）(n=119)

消防学校・救急救命士養成所等での講師・指導等(n=144)

メディカルコントロール圏域内の救急救命士への研修、指導
(n=144)

メディカルコントロール圏域内の救急隊員への研修、指導、
評価(n=123)

メディカルコントロール圏域内の通信指令員への救急に関す
る研修、教育(n=49)

消防本部における救急隊員生涯教育に関する企画・運営（年
間計画の策定、研修会の開催等）(n=164)

消防本部における救急救命士への研修、指導（主にOJTにお
ける救急救命士再教育の指導）(n=188)

消防本部における救急隊員への研修、指導、評価(n=200)

消防本部における通信指令員への救急に関する研修、教育
(n=82)

医学会、全国救急隊員シンポジウム及び各種研修会への発
表・参加(n=121)

消防法35条の８に定める協議会への参画(n=46)

その他(n=13)

問17 指導救命士の活用状況<複数回答>
N = 251
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問 18 貴協議会において、指導救命士の運用（活躍の場や役割）や、質の維持向上を図るた

めの取組を実施していますか。該当するものをすべて選んでください（完全に一致しなくて

も、趣旨が近い項目があれば選択してください）。 

 

  

31.9

43.8

41.4

28.7

8.4

30.7

32.3

10.0

15.5

2.4

33.5

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

都道府県メディカルコントロール協議会・地域メディカルコ
ントロール協議会への参画実績を把握している(n=80)

事後検証委員会への参画、事後検証の実績を把握している
(n=110)

消防本部における救急救命士等に対する指導実績を把握して
いる(n=104)

地域メディカルコントロール協議会圏内の救急救命士等に対
する指導実績を把握している(n=72)

都道府県メディカルコントロール協議会圏内の救急救命士等
に対する指導実績を把握している(n=21)

消防学校・救急救命士養成所等での講師・指導実績を把握し
ている(n=77)

医学会、全国救急隊員シンポジウム及び各種研修会への発
表・参加実績を把握している(n=81)

指導救命士に対する教育（研修・実習等）を実施している
(n=25)

指導救命士の役割等について適宜見直しを実施している
(n=39)

その他(n=6)

特に実施していない(n=84)

問18 指導救命士の運用（活躍の場や役割）や、質の維持向上を図るための取組を実施しているか
<複数回答>

N = 251
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問 19 指導救命士の活用について、特徴的、効果的な取組を実施している場合、取組の内容

を具体的にご記入ください。 

 

         N=251 

・ 指導救命士による救急車同乗指導 

・ 消防局の事務局担当者と円滑にプロトコル等の改正が実施できる

よう調整を行う。 

・ 医師を招いたシミュレーション訓練 

・ 訓練計画を指導救命士が策定しており、評価まで一貫した指導を

している。 

・ 県 MC 協議会の下部組織として、県指導救命士会があり、所属長の

推薦があった指導救命士は全員登録されている。作業部会の中に

は「教育班」「検証班」「プロトコル班」「インシデント班」など

を設け活動している。 

・ MC協議会内で指導救命士を中心とした救急技術指導会を実施して

いる。 

・ 消防長会救急部会に救急救命士活動研究会を設置し救急救命士の

指導、研修、企画等を定め活動している。 

・ 消防本部内において、年度始めに年間の活動計画を策定させ、年

度終わりにその結果を報告させる。 

・ 救急救命士の再教育のカリキュラム策定 

・ 民間救急救命士学校卒現場経験５年以下及び養成所卒現場経験３

年以下の救急救命士にシミュレーション訓練を実施している。 

・ 協議会主催の訓練の指導者として教育を行うとともに、各委員会

での訓練の企画や生涯研修等について検討を行っている。 

・ 指導救命士により、二次検証を行い、医師検証事案を選出。 

・ 各所属に配置することで、現場救急隊の教育指導や労務管理など

より細やかに行うことができる。 

・ 集団救急訓練等の評価者 

・ OJTにより、すべての救急隊に指導する機会を設けている 

・ POT（ファシリテーター）、救急活動総合シミュレーション訓練（評

価者）、救急高度化推進計画を担当 

・ 救急救命士リスタートプログラムの実施 

・ 当地域メディカル協議会では所属する指導救命士に対して令和 6

年度から地域の医科大学協力のもと医師や看護師を講師とした研

修会を実施している。指導救命士間でのナレッジ共有、人材教育

における課題共有、並びに多他職種における人材育成、教育技法

（アントレプレナーシップ、医療現場におけるノンテクニカルス

キル、効果的なファシリテーション技法）を内容に取り入れてい

る。 
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・ 指導救命士会議を開催し、各消防本部における指導救命士の活動

状況について情報共有することで救急隊活動の質の向上を図って

いる。 

・ 学会発表等の資料の査読・助言及び指導等 

・ 構成消防本部の合同訓練、症例発表会の運営 

・ 救急救命士の教育を行うにあたり、指導救命士が窓口的な役割を

果たし、全体に意図や意味が行き渡るように調整している。 

・ PDCAサイクルの取組及び県消防学校講師派遣 

・ ３つの部会が機能しており当局の救急業務を円滑にしている。 

①エルスタ派遣前教育 

②学会発表や SNS及び論文投稿等を実施やサポート 

③報告書入力要領の作成更新や各種統計処理等を実施 

・ 各消防本部の指導救命士が作成した教養資料を、消防本部をまた

いで MC共有資料として地域 MC内で共有している。 

・ 「アナフィラキシーに対する自己注射が可能なアドレナリン(エ

ピネフリン)製剤によるアドレナリンの投与対象拡大についての

実証事業」における実技講習を実施 

・ 常駐型ワークステーションに配属、救急隊の教育や活動訓練会の

開催を行う。 

・ 各消防本部の「再教育作業部会員」は基本的に指導救命士として

おり、救命士の教育に係る研修等の企画・運営を実施している。 

・ 救急活動などで、諸問題が発生した際には指導救命士会議を開催

し、救急活動の最適化やより良い方向へ運用できるように協議を

実施している。また、各署に配置されているので、目が行き届き

やすい体制となっているので本部との意思の疎通が円滑である。 

・ 各消防本部、指導救命士等が企画する訓練へ他機関の指導救命士

を派遣し指導・評価などを実施している。 

他 

        （重複等を一部要約）  
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07．救急救命士の再教育について 

問 20 貴協議会における、救急救命士等の教育に係る取組についてお聞きします。実施して

いる取組として該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 20－01 問 20 で「１．救急救命士の再教育のカリキュラム策定に関わっている」、

「２．救急隊員の教育のカリキュラム策定に関わっている」、「３．通信指令員の教育のカ

リキュラム策定に関わっている」のいずれかを選択した方にお聞きします。それらの策定は

指導救命士を介して実施していますか。１つ選んでください。 

 

  

56.2

27.5

14.3

45.8

5.2

23.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急救命士の再教育のカリキュラム策定に関わっている
(n=141)

救急隊員の教育のカリキュラム策定に関わっている(n=69)

通信指令員の教育のカリキュラム策定に関わっている(n=36)

救急救命士の病院実習先の設定に関わっている(n=115)

その他(n=13)

取組を実施していない(n=60)

問20 救急救命士等の教育に係る取組<複数回答>
N = 251

できるだけ指導救命士を介して
実施している

78.9％(116団体)

指導救命士はいるが、介さず
に実施している
17.7％(26団体)

メディカルコントロール協議会圏内
に指導救命士がいないため、介さず

に実施している
1.4％(2団体)

その他
2.0％(3団体)

問20－01 救急救命士の再教育のリキュラム策定等は指導救命士を介して実施しているか<単数回答>

N=147
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問 21 貴協議会では、救急救命士の再教育において実施すべき項目を定めていますか。１つ

選んでください。 

 

 

 

問 22 貴協議会では、指導救命士が行った『日常的な教育』について、再教育時間に含まれ

ることを要綱等で定めていますか。１つ選んでください。 

 

  

定めている
71.3％(179団体)

定めていない
28.7％(72団体)

問21 救急救命士の再教育において実施すべき項目を定めているか<単数回答>

N=251

定めている
41.0％(103団体)

定めていない
59.0％(148団体)

問22 指導救命士が行った『日常的な教育』について、再教育時間に含まれることを
要綱等で定めているか<単数回答>

N=251
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問 23 貴協議会では、所属する消防本部において、２年間で 128 時間以上の再教育を履修し

ている運用救急救命士数（運用２年未満を除く）を把握していますか。１つ選んでくださ

い。 

 

 

 

問 24 貴協議会では、病院実習の実施方法について、どのように決めていますか。１つ選ん

でください。 

 

  

把握している
83.3％(209団体)

把握していない
16.7％(42団体)

問23 所属する消防本部において、２年間で128時間以上の再教育を履修している
運用救急救命士数（運用２年未満を除く）を把握しているか<単数回答>

N=251

メディカルコントロール協議会で
カリキュラムを定めている

31.9％(80団体)

実習先病院でカリキュラムを
定めている

51.0％(128団体)

その他
17.1％(43団体)

問24 病院実習の実施方法について、どのように定めているか<単数回答>

N=251
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問 25 救急救命士の再教育における病院実習について、履修・経験すべき手技、症例等につ

いて、貴協議会で検討を実施していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 26 救急救命士の再教育における病院実習について、貴協議会において、実習を受ける医

療機関の選定、調整、依頼を実施していますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

実施している
31.5％(79団体)

実施していない
67.3％(169団体)

その他
1.2％(3団体)

問25 救急救命士の再教育における病院実習について、
履修・経験すべき手技、症例等について、検討を実施しているか<単数回答>

N=251

23.9

34.7

15.5

6.8

46.6

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

医療機関の選定を実施している(n=60)

医療機関との実習受け入れ調整を実施している(n=87)

医療機関へメディカルコントロール協議会からの依頼を
実施している(n=39)

その他(n=17)

特段実施していない(n=117)

問26 救急救命士の再教育における病院実習について、
実習を受ける医療機関の選定、調整、依頼を実施しているか<複数回答>

N = 251
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問 27 救急救命士が最新の医療技術を学び、処置の技術・質を維持・向上するため、病院で

一定期間の実習を行い医師の指導・教育を受けることは、引き続き必要と考えますか。１つ

選んでください。 

 

  

必要性を感じる
97.6％(245団体)

特段、必要性は感じない
0.8％(2団体)

その他
1.6％(4団体)

問27 救急救命士が最新の医療技術を学び、処置の技術・質を維持・向上するため、病院で
一定期間の実施を行い医師の指導・教育を受けることは、引き続き必要と考えるか<単数回答>

N=251
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08．通信指令員等への救急に係る教育について 

問 28 貴協議会では、通信指令員（119 番通報に対応する職員）に対して救急に係る教育等

を実施していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 28－01 問 28 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。貴協議会では、通

信指令員への教育に関して、消防庁が作成した「通信指令員の救急に係る教育テキスト（追

補版を含む）」を活用していますか。１つ選んでください。 

 

  

実施している
31.9％(80団体)

今年度中に実施予定である
1.6％(4団体)

実施していない
53.0％(133団体)

検討中である
13.5％(34団体)

問28 通信指令員（119番通報に対応する職員）に対して救急に係る教育等を実施しているか<単数回答>

N=251

活用している
75.0％(60団体)

活用していない
25.0％(20団体)

問28－01 通信指令員への教育に関して、消防庁が作成した
「通信指令員の救急に係る教育テキスト（追補版を含む）」を活用しているか<単数回答>

N=80



 

111 

問 29 貴協議会では、口頭指導要領を作成していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 30 貴協議会では、口頭指導に係る事後検証を実施していますか。１つ選んでください。 

 

  

地域メディカルコントロール協議
会が作成している

39.0％(98団体)

今年度中に地域メディカルコント
ロール協議会で作成予定である

1.2％(3団体)

作成していない（都道府県メディカ
ルコントロール協議会や消防本部が

作成しており把握している）
40.6％(102団体)

作成していない（作成しているところ
は把握していない）

19.1％(48団体)

問29 口頭指導要領を作成しているか<単数回答>

N=251

実施している
52.2％(131団体)

実施予定である
15.9％(40団体)

実施する予定はない
31.9％(80団体)

問30 口頭指導に係る事後検証を実施しているか<単数回答>

N=251
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09．傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施について 

問 31 傷病者は心肺停止状態であるが、家族等の関係者から傷病者本人が心肺蘇生を望んで

いないとの意思を示された場合について、何らかの対応方針を定めていますか。１つ選んで

ください。※ 

 

 

 

問 31－01 問 31 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。その内容はどのよう

なものですか。１つ選んでください。 

 

  

 
※対応方針が文書化されていなくても、メディカルコントロール協議会としての見解が統一されている場合は、「１．定めている」を選択。 

定めている
64.1％(161団体)

定めていない
35.9％(90団体)

問31 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施事案について、対応方針を定めているか
<単数回答>

N=251

家族等から傷病者本人の心肺蘇生を
拒否する意思表示が伝えられた場
合、医師からの指示など一定の条件
のもとに、心肺蘇生を実施しない、

又は中断することができる
70.8％(114団体)

家族等から傷病者本人の心肺蘇生を
拒否する意思表示が伝えられても、
心肺蘇生を実施しながら医療機関に

搬送する
21.7％(35団体)

その他
7.5％(12団体)

問31－01 対応方針の内容<単数回答>

N=161
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問 31－02 問 31 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。対応方針の見直しを

実施していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 31－03 問 31 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。対応方針の検討の場

に参加したのはどのような職種の方ですか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

実施している
44.1％(71団体)

実施していない
55.9％(90団体)

問31－02 対応方針の見直しを実施しているか<単数回答>

N=161

87.6

34.8

80.1

61.5

50.9

42.2

55.9

19.3

19.9

14.3

1.2

10.6

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

消防職員(n=141)

都道府県メディカルコントロール協議会の委員(n=56)

地域メディカルコントロール協議会の委員(n=129)

救急病院の救急医(n=99)

衛生主管部局（都道府県、市区町村、保健所等）(n=82)

消防防災主管部局（都道府県）(n=68)

医師会の委員(n=90)

介護関係者(n=31)

在宅医療関係者(n=32)

弁護士等の法律関係の有識者(n=23)

住民(n=2)

その他(n=17)

問31－03 対応方針の検討の場に参加した人の職種等<複数回答>
N = 161
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問 31－04 問 31 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。傷病者の意思に沿っ

た救急現場における心肺蘇生の実施事案を事後検証の対象としていますか。１つ選んでくだ

さい。 

 

 

 

問 31－05 問 31－04 で「１．全事例検証の対象としている」もしくは「２．必要に応じて

検証の対象としている」を選択した方にお聞きします。検証はどのような場で実施していま

すか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

全事例検証の対象としている
44.7％(72団体)

必要に応じて検証の対象としている
39.1％(63団体)

検証の対象としていない
16.1％(26団体)

問31－04 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施事案を事後検証の対象としているか
<単数回答>

N=161

79.3

51.1

11.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県、又は地域メディカルコントロール協議会の事
後検証会(n=107)

消防本部内の検証会(n=69)

その他(n=15)

問31－05 事後検証はどのような場で実施しているか<複数回答>
N = 135
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問 31－06 問 31－04 で「１．全事例検証の対象としている」もしくは「２．必要に応じて

検証の対象としている」を選択した方にお聞きします。事後検証の場に参加したのはどのよ

うな職種の方ですか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

89.6

15.6

67.4

46.7

14.8

11.9

14.1

0.7

0.7

1.5

15.6

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

消防職員(n=121)

都道府県メディカルコントロール協議会の委員(n=21)

地域メディカルコントロール協議会の委員(n=91)

救急病院の救急医(n=63)

衛生主管部局（都道府県、市区町村、保健所等）(n=20)

消防防災主管部局（都道府県）(n=16)

医師会の委員(n=19)

介護関係者(n=1)

在宅医療関係者(n=1)

弁護士等の法律関係の有識者(n=2)

住民(n=0)

その他(n=21)

問31－06 事後検証の場に参加した人の職種等<複数回答>
N = 135
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問 31－07 問 31 で「２．定めていない」を選択した方にお聞きします。今後、方針策定の

予定はありますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 32 市区町村（衛生主管部局・福祉部局等）からの ACP、地域包括ケアシステムへの議論

の場への参加の求めがありますか。１つ選んでください。 

 

  

策定に向け、検討中
64.4％(58団体)

検討の結果、策定しなかった
8.9％(8団体)

検討、策定の予定はない
26.7％(24団体)

問31－07 今後、方針策定の予定はあるか<単数回答>

N=90

ある
35.1％(88団体)

ない
64.9％(163団体)

問32 市区町村（衛生主管部局・福祉部局等）からのACP、地域包括ケアへの
議論の場への参加の求めがあるか<単数回答>

N=251
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問 32－01 問 32 で「１．ある」を選択した方にお聞きします。ACP、地域包括ケアシステム

への議論の場に参加されましたか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 32－02 問 32－01 で「１．参加した」を選択した方にお聞きします。DNAR について議論

されていましたか。１つ選んでください。 

 

  

参加した
96.6％(85団体)

参加しなかった
3.4％(3団体)

問32－01 ACP、地域包括ケアへの議論の場に参加したか<単数回答>

N=88

DNARについて議論されていた
82.4％(70団体)

DNARについて議論されなかった
16.5％(14団体)

その他
1.2％(1団体)

問32－02 DNARについて議論されていたか<単数回答>

N=85
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10．転院搬送について 

問 33 「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」（平成 28 年３月 31 日付け消

防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏まえ、貴地域では、救急業務として転院搬送

を実施する場合のルールを策定していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 34 改訂された、「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」（令和７年６月

30 日付け消防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏まえ、貴地域では、救急業務とし

て転院搬送を実施する場合のルールを策定・改訂していますか。１つ選んでください。 

 

  

策定済み
34.7％(87団体)

策定について検討中
5.6％(14団体)

策定について、今後、検討予定
15.5％(39団体)

策定の予定はない
37.5％(94団体)

その他
6.8％(17団体)

問33 「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」
（平成28年３月31日付け消防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏まえ、
救急業務として転院搬送を実施する場合のルールを策定しているか<単数回答>

N=251

策定・改訂済み
10.0％(25団体)

策定・改訂について検討中
10.0％(25団体)

策定・改訂について、今後、検討予定
27.1％(68団体)

策定・改訂の予定はない
48.6％(122団体)

その他
4.4％(11団体)

問34 改訂された、「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」
（令和７年６月30日付け消防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏まえ、

救急業務として転院搬送を実施する場合のルールを策定・改訂しているか<単数回答>

N=251
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問 35 転院搬送における管内の医療機関の病院救急車の活用実態について把握しています

か。１つ選んでください。 

 

 

 

問 36 貴協議会では、転院搬送における管内の医療機関の病院救急車の活用促進について、

取組を実施していますか。１つ選んでください。 

 

  

把握している
29.9％(75団体)

把握していない
70.1％(176団体)

問35 転院搬送における管内の医療機関の病院救急車の活用実態について把握しているか<単数回答>

N=251

実施している
10.8％(27団体)

実施していない
89.2％(224団体)

問36 転院搬送における管内の医療機関の病院救急車の活用促進について、
取組を実施しているか<単数回答>

N=251



 

120 

問 36－01 問 36 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。取組の内容を具体

的にご記入ください。 

 

         N=26 

・ 救急車として使用していた車両の譲渡 

・ 協議会の議題に取り上げ、各医療機関へ策定したルールとともに

通知文を発出した。 

・ 「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」（令和７

年６月 30日付け消防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏

まえ、衛生主幹部局と消防本部の連名で各医療機関に対して通知

を発出し、都道府県の転院搬送基準の再確認依頼と併せて、病院

救急車の活用促進を促している。 

・ 市内の救急告示医療機関及び患者等搬送事業者の協力のもと、当

局における転院搬送課題の実態の調査及び代替的な転院搬送手段

の検討を目的として大学と協定を締結し、転院における実態調査

を実施している。 

・ 広報やポスターでの周知 

・ 地域メディカルコントロール協議会会議内で周知、事案があれば、

その都度協議・検討する。 

・ 救急告示医療機関に対しアンケートを実施し共有している。 

・ 医療機関から提出された救急患者連携搬送料に関する「受入先保

険医療機関リスト」を MC協議会で報告する。 

・ 転院搬送ガイドラインを改定し、病院救急車の活用事例を記載し

ている。 

・ 診療報酬改定に伴う救急患者搬送連携料の届出に係る対応につい

て、医療機関と連携を図っている。 

・ 可能な限り医療機関の救急車を利用するよう、医師会及び各医療

機関へ説明している。 

・ 患者搬送事業者の活用促進を促している。 

・ 文書通知や事案終了後に病院救急車の利用確認をしている。 

他 

         （一部要約） 
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11．安全管理について 

問 37 貴協議会では、救急隊の救急業務中に発生した、又は発生しそうになったインシデン

トや医療有害事象等に対して、協議会の医師の関与の下、原因を究明し、再発防止策を策定

する体制又は要領はありますか。１つ選んでください。 

 

  

ある
48.6％(122団体)

ない
51.4％(129団体)

問37 救急隊の救急業務中に発生した、又は発生しそうになったインシデントや医療有害事象等に
対して、協議会の医師の関与の下、原因を究明し、再発防止策を策定する体制又は要領はあるか

<単数回答>

N=251



 

122 

Ⅴ 消防本部 対象調査 
 

01．救急ワークステーションについて 

問 01 貴本部では、救急ワークステーションを運用していますか。１つ選んでください。 

 

  

常設型（ドクターカー同乗研修
あり）で運用している

2.8％(20本部)

常設型（ドクターカー同乗研修なし）
で運用している

0.7％(5本部)

派遣型（ドクターカー同乗研修
あり）で運用している

6.9％(50本部)

派遣型（ドクターカー同乗
研修なし）で運用している

10.3％(74本部)

常設型と派遣型（両方あるいは
どちらかの型でドクターカー
同乗研修あり）で運用している

0.4％(3本部)

常設型と派遣型（両方の型とも
ドクターカー同乗研習なし）で

運用している
0.1％(1本部)

他本部の救急ワーク
ステーション（ドクターカー
同乗研修あり）で実習を実施

している
1.0％(7本部)

他本部の救急ワークステーション
（ドクターカー同乗研修なし）で実習を

実施している
0.8％(6本部)

運用に向けて検討中である
4.7％(34本部)

運用していない
72.2％(520本部)

問01 救急ワークステーションを運用しているか<単数回答>

N=720
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問 01－01 問 01 で、「１．常設型（ドクターカー同乗研修あり）で運用している」、

「２．常設型（ドクターカー同乗研修なし）で運用している」、「３．派遣型（ドクターカ

ー同乗研修あり）で運用している」、「４．派遣型（ドクターカー同乗研修なし）で運用し

ている」、「５．常設型と派遣型（両方あるいはどちらかの型でドクターカー同乗研修あ

り）で運用している」、「６．常設型と派遣型（両方の型ともドクターカー同乗研習なし）

で運用している」のいずれかを選択した方にお聞きします。救急ワークステーションに指導

救命士を配置していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 01－02 問 01－01 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。指導救命士は

救急ワークステーションでどのような役割を担っていますか。該当するものをすべて選んで

ください。 

  

配置している
35.9％(55本部)

配置していないが、配置する予定である
4.6％(7本部)

配置しておらず、配置予定もない
59.5％(91本部)

問01－01 救急ワークステーションに指導救命士を配置しているか<単数回答>

N=153

40.0

45.5

78.2

89.1

54.5

5.5

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

病院実習のカリキュラムを調整している(n=22)

病院実習の受け入れ等について、病院と調整している(n=25)

救急ワークステーションの救急隊員等の教育・指導を担ってい
る(n=43)

救急隊員として出動し、救急業務に従事している(n=49)

病院と消防本部の連絡・調整役を担っている(n=30)

その他(n=3)

問01－02 救急ワークステーションにおける指導救命士の役割<複数回答>
N = 55
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02．指導救命士について 

問 02 貴本部では、指導救命士を配置していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 02－01 問 02 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部では、要綱

等で指導救命士の立場を明記していますか。１つ選んでください。 

 

  

配置している
94.4％(680本部)

配置していないが、
配置する予定である

2.8％(20本部)

配置しておらず、配置予定もない
2.8％(20本部)

問02 指導救命士を配置しているか<単数回答>

N=720

明記している
71.5％(486本部)

明記していない
28.5％(194本部)

問02－01 要綱等で指導救命士の立場を明記しているか<単数回答>

N=680
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問 02－02 問 02 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。本部における、指

導救命士の配置又は配置予定等について該当する状況を１つ選んでください。 

 

 

 

問 02－03 問 02 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。救命士等指導部署

（救急ワークステーション等）に関して、指導救命士の配置又は配置予定等について該当す

る状況を１つ選んでください。 

 

  

配置している
75.0％(510本部)

配置していないが、配置する予定である
5.4％(37本部)

配置しておらず、配置予定もない
19.6％(133本部)

問02－02 本部の指導救命士の配置又は配置予定等<単数回答>

N=680

配置している
23.7％(161本部)

配置していないが、配置する予定である
2.9％(20本部)

配置しておらず、配置予定もない
73.4％(499本部)

問02－03 救命士等指導部署（救急ワークステーション等）の指導救命士の
配置又は配置予定等<単数回答>

N=680
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問 02－04 問 02 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。すべての消防署に

関して、指導救命士の配置又は配置予定等について該当する状況を１つ選んでください。 

 

 

 

問 02－05 問 02－04 で「２．すべての消防署に配置予定」もしくは「３．すべての消防署

には配置予定はない」を選択した方にお聞きします。一部の消防署に関して、指導救命士の

配置又は配置予定等について該当する状況を１つ選んでください。 

 

  

すべての消防署に配置している
55.9％(380本部)

すべての消防署に配置予定
15.9％(108本部)

すべての消防署には配置予定はない
28.2％(192本部)

問02－04 すべての消防署の指導救命士の配置又は配置予定等<単数回答>

N=680

一部の消防署に配置している
86.3％(259本部)

配置している消防署はないが、
一部の消防署に配置予定

3.3％(10本部)

配置している消防署はなく、配置予定はない
10.3％(31本部)

問02－05 一部の消防署の指導救命士の配置又は配置予定等<単数回答>

N=300
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問 02－06 問 02 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。指導救命士の配置

先に該当するものをすべて選んでください。 

 

  

11.6

45.6

92.1

21.5

4.7

2.2

32.4

9.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急課長職（事務職）(n=79)

救急係長職（事務職）(n=310)

現場救急隊長(n=626)

現場救急隊員(n=146)

救急ワークステーション指導担当(n=32)

救急救命士養成所等(n=15)

救急以外の業務に配置(n=220)

その他(n=67)

問02－06 指導救命士の配置先<複数回答>
N = 680
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問 02－07 問 02 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部における指

導救命士は、対外的な業務に関し、どのような役割を果たしていますか。該当するものをす

べて選んでください。 

 

  

79.9

62.9

44.4

35.0

75.1

59.3

61.5

53.1

45.0

22.9

57.1

15.9

2.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

地域メディカルコントロール協議会への参画（会議等への参
加）(n=543)

地域メディカルコントロール協議会との連絡・調整（MC協議会
と消防本部とのリエゾン的役割）(n=428)

都道府県メディカルコントロール協議会への参画（会議等への
参加）(n=302)

都道府県メディカルコントロール協議会との連絡・調整（都道
府県メディカルコントロール協議会と消防本部とのリエゾン的

役割）(n=238)

事後検証委員会への参画・フィードバック等(n=511)

病院実習の調整、補助等（再教育（院内）計画の策定、補助
等）(n=403)

消防学校・救急救命士養成所等での講師・指導等(n=418)

都道府県・地域メディカルコントロール圏域内の救急救命士へ
の研修・指導(n=361)

都道府県・地域メディカルコントロール圏域内の救急隊員への
研修・指導・評価(n=306)

都道府県・地域メディカルコントロール圏域内の通信指令員へ
の救急に関する研修・教育(n=156)

医学会、全国救急隊員シンポジウム及び各種研修会への発表・
参加(n=388)

消防法35条の８に定める協議会への参画(n=108)

その他(n=20)

問02－07 指導救命士は、対外的な業務に関し、どのような役割を果たしているか<複数回答>
N = 680
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問 02－08 問 02 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部における指

導救命士は、消防本部内における業務に関し、どのような役割を果たしていますか。該当す

るものをすべて選んでください。 

 
  

74.7

85.3

90.7

13.5

56.0

89.0

39.9

73.1

1.2

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急隊員生涯教育に関する企画・運営（年間計画の策定、研修
会の開催等）(n=508)

救急救命士への研修・指導（主にOJTにおける救急救命士再教育
の指導）(n=580)

救急隊員への研修・指導・評価(n=617)

救急ワークステーションでの研修・指導(n=92)

教育担当者への助言(n=381)

事後検証（一次検証等）の実施・フィードバック(n=605)

通信指令員への救急に関する研修・教育(n=271)

消防本部全体で共有すべき事柄の伝達・指導(n=497)

その他(n=8)

問02－08 指導救命士は、消防本部内における業務に関し、どのような役割を果たしているか<複数回答>
N = 680
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問 02－09 問 02－08 で「１．救急隊員生涯教育に関する企画・運営（年間計画の策定、研

修会の開催等）」、「２．救急救命士への研修・指導（主に OJT における救急救命士再教育

の指導）」、「３．救急隊員への研修・指導・評価」、「４．救急ワークステーションでの

研修・指導」、「５．教育担当者への助言」のいずれかを選択した方にお聞きします。貴本

部における指導救命士は、救急隊員等の教育に関し、どのような立場に位置付けられていま

すか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

71.1

23.2

53.4

18.0

1.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

教育担当者（隊長）(n=475)

教育担当者（隊長以外の隊員）(n=155)

教育管理者(n=357)

特段の位置付けはない(n=120)

その他(n=7)

問02－09 指導救命士は、救急隊員等の教育に関し、どのような立場に位置付けられているか<複数回答>
N = 668
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問 02－10 問 02－08 で「２．救急救命士への研修・指導（主に OJT における救急救命士再

教育の指導）」を選択した方にお聞きします。貴本部における指導救命士は、救急救命士の

日常教育について、具体にどのようなことを実施していますか。該当するものをすべて選ん

でください。 

 

 

 

問 02－11 問 02－08 で「３．救急隊員への研修・指導・評価」を選択した方にお聞きしま

す。貴本部における指導救命士は、救急隊員の日常教育について、具体にどのようなことを

実施していますか。該当するものをすべて選んでください。 

  

73.3

46.7

44.1

76.4

83.6

2.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

症例検討会(n=425)

実践技能教育コース（標準化されたガイドラインを用いたシ
ミュレーション学習）(n=271)

集中講義（病態把握や応急処置能力向上）(n=256)

シナリオトレーニング(n=443)

救急出場の実践経験を通じた日常教育（同乗実習・振返り等）
(n=485)

その他(n=17)

問02－10 指導救命士は、救急救命士の日常教育について、
具体にどのようなことを実施しているか<複数回答>

N = 580

88.8

50.1

49.6

55.8

38.7

75.2

84.8

2.3

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

各種プロトコルの研修・訓練(n=548)

感染防止研修(n=309)

安全管理・危機管理研修(n=306)

重症度・緊急度判断研修(n=344)

救急関係法規(n=239)

救急活動事例・症例研究等(n=464)

救急出場の実践経験を通じた日常教育（同乗実習・振返り等）
(n=523)

その他(n=14)

問02－11 指導救命士は、救急隊員の日常教育について、
具体にどのようなことを実施しているか<複数回答>

N = 617



 

132 

問 02－12 問 02 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部において

は、現在の指導救命士の配置による隊員教育等の効果について、どのように感じています

か。１つ選んでください。 

 

 

 

問 02－13 問 02－12 で「３．あまり有効ではない」もしくは「４．全く有効ではない」を

選択した方にお聞きします。理由について該当するものをすべて選んでください。 

 

  

非常に有効
30.4％(207本部)

一定程度有効
63.7％(433本部)

あまり有効ではない
5.9％(40本部)

全く有効ではない
0.0％(0本部)

問02－12 現在の指導救命士の配置による隊員教育等の効果について、
どのように感じているか<単数回答>

N=680

35.0

40.0

67.5

30.0

7.5

7.5

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

認定されている人数が少ないため(n=14)

指導救命士として活用できる勤務先に配置できていないた
め(n=16)

本部内において指導救命士としての任務が明確化されてい
ないため(n=27)

階級や役職等の関係で指導的立場としての運用が難しい場
合があるため(n=12)

指導を実施する他の技術・知識が必ずしも十分でないため
(n=3)

その他(n=3)

問02－13 現在の指導救命士の配置による隊員教育等の効果が、有効ではないと感じる理由<複数回答>
N = 40
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問 02－14 問 02 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。指導救命士制度の

課題について、貴本部で該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 02－15 問 02 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部における、

指導救命士数をご記入ください。（半角数字、単位：人）※ 

 

  

 
※令和７年４月１日時点。 

65.0

43.5

39.0

34.3

4.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

労務負荷が大きい(n=442)

運用（活躍の場や役割）を定めるのが難しい(n=296)

養成した指導救命士が、人事異動等により指導救命士として活
躍できなくなるケースが多い(n=265)

指導救命士として質の向上を図るのが難しい(n=233)

その他(n=32)

問02－14 指導救命士制度の課題<複数回答>
N = 680

7.5

15.9
15.0 14.4

10.9
9.1

6.2 5.1 5.3

10.6

 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

問02－15 指導救命士数<数量回答>
N = 680
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問 02－16 問 02 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部において、

指導救命士数は充足していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 02－17 問 02－16 で「２．充足していない」を選択した方にお聞きします。貴本部にお

いて、指導救命士が充足していると言える指導救命士数をご記入ください。（半角数字、単

位：人） 

 

  

充足している
56.6％(385本部)

充足していない
43.4％(295本部)

問02－16 指導救命士は充足しているか<単数回答>

N=680

0.3
4.4

10.5 11.5
15.3 13.6

6.1
8.8

5.1

14.9

5.8
3.7

 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

問02－17 充足していると言える指導救命士数<数量回答>
N = 295
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問 02－18 問 02－16 で「２．充足していない」を選択した方にお聞きします。どの場面で

指導救命士が不足していると感じますか。該当するものをすべて選んでください。 

 
 

 

問 02－19 問 02 で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部において、

指導救命士の待遇等について、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

60.0

79.7

73.6

10.8

36.9

54.6

33.2

38.6

6.8

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急隊員生涯教育に関する企画・運営（年間計画の策定、研修
会の開催等）(n=177)

救急救命士への研修・指導（主にOJTにおける救急救命士再教育
の指導）(n=235)

救急隊員への研修・指導・評価(n=217)

救急ワークステーションでの研修・指導(n=32)

教育担当者への助言(n=109)

事後検証（一次検証等）の実施・フィードバック(n=161)

通信指令員への救急に関する研修・教育(n=98)

消防本部全体で共有すべき事柄の伝達・指導(n=114)

その他(n=20)

問02－18 どの場面で指導救命士が不足していると感じるか<複数回答>
N = 295

21.9

6.3

2.5

39.3

3.5

46.2

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

救急業務に関する役職に優先的に配置している(n=149)

各種学会への参加費用、交通費、宿泊費などを支給している
(n=43)

指導救命士が実施する教育・指導等の活動に対し、手当て等を
支給している(n=17)

指導救命士のエンブレムや徽章を支給している(n=267)

その他(n=24)

特段の対応はしていない(n=314)

問02－19 指導救命士の待遇等<複数回答>
N = 680
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問 03 貴本部では、運用救命士何人に対して指導救命士を１名配置することが理想的と考え

るか、ご記入ください。 

 

（計上不能：17件） 

 

 

問 04（救急隊数） 貴本部における、救急隊数をご記入ください。（半角数字、単位：隊）
※ 

 

  

 
※令和７年４月１日時点。 

0.7 0.3
3.7 6.0

20.1

9.8

4.6 6.4
1.8

31.6

3.8

11.2

 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

問03 運用救命士何人に対して指導救命士を１名配置することが理想的と考えるか<数量回答>
N = 703

2.5

7.8
13.9 13.5 12.1 10.3

7.2 5.4 5.8

12.4

5.1 4.0

 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

問04 救急隊数<数量回答>
N = 720
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問 04（救急隊員数） 貴本部における、救急隊員数をご記入ください。（半角数字、単位：

人）※ 

 

 

 

問 04（運用救命士数） 貴本部における、運用救命士数をご記入ください。（半角数字、単

位：人）※ 

 

  

 
※令和７年４月１日時点。 

 

0.1 

5.6 

16.0 
20.7 

16.0 

10.4 9.3 

5.1 4.9 2.6 

9.3 

 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

問04 救急隊員数<数量回答>
N = 720

0.1 1.7 

7.6 
11.8 11.8 10.4 11.3 

7.2 10.6 7.4 6.1 
3.3 3.3 1.7 

5.7 

 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

問04 運用救命士数<数量回答>
N = 720
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問 04（運用救命士のうち、救急救命士法第 34 条第４号該当施設で修業し資格を取得した救

命士数） 貴本部における運用救命士のうち、救急救命士法第 34 条第４号該当施設で修業し

資格を取得した救命士数をご記入ください。（半角数字、単位：人）※ 

 

（未集計：２件） 

  

 
※１ 救急救命士法第 34 条第４号該当施設とは、養成対象が現職消防隊員のみ消防機関関係施設のことを指します。 

※２ 令和７年４月１日時点。 

12.8 10.4

16.9 14.5
10.6 7.4 6.3 5.0

3.2 2.6

10.3

 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

問04 運用救命士のうち、救急救命士法第34条第４号該当施設で修業し資格を取得した救命士数
<数量回答>

N = 718
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問 05 貴本部において、指導救命士の運用（活躍の場や役割）や、質の維持向上を図るため

の取組を実施していますか。該当するものをすべて選んでください（完全に一致しなくて

も、趣旨が近い項目があれば選択してください）。 

 

  

45.3

55.0

62.9

37.5

14.7

43.9

47.2

9.2

18.6

1.0

20.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県メディカルコントロール協議会・地域メディカルコ
ントロール協議会への参画実績を把握している(n=326)

事後検証委員会への参画・事後検証の実績を把握している
(n=396)

消防本部における救急救命士等に対する指導実績を把握して
いる(n=453)

地域メディカルコントロール協議会圏内の救急救命士等に対
する指導実績を把握している(n=270)

都道府県メディカルコントロール協議会圏内の救急救命士等
に対する指導実績を把握している(n=106)

消防学校・救急救命士養成所等での講師・指導実績を把握し
ている(n=316)

医学会・全国救急隊員シンポジウム及び各種研修会への発
表・参加実績を把握している(n=340)

指導救命士に対する教育（研修・実習等）を実施している
(n=66)

指導救命士の役割等について適宜見直しを実施している
(n=134)

その他(n=7)

特に実施していない(n=145)

問05 指導救命士の運用（活躍の場や役割）や、質の維持向上を図るための取組を実施しているか
<複数回答>

N = 720
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03．救急救命士の再教育について 

問 06 貴本部では、国が示す再教育の実施時間数（２年間で 128 時間以上・運用２年未満を

除く）を運用救急救命士に履修させていますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 06－01 問 06 で「２．履修させている（病院実習を 48 時間以上履修させ、日常教育と合

わせて 128 時間以上を満たす）」もしくは「３．履修させていない（病院実習を 48 時間以上

履修させているが、日常教育と合わせて 128 時間を満たさない）」を選択した方にお聞きし

ます。病院実習の実施時間として近いものを１つ選んでください。 

 

  

履修させている（病院実習のみで
128時間以上を満たす）

6.5％(47本部)

履修させている（病院実習を
48時間以上履修させ、日常教育と
合わせて128時間以上を満たす）

68.6％(494本部)

履修させていない（病院実習を48時
間以上履修させているが、日常教育
と合わせて128時間を満たさない）

16.0％(115本部)

履修させていない（日常教育を80時間相
当（80時間以上含む）履修させている
が、病院実習が48時間未満又は未実施）

3.3％(24本部)

履修させていない（病院実習、
日常教育ともに不足又は未実施）

5.6％(40本部)

問06 国が示す再教育の実施時間数（２年間で128時間以上・運用２年未満を除く）を
運用救急救命士に履修させているか<単数回答>

N=720

100時間以上128時間未満
3.6％(22本部)

70時間以上100時間未満
16.4％(100本部)

48時間以上70時間未満
80.0％(487本部)

問06－01 病院実習の実施時間<単数回答>

N=609



 

141 

問 06－02 問 06 で「４．履修させていない（日常教育を 80 時間相当（80 時間以上含む）履

修させているが、病院実習が 48 時間未満又は未実施）」もしくは「５．履修させていない

（病院実習、日常教育ともに不足又は未実施）」を選択した方にお聞きします。病院実習 48

時間未満又は病院実習未実施の要因として、該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 07 救急救命士の再教育のうち、病院実習（２年間 48 時間以上）に係る時間について、

どのように感じますか。１つ選んでください。 

 

  

9.4

1.6

3.1

67.2

39.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

病院実習を実施したいが病院との実習受け入れ調整が不調なた
め(n=6)

病院側に救急救命士の再教育の必要性を理解してもらうのが困
難なため(n=1)

実習について、病院とどのように調整したらよいかわからない
ため(n=0)

見学中心の病院実習となっており、救急救命士の技能の維持・
向上に関して病院実習に意義が感じられないため(n=2)

病院実習が必要だと認識していなかったため(n=0)

２年間で48時間以上の時間は達成できていないが、病院実習は
必要と考え、実施している(n=43)

その他(n=25)

問06－02 病院実習48時間未満又は病院実習未実施の要因<複数回答>
N = 64

短い
1.1％(8本部)

どちらかと言えば短い
4.2％(30本部)

適切
81.3％(585本部)

どちらかと言えば長い
9.7％(70本部)

長い
3.8％(27本部)

問07 救急救命士の再教育のうち、病院実習（２年間48時間以上）に係る時間について、
どのように感じるか<単数回答>

N=720
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問 08 貴本部では、「救急救命士の再教育に係る病院実習の手引」の細目にある実習項目に

ついて、病院実習で十分に実施できていると考えるものがありますか。該当するものをすべ

て選んでください。 

 

 

 

問 09 貴本部では、現在の病院実習により必要な技術・知識が十分に習得できていると考え

ますか。１つ選んでください。 

  

85.4

86.5

67.6

50.8

45.4

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

安全・清潔管理(n=615)

基礎行為(n=623)

特定行為(n=487)

生命の危機的状況への対応能力(n=366)

医療機関選定のための判断能力(n=327)

問08 「救急救命士の再教育に係る病院実習の手引」の細目にある実習項目について、病院実習で十分に
実施できているもの<複数回答>

N = 720

そう思う
25.1％(181本部)

どちらかと言えばそう思う
55.3％(398本部)

どちらかと言えば思わない
17.2％(124本部)

思わない
2.4％(17本部)

問09 病院実習により必要な技術・知識が十分に習得できているか<単数回答>

N=720
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問 09－01 問 09 で「３．どちらかと言えば思わない」もしくは「４．思わない」を選択し

た方にお聞きします。理由に該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 10 救急救命士の技能を維持・向上し、特定行為等に係る確実性や安全性を確保するため

には、病院実習をどのように活用すべきと考えますか。該当するものをすべて選んでくださ

い。 

 

  

78.7

19.1

22.0

41.8

14.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

病院実習が見学中心となっており、手技等の経験が少ないため
(n=111)

病院実習で履修・経験すべき項目・手技等について、その種類
や回数が具体的に規定されていないため(n=27)

希望する実習内容となっていないため(n=31)

効果的な病院実習の検討が難しいため(n=59)

その他(n=21)

問09－01 病院実習により必要な技術・知識が十分に習得できていないと考える理由<複数回答>
N = 141

2.9

59.2

8.1

50.4

3.6

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

病院実習の時間・頻度を減らす(n=21)

病院実習の時間・頻度を維持する(n=426)

病院実習の時間・頻度を増やす(n=58)

病院実習の内容について、特定行為の手技等の経験を組み込む
(n=363)

その他(n=26)

問10 救急救命士の技能を維持・向上し、特定行為等に係る確実性や安全性を確保するための病院実習を
どのように活用すべきか<複数回答>

N = 720
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問 11 病院実習で医師の指導を受ける機会が必要であると考えますか。１つ選んでくださ

い。 

 

 

 

問 12 救急救命士の再教育の病院実習について、病院との実習の受け入れ調整はどこが実施

していますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

必要性を感じる
96.5％(695本部)

必要性は感じない
3.5％(25本部)

問11 病院実習で医師の指導を受ける機会は必要か<単数回答>

N=720

84.3

15.6

22.4

2.9

2.6

1.8

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

消防本部(n=607)

消防署所(n=112)

地域メディカルコントロール協議会(n=161)

都道府県メディカルコントロール協議会(n=21)

救急ワークステーション(n=19)

その他(n=13)

問12 救急救命士の再教育の病院実習の受け入れ調整はどこが実施しているか<複数回答>
N = 720
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問 13 救急救命士の再教育の病院実習について、病院との受け入れ調整について、どのよう

な工夫をしていますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 14 貴本部における病院実習の受け入れ先は次のうちどれですか。該当するものをすべて

選んでください。 

 

  

0.8

25.7

22.4

22.5

7.5

41.8

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

衛生主管部局からも病院に協力依頼を出している(n=6)

管内に所在する病院以外とも実習の調整を実施している
(n=185)

大学病院や医師の研修指定病院など教育機能が充実している
病院と調整を実施している(n=161)

地域メディカルコントロール協議会、又は、都道府県メディ
カルコントロール協議会からも病院実習の依頼を実施してい

る(n=162)

その他(n=54)

特にない(n=301)

問13 病院との受け入れ調整で実施している工夫<複数回答>
N = 720

78.6

66.8

3.2

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

二次救急医療機関(n=566)

三次救急医療機関(n=481)

その他(n=23)

問14 病院実習の受け入れ先<複数回答>
N = 720
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04．通信指令員への救急に係る教育・研修について 

問 15 貴本部では、通信指令員に対して救急に係る教育・研修を実施していますか。１つ選

んでください。 

 

 

 

問 15－01 問 15 で「３．実施していない」を選択した方にお聞きします。実施していない

理由として該当するものをすべて選んでください。 

 

  

実施している
67.2％(484本部)

実施予定
4.3％(31本部)

実施していない
28.5％(205本部)

問15 通信指令員に対して救急に係る教育・研修を実施しているか<単数回答>

N=720

30.2

15.6

9.8

3.4

34.1

33.7

8.8

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

教育時間が確保できないため(n=62)

指導者がいないため(n=32)

適切な教材がないため(n=20)

担当部署の理解が得られないため(n=7)

救急隊員有資格者、救急救命士有資格者を配置しており、必要
性を感じないため(n=70)

共同指令センターでの運用を実施しているため(n=69)

その他(n=18)

問15－01 通信指令員に対して救急に係る教育・研修を実施していない理由<複数回答>
N = 205
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05．口頭指導の事後検証について 

問 16 貴本部では、通信指令員の指令業務（口頭指導を要する事案）について事後検証を実

施していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 16－01 問 16 で「１．実施している（口頭指導の実施の有無にかかわらず）」もしくは

「２．実施している（口頭指導を実施した事案のみ）」を選択した方にお聞きします。口頭

指導の事後検証について、地域メディカルコントロール協議会は関わっていますか。１つ選

んでください。 

 

  

実施している（口頭指導の
実施の有無にかかわらず）

41.7％(300本部)

実施している（口頭指導を
実施した事案のみ）

31.7％(228本部)

実施予定
7.4％(53本部)

実施する予定はない
19.3％(139本部)

問16 通信指令員の指令業務（口頭指導を要する事案）について事後検証を実施しているか<単数回答>

N=720

関わっている
71.2％(376本部)

関わっていない
28.8％(152本部)

問16－01 口頭指導の事後検証について地域メディカルコントロール協議会は関わっているか
<単数回答>

N=528
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問 16－02 問 16 で「４．実施する予定はない」を選択した方にお聞きします。事後検証を

実施しない理由は何ですか。１つ選んでください。 

 

  

時間が確保できないため
23.7％(33本部)

職場の理解が得られないため
6.5％(9本部)

検証の方法が分からないため
10.1％(14本部)

効果があると考えていないため
4.3％(6本部)

共同指令センターでの
運用を実施しているため

26.6％(37本部)

その他
28.8％(40本部)

問16－02 事後検証を実施しない理由<単数回答>

N=139
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06．AED関係について 

問 17 貴本部では、通信指令システムに AED の設置場所に関する情報を登録していますか。

１つ選んでください。 

 

 

 

問 17－01 問 17 で「１．登録している」を選択した方にお聞きします。口頭指導で AED が

必要な場合、AED の設置場所に関する情報を活用していますか。１つ選んでください。

（例）現場周辺の AED 設置場所を確認し、移動指示を実施している。 

 

  

登録している
70.7％(509本部)

登録していない
29.3％(211本部)

問17 通信指令システムにAEDの設置場所に関する情報を登録しているか<単数回答>

N=720

全ての事案で活用している
42.8％(218本部)

一部の事案で活用している
51.9％(264本部)

活用していない
5.3％(27本部)

問17－01 AEDの設置場所に関する情報を口頭指導の際に活用しているか<単数回答>

N=509
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07．応急手当の普及啓発について 

問 18（普通救命講習Ⅰ） 貴本部では、「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱

（平成５年３月 30 日付け消防救第 41 号）」に定める「普通救命講習Ⅰ」について、要綱等

に定めていますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 18（応急手当普及員講習（Ⅰ又はⅡ）） 貴本部では、「応急手当の普及啓発活動の推進

に関する実施要綱（平成５年３月 30 日付け消防救第 41 号）」に定める「普通救命講習Ⅰ」

について、要綱等に定めていますか。１つ選んでください。 

 

  

定めている
92.9％(669本部)

定めていない
7.1％(51本部)

問18 普通救命講習Ⅰの講習内容について、要綱等に定めているか<単数回答>

N=720

定めている
88.3％(636本部)

定めていない
11.7％(84本部)

問18 応急手当普及員講習（Ⅰ又はⅡ）の講習内容について、要綱等に定めているか<単数回答>

N=720
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問 18－01 問 18（普通救命講習Ⅰ）で「２．定めていない」を選択した方にお聞きします。

定めていない理由として、該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 18－02 問 18（応急手当普及員講習（Ⅰ又はⅡ））で「１．定めている」を選択した方に

お聞きします。現に教員職にある者に対して、応急手当普及員講習を実施していますか。１

つ選んでください。 

 

  

3.9

2.0

2.0

2.0

2.0

96.1

2.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

指導者の視点から必要性を感じないため(n=2)

指導者が確保できないため(n=1)

指導者の負担が大きいため(n=1)

受講者のニーズがないため(n=1)

講習時間の確保が難しいため(n=1)

消防本部の要綱は定めていないが、国の要綱に準拠して講習は
実施している(n=49)

その他(n=1)

問18－01 普通救命講習Ⅰについて、要綱等に定めていない理由<複数回答>
N = 51

実施している
30.8％(196本部)

実施していない
69.2％(440本部)

問18－02 現に教員職にある者に対して、応急手当普及員講習を実施しているか<単数回答>

N=636
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問 18－03 問 18－02 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。現に教員職に

ある者に対する応急手当普及員講習の、直近３年間の受講人数をご記入ください。（半角数

字、単位：人）※ 

 

 

 

問 18－04 問 18－02 で「２．実施していない」を選択した方にお聞きします。実施してい

ない理由は何ですか。１つ選んでください。 

 

  

 
※ 令和４年４月１日～令和７年３月 31 日の受講人数。 

33.2

11.2
13.8

6.1
8.7

4.1
2.0 1.5

3.6
1.0 1.5

13.3

 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

問18－03 現に教員職にある者に対する応急手当普及員講習の、直近３年間の受講人数<数量回答>
N = 196

教育委員会や学校からの依頼が
ないなど、需要がないため

81.4％(358本部)

教育委員会や学校からの依頼は
あるが、講習をする時間や人員

が確保できないため
1.8％(8本部)

その他
16.8％(74本部)

問18－04 現に教職員にある者に対する応急手当普及員講習を実施していない理由<単数回答>

N=440



 

153 

問 19 貴本部では、小・中・高等学校への応急手当の実習等に関し、消防本部と教育機関と

が連携した計画的な取組を実施していますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 20 貴本部では、応急手当の受講者数を増加させるため、広報の工夫等の取組を実施して

いますか。実施している取組として該当するものをすべて選んでください。 

 

  

28.9

15.6

38.2

10.3

39.0

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

教職員に対する普通救命講習を実施している(n=208)

教職員に対する普及員講習を実施している(n=112)

学生に対する応急手当の指導の協力を実施している(n=275)

その他(n=74)

計画的な連携の取組は実施していない(n=281)

問19 小・中・高等学校への学習指導要領に定める応急手当の実習等に関し、消防本部と教育機関とが
連携した計画的な取組を実施しているか<複数回答>

N = 720

38.1

3.3

88.9

39.2

5.1

66.0

33.1

9.2

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

ポスター等による広報(n=274)

車両掲示による広報(n=24)

ホームページによる広報(n=640)

SNS等を活用した広報(n=282)

企業等との協力による広報(n=37)

市区町村の広報誌による広報(n=475)

救命講習受講申込みのオンライン化(n=238)

その他(n=66)

問20 応急手当の受講者数を増加させるため、広報の工夫等の取組を実施しているか<複数回答>
N = 720
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問 21 貴本部では、応急手当 WEB 講習（e－ラーニング）を活用していますか。１つ選んで

ください。 

 

 

 

問 21－01 問 21 で「１．活用している（消防庁の応急手当 WEB 講習）」もしくは「２．活

用している（独自の WEB 講習コンテンツ）」を選択した方にお聞きします。貴本部におい

て、e－ラーニングを取り入れている講習として、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

活用している（消防庁の応急
手当WEB講習）
77.8％(560本部)

活用している（独自のWEB

講習コンテンツ）
0.8％(6本部)

必要性を感じているが、
活用できていない

16.4％(118本部)

必要性を感じておらず、
活用していない

4.4％(32本部)

その他
0.6％(4本部)

問21 応急手当WEB講習（e－ラーニング）を活用しているか<単数回答>

N=720

98.6

58.5

67.3

60.8

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

普通救命講習Ⅰ(n=558)

普通救命講習Ⅱ(n=331)

普通救命講習Ⅲ(n=381)

上級救命講習(n=344)

問21－01 e－ラーニングを取り入れている講習<複数回答>
N = 566
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問 21－02 問 21 で「３．必要性を感じているが、活用できていない」を選択した方にお聞

きします。理由は何ですか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 21－03 問 21 で「４．必要性を感じておらず、活用していない」を選択した方にお聞き

します。理由は何ですか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

33.1

48.3

20.3

47.5

6.8

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

WEB環境等の整備が技術的に難しい又はWEB上のトラブル等が
懸念されるため(n=39)

e－ラーニングの受講者・非受講者を区別して講習を実施する
ことが困難なため(n=57)

市民がe－ラーニングを活用することが技術的に難しいと考え
るため(n=24)

e－ラーニングに対する市民の認知度が低い（広めることが難
しい）と考えるため(n=56)

その他(n=8)

問21－02 応急手当WEB講習（e－ラーニング）に対して必要性を感じているが、活用できていない理由
<複数回答>

N = 118

31.3

21.9

65.6

9.4

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

e－ラーニングでは、応急手当の質を確保できないと考えるた
め(n=10)

現行のe－ラーニングの効果（対面講習の１時間短縮）では、
市民のメリットが低いと考えるため(n=7)

市民のニーズがない、あるいは少ないため(n=21)

その他(n=3)

問21－03 応急手当WEB講習（e－ラーニング）を活用していない理由<複数回答>
N = 32
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問 22 応急手当の更なる普及には、何が重要であると考えますか。該当するものをすべて選

んでください。 

 

 

 

問 23 貴本部では、バイスタンダーに向けてどのようなサポートを実施していますか。該当

するものをすべて選んでください。 

 

  

63.2

22.4

30.1

57.6

70.8

36.5

26.5

4.4

2.2

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

応急手当講習の受講の呼びかけの強化(n=455)

消防による応急手当講習の開催頻度の増加(n=161)

保健所等の他機関による応急手当講習の充実(n=217)

応急手当普及員による、企業など職域での講習実施(n=415)

学校教育過程での若い世代への応急手当の普及(n=510)

自動車免許更新等、多くの市民が保有する資格更新時の講習実
施(n=263)

応急手当講習を従業員に受講させている企業の認定・表彰制度
(n=191)

既に十分に普及していると考える(n=32)

その他(n=16)

問22 応急手当の更なる普及には、何が重要であると考えるか<複数回答>
N = 720

32.2

44.2

26.0

3.8

38.8

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

心的ストレスに対するサポートを実施している(n=232)

けがや感染に対するサポートを実施している(n=318)

相談窓口や連絡先を開設・案内している(n=187)

その他のサポートを実施している(n=27)

実施していない(n=279)

問23 バイスタンダーに向けてどのようなサポートを実施しているか<複数回答>
N = 720



 

157 

問 24 貴本部では、バイスタンダーから応急手当の実施に関してどのような相談を受けたこ

とがありますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 24－01 問 24 で「１．心的なストレスに関する相談を受けたことがある」を選択した方

にお聞きします。心的なストレスの相談を受ける頻度はどれくらいですか。１つ選んでくだ

さい。 

 

  

12.4

32.1

2.9

61.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

心的なストレスに関する相談を受けたことがある(n=89)

けがや感染に対する相談を受けたことがある(n=231)

その他の相談を受けたことがある(n=21)

相談を受けたことがない(n=444)

問24 バイスタンダーから応急手当の実施に関してどのような相談を受けたことがあるか
<複数回答>

N = 720

年に数件程度
40.4％(36本部)

月に数件程度
0.0％(0本部)

週に数件程度
0.0％(0本部)

この１年以内に相談はない
55.1％(49本部)

その他
4.5％(4本部)

問24－01 心的なストレスの相談を受ける頻度はどれくらいか<単数回答>

N=89
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問 25 心的なストレスに関する相談について、保健所や精神保健福祉センターといった専門

機関への紹介体制など、専門機関との連携体制を構築していますか。該当するものを１つ選

んでください。 

 

 

 

問 26 貴本部では、応急手当の実施率を増加させるためのツール（アプリ等）を導入してい

ますか。１つ選んでください。 

 

  

連携体制を構築している
18.9％(136本部)

連携していないが、今後、連携予定
7.1％(51本部)連携しておらず、連携予定はない

69.2％(498本部)

その他
4.9％(35本部)

問25 保健所や精神保健福祉センターといった専門機関への紹介体制など、
専門機関との連携体制を構築しているか<単数回答>

N=720

導入している
31.3％(225本部)

導入予定・検討している
3.6％(26本部)

導入していない
65.1％(469本部)

問26 応急手当の実施率を増加させるためのツール（アプリ等）を導入しているか<単数回答>

N=720
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問 26－01 問 26 で「１．導入している」もしくは「２．導入予定・検討している」を選択

した方にお聞きします。該当するものをすべて選んでください。 

 
 

 

問 27 貴本部では、講習受講者の増加や、応急手当の実施率の向上につながる、市民向けの

制度を実施していますか。該当するものをすべて選んでください。 

 
  

28.7

27.1

2.8

80.5

20.3

0.8

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

バイスタンダーが応急手当の方法を確認できるツールの導
入(n=72)

バイスタンダーがAEDの場所等を確認できるツールの導入
(n=68)

近隣で発生したCPA事案等を登録者に知らせるツールの導入
(n=7)

ビデオ通話等により映像と口頭指導を同時に受けることが
できるツールの導入(n=202)

通信指令員に対して口頭指導を支援する、指令システム上
のツールの導入(n=51)

その他(n=2)

問26－01 応急手当の実施率を増加させるためのツール（アプリ等）<複数回答>
N = 251

31.0

16.8

4.6

6.3

1.8

59.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

応急手当の協力等に係る個人向けの制度を実施している
(n=223)

応急手当の協力等に係る企業・事業者向けの制度を実施し
ている(n=121)

応急手当の協力等に係る地域団体向けの制度を実施してい
る(n=33)

応急手当の協力等に係る学校向けの制度を実施している
(n=45)

その他(n=13)

実施していない(n=425)

問27 講習受講者の増加や、応急手当の実施率の向上につながる、市民向けの制度を実施しているか
<複数回答>

N = 720
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08．緊急度判定体系の普及のための取組について 

問 28 119 番通報時の緊急度判定についてお聞きします。貴本部では、119 番通報時に緊急

度判定を実施していますか。１つ選んでください。 

（例）以下の取組を実施している場合は「１．実施している」を選択してください。 

・入電順ではなく、119 番通報内容により出場指令の順番を入れ替えたことがある。 

・現場からの距離順ではなく、119 番通報内容により出場させる救急隊を選択したことがあ

る。 

・119 番通報内容により緊急度が高いと判断した場合に救急隊以外の部隊を増強している。 

 

  

実施している
66.9％(482本部)

未実施だが、実施を検討している
6.0％(43本部)

未実施であり、実施を検討していない
27.1％(195本部)

問28 119番通報時に緊急度判定を実施しているか<単数回答>

N=720
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問 28－01 問 28 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。119 番通報時の緊急

度判定について、貴本部においてどのような基準の周知を図っていますか。該当するものを

すべて選んでください。 

 

 

 

問 28－02 問 28－01 で「５．基準は設けていない（個人の判断等）」を選択した方にお聞

きします。その理由について、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

28.0

10.2

34.9

19.3

28.2

17.2

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

消防庁提供の緊急度判定プロトコル（119番通報）をそのまま
基準として使用(n=135)

各都道府県が設けた独自の基準(n=49)

消防本部が設けた独自の基準(n=168)

地域メディカルコントロール協議会が設けた独自の基準(n=93)

その他（例：医療機関が設けたドクターカー又はドクターヘ
リの要請基準等）(n=136)

基準は設けていない（個人の判断等）(n=83)

問28－01 消防本部においてどのような基準の周知を図っているか<複数回答>
N = 482

51.8

30.1

9.6

6.0

13.3

13.3

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

通信指令員による聴取のみで緊急度が十分に推測できる
ため(n=43)

基準に従って緊急度の類型化を実施することは、業務負
荷が大きいため(n=25)

通信指令を共同運用しており複数の消防本部と検討が必
要なため(n=8)

消防本部において周知を図っても教育ができないため
(n=5)

消防本部としてどの基準を使用すべきか分からないため
(n=11)

その他(n=11)

問28－02 緊急度判定の基準を設けていない理由<複数回答>
N = 83
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問 28－03 問 28 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。緊急度判定を消防

本部で実施するにあたり、実施方法について地域メディカルコントロール協議会の承認を得

ていますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 28－04 問 28 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。通信指令室におい

て、119 番通報時の緊急度判定時に ICT 等を活用した緊急度判定ツールを使用しています

か。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

得ている
36.3％(175本部)

得ていない
63.7％(307本部)

問28－03 緊急度判定を消防本部で実施するにあたり、実施方法について
地域メディカルコントロール協議会の確認を得ているか<単数回答>

N=482

9.5

6.6

29.3

2.7

56.6

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

指令通信システムに組み込んで使用している(n=46)

指令通信システム以外のICTツール（タブレット、スマホ等）を
使用している(n=32)

紙媒体による緊急度判定ツールを使用している(n=141)

その他(n=13)

使用していない(n=273)

問28－04 通信指令室において、119番通報時の緊急度判定時にICT等を活用した
緊急度判定ツールを使用しているか<複数回答>

N = 482
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問 28－05 問 28 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。119 番通報時の緊急

度判定結果を検証していますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 28－06 問 28 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。119 番通報時の緊急

度判定に関する教育を実施していますか。１つ選んでください。 

 

  

31.5

18.5

8.1

54.6

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

消防本部内での検証を実施している(n=152)

地域メディカルコントロール協議会での検証を実施している
(n=89)

その他の形式での検証を実施している(n=39)

検証は実施していない(n=263)

問28－05 119番通報時の緊急度判定結果を検証しているか<複数回答>
N = 482

実施している
68.7％(331本部)

実施していない
31.3％(151本部)

問28－06 119番通報時の緊急度判定に関する教育を実施しているか<単数回答>

N=482
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問 29 救急現場における緊急度判定についてお聞きします。貴本部では、救急現場で緊急度

判定を実施していますか。１つ選んでください。 

（例）以下の取組を実施している場合は「１．実施している」を選択してください。 

・傷病者観察結果により緊急度を推し測り、活動方針、選定医療機関、消防機関以外の社会

的資源の活用（電話相談窓口、民間救急等）等を決定している。 

 

 

 

問 29－01 問 29 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。救急現場の緊急度

判定について、消防本部においてどのような基準の周知を図っていますか。該当するものを

すべて選んでください。 

 

  

実施している
71.8％(517本部)

未実施だが、実施を検討している
6.0％(43本部)

未実施であり、実施を検討していない
22.2％(160本部)

問29 救急現場で緊急度判定を実施しているか<単数回答>

N=720

23.4

35.6

10.3

25.9

22.4

22.2

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

消防庁提供の緊急度判定プロトコル（119番通報）をそのまま
基準として使用(n=121)

各都道府県が設けた独自の基準(n=184)

消防本部が設けた独自の基準(n=53)

地域メディカルコントロール協議会が設けた独自の基準
(n=134)

その他（例：医療機関が設けたドクターカー又はドクターヘ
リの要請基準等）(n=116)

基準は設けていない（個人の判断等）(n=115)

問29－01 救急現場の緊急度判定について、消防本部において
どのような基準の周知を図っているか<複数回答>

N = 517
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問 29－02 問 29－01 で「５．基準は設けていない（個人の判断等）」を選択した方にお聞

きします。その理由について、該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 29－03 問 29 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。緊急度判定を消防

本部で実施するにあたり、実施方法や運用方法について地域メディカルコントロール協議会

の確認を得ていますか。１つ選んでください。 

 

  

76.7

28.4

4.3

2.6

12.9

6.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急隊員による観察のみで緊急度が十分に推測できるため
(n=89)

基準に従って緊急度の類型化を実施することは、業務負荷が大
きいため(n=33)

複数の地域メディカルコントロール圏に跨がって活動してお
り、多くの関係者と検討が必要なため(n=5)

消防本部において周知を図っても教育ができないため(n=3)

消防本部としてどの基準を使用すべきか分からないため(n=15)

その他(n=7)

問29－02 緊急度判定の基準を設けていない理由<複数回答>
N = 116

得ている
57.3％(296本部)

得ていない
42.7％(221本部)

問29－03 緊急度判定を消防本部で実施するにあたり、実施方法や運用方法について
地域メディカルコントロール協議会の確認を得ているか<単数回答>

N=517
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問 29－04 問 29 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。救急現場の緊急度

判定時に ICT 等を活用した緊急度判定ツールを使用していますか。該当するものをすべて選

んでください。 

 

 

 

問 29－05 問 29 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。救急現場の緊急度

判定に関する教育を実施していますか。１つ選んでください。 

 

  

15.1

21.1

1.2

65.2

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

ICTツール（タブレット・スマートフォン等）を使用している
(n=78)

紙媒体による緊急度判定ツールを使用している(n=109)

その他(n=6)

使用していない(n=337)

問29－04 救急現場の緊急度判定時にICT等を活用した緊急度判定ツールを使用しているか
<複数回答>

N = 517

実施している
72.7％(376本部)

実施していない
27.3％(141本部)

問29－05 救急現場の緊急度判定に関する教育を実施しているか<単数回答>

N=517
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問 30 貴本部では、「重症事案対応隊の確保及び救急隊員の労務管理について（令和６年４

月３日付消防救第 106 号消防庁救急企画室長通知）」において示したように、重症事案対応

隊の確保を実施していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 30－01 問 30 で「３．未実施であり、実施を検討していない」を選択した方にお聞きし

ます。重症事案対応隊の確保の実施を検討していない理由として該当するものをすべて選ん

でください。 

 

  

実施している
6.9％(50本部)

未実施だが、実施を検討している
9.2％(66本部)

未実施であり、実施を検討していない
83.9％(604本部)

問30 重症事案対応隊の確保を実施しているか<単数回答>

N=720

45.2

1.2

62.9

3.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

現状の体制で十分対応できているため(n=273)

市民の理解が得られないと考えられるため(n=7)

救急隊数が少なく、重症事案対応隊の確保が困難なため
(n=380)

その他(n=19)

問30－01 重症事案対応隊の確保の実施を検討していない理由<複数回答>
N = 604
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09．外国人傷病者への対応について 

問 31 訪日外国人のための救急車利用ガイドについてお聞きします。貴本部では、救急車利

用ガイドについて、周知を図っていますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 31－01 問 31 で「１．周知を図っている」を選択した方にお聞きします。周知方法につ

いて該当するものをすべて選んでください。 

 
  

周知を図っている
20.4％(147本部)

周知を図っていない
79.6％(573本部)

問31 訪日外国人のための救急車利用ガイドについて、周知を図っているか<単数回答>

N=720

14.3

17.7

24.5

16.3

6.1

46.9

2.7

12.9

7.5

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

観光案内所や宿泊施設に配布している(n=21)

市区町村の役所等の外国人対応の担当課と連携し外国人対応
の窓口等で配布している(n=26)

消防本部内の受付窓口で配布している(n=36)

各種イベント時に配布している(n=24)

市区町村の広報誌で広報している(n=9)

HPにアップしている(n=69)

SNS（X等）で広報している(n=4)

応急手当講習等で配布している(n=19)

その他(n=11)

問31－01 訪日外国人のための救急車利用ガイドの周知方法<複数回答>
N = 147
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問 31－02 問 31 で「２．周知を図っていない」を選択した方にお聞きします。周知を図っ

ていない理由を１つ選んでください。 

 

 

 

問 32 救急隊の外国語対応についてお聞きします。貴本部では、傷病者と外国語での円滑な

コミュニケーションを図るための取組を実施していますか。１つ選んでください。 

 

  

訪日外国人が少なく必要性がないため
64.9％(372本部)

救急車利用ガイドを知らなかったため
18.2％(104本部)

その他
16.9％(97本部)

問31－02 救急車利用ガイドの周知を図っていない理由<単数回答>

N=573

実施している
94.6％(681本部)

実施していない
5.4％(39本部)

問32 傷病者と外国語での円滑なコミュニケーションを図るための取組を実施しているか<単数回答>

N=720
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問 32－01 問 32 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。貴本部では、どの

ような取組を実施していますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 32－02 問 32 で「２．実施していない」を選択した方にお聞きします。実施していない

理由を１つ選んでください。 

 

  

79.0

93.4

17.0

40.4

0.3

2.3

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

三者間翻訳システム(n=538)

救急ボイストラ(n=636)

タブレット端末等を用いたアプリの活用（救急ボイストラ以
外）(n=116)

情報収集シート・コミュニケーションボードの活用(n=275)

外国語対応救急隊の導入(n=2)

その他(n=16)

問32－01 傷病者と外国語での円滑なコミュニケーションを図るための取組内容<複数回答>
N = 681

必要性がない、又は必要性が
明らかでないため

59.0％(23本部)

予算が確保できないため
23.1％(9本部)

その他
17.9％(7本部)

問32－02 実施していない理由<単数回答>

N=39
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問 33 貴本部では、外国人傷病者の対応が可能な医療機関を把握していますか。１つ選んで

ください。 

 

 

 

問 33－01 問 33 で「１．把握している」を選択した方にお聞きします。具体的に把握して

いる内容をすべて選んでください。 

 

  

把握している
23.8％(171本部)

把握していない
76.3％(549本部)

問33 外国人傷病者の対応が可能な医療機関を把握しているか<単数回答>

N=720

54.4

43.9

34.5

28.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

対応言語の種類(n=93)

受入れ可能日時（対応可能時間帯や曜日など）(n=75)

外国人対応可能な診療科目(n=59)

その他(n=49)

問33－01 具体的に把握している内容<複数回答>
N = 171
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問 34 貴本部では、外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト ※を活用

していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 34－01 問 34 で「１．活用している」を選択した方にお聞きします。活用方法につい

て、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

 
※外国人傷病者に円滑に対応するための消防機関における取組の推進について（令和２年３月 27 日付消防庁救急企画室）通知を発出し、各消防機関に対し、厚生労

働省と観光庁により作成された「外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト」を参考に、あらかじめ救急現場で活用可能な医療機関リストを作成

することや外国人傷病者への対応が可能な医療機関とのコミュニケーションを図ること等について、地域の実情に応じた十分な検討を行い、円滑な医療機関選定及び

救急搬送につなげる取組を図るようお願いしているところです。 

活用している
6.7％(48本部)

知っているが、活用はしていない
51.1％(368本部)

知らないし、活用していない
42.2％(304本部)

問34 外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリストを活用しているか<単数回答>

N=720

60.4

29.2

12.5

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

消防本部管轄内又は近隣の医療機関をリスト化し、救急隊等に
共有している(n=29)

消防本部管轄内又は近隣の医療機関の状況を把握や調整するた
めに活用している（リスト化はしていない）(n=14)

その他(n=6)

問34－01 外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリストの活用方法
<複数回答>

N = 48
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10．傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施について 

問 35 傷病者は心肺停止状態であるが、家族等の関係者から傷病者本人が心肺蘇生を望んで

いないとの意思を示された場合について、何らかの対応方針を定めていますか。１つ選んで

ください。※ 

 

 

 

問 35－01 問 35 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。その内容はどのよう

なものですか。１つ選んでください。 

 

  

 
※対応方針が文書化されていなくても、消防本部としての見解が統一されている場合は、「１．定めている」を選択。 

定めている
75.4％(543本部)

定めていない
24.6％(177本部)

問35 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施について、対応方針を定めているか
<単数回答>

N=720

家族等から傷病者本人の心肺蘇生
を拒否する意思表示が伝えられた
場合、医師からの指示など一定の
条件のもとに、心肺蘇生を実施し
ない、又は中断することができる

68.1％(370本部)

家族等から傷病者本人の心肺蘇生を
拒否する意思表示が伝えられても、
心肺蘇生を実施しながら医療機関に

搬送する
29.1％(158本部)

その他
2.8％(15本部)

問35－01 対応方針の内容<単数回答>

N=543
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問 35－02 問 35－01 で「１．家族等から傷病者本人の心肺蘇生を拒否する意思表示が伝え

られた場合、医師からの指示など一定の条件のもとに、心肺蘇生を実施しない、又は中断す

ることができる」を選択した方にお聞きします。心肺蘇生を望まないことが本人の意思であ

ると判断するため（蘇生中止の判断は除く）に、何を確認することとしていますか。対応方

針で定めている内容として最も当てはまるものを、１つ選んでください。 

 
 

 

問 35－03 問 35－01 で「１．家族等から傷病者本人の心肺蘇生を拒否する意思表示が伝え

られた場合、医師からの指示など一定の条件のもとに、心肺蘇生を実施しない、又は中断す

ることができる」を選択した方にお聞きします。心肺蘇生の中断等を判断するための指示要

請先として、貴本部の対応方針の中で想定されている要請先として該当するものを選択肢か

らすべて選んでください。 

 

  

本人の意思が示された書面（必要
な内容が網羅されたもの）の確認

9.7％(36本部)

かかりつけ医、主治医、ACP等
に関わった医療機関の医師等
（以下、「かかりつけ医等」と

いう）への口頭確認
23.5％(87本部)

本人の意思が示された書面（必要な
内容が網羅されたもの）の確認、又
は、かかりつけ医等への口頭確認

17.3％(64本部)

本人の意思が示された書面
（必要な内容が網羅されたも
の）の確認、かつ、かかりつ

け医等への口頭確認
43.8％(162本部)

その他
5.7％(21本部)

問35－02 心肺蘇生を望まないことが本人の意思であると判断するため（蘇生中止の判断は除く）に、
何を確認することとしているか<単数回答>

N=370

95.4

5.4

31.1

1.4

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

かかりつけ医、主治医、本人の事前の意思決定やACP等に関わっ
た医師等（かかりつけ医等）(n=353)

DNARの指示に関して、地域等で予め指定した医療機関の医師等
(n=20)

地域メディカルコントロール等における指示医師・メディカル
コントロール医師等(n=115)

その他(n=5)

問35－03 心肺蘇生の中断等を判断するための指示要請先として、
対応方針の中で想定されている要請先<複数回答>

N = 370
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問 35－04 問 35 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。策定の検討はどのよ

うな場（会議体）で実施されましたか。１つ選んでください。 

 

  

都道府県メディカルコントロール協議会
27.4％(149本部)

地域メディカルコントロール協議会
50.5％(274本部)

消防本部内（外部の有識者等を交えて検討）
5.5％(30本部)

消防本部内（外部の有識者
等を交えずに検討）

13.4％(73本部)

その他
3.1％(17本部)

問35－04 対応方針策定の検討の場<単数回答>

N=543
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問 35－05 問 35 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。対応方針の検討の場

に参加したのはどのような職種の方ですか。会議体の構成員について該当するものをすべて

選んでください。 

  

84.9

37.2

63.2

52.3

30.2

29.8

35.5

14.7

15.5

11.4

0.4

3.5

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

消防職員(n=461)

都道府県メディカルコントロール協議会の委員(n=202)

地域メディカルコントロール協議会の委員(n=343)

救急病院の救急医(n=284)

衛生主管部局（都道府県、市区町村、保健所等）(n=164)

消防防災主管部局（都道府県）(n=162)

医師会の委員(n=193)

介護関係者(n=80)

在宅医療関係者(n=84)

弁護士等の法律関係の有識者(n=62)

一般住民(n=2)

その他(n=19)

問35－05 対応方針の検討の場に参加した人の職種等<複数回答>
N = 543
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問 35－06 問 35 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。対応方針の見直しは

実施していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 35－07 問 35 で「２．定めていない」を選択した方にお聞きします。今後、方針策定の

予定はありますか。１つ選んでください。 

 

  

実施している
44.6％(242本部)

実施していない
55.4％(301本部)

問35－06 対応方針の見直しを実施しているか<単数回答>

N=543

策定に向け、検討中
63.3％(112本部)

検討の結果、策定しなかった
9.0％(16本部)

検討、策定の予定はない
27.7％(49本部)

問35－07 今後、方針策定の予定はあるか<単数回答>

N=177
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問 36 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施に関する事案を事後検証の対

象としていますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 36－01 問 36 で「１．全事例検証の対象としている」もしくは「２．必要に応じて検証

の対象としている」を選択した方にお聞きします。事後検証はどのような場で実施していま

すか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

全事例検証の対象としている
52.9％(381本部)必要に応じて検証の対象としている

36.5％(263本部)

検証の対象としていない
10.6％(76本部)

問36 傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施事案を事後検証の対象としているか
<単数回答>

N=720

65.7

53.4

34.6

34.8

1.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

都道府県、又は地域メディカルコントロール協議会の事後検証
会(n=423)

消防本部内の検証会(n=344)

医師による書面検証（検証会という形ではなく担当医師個人に
よる検証）(n=223)

指導救命士等の消防職員による書面検証（検証会という形では
なく担当職員による検証）(n=224)

その他(n=12)

問36－01 事後検証はどのような場で実施しているか<複数回答>
N = 644
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問 36－02 問 36 で「１．全事例検証の対象としている」もしくは「２．必要に応じて検証

の対象としている」を選択した方にお聞きします。検証の場に参加したのはどのような職種

の方ですか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

92.7

16.0

64.3

53.7

7.9

7.6

8.2

1.1

1.2

0.9

0.3

5.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

消防職員(n=597)

都道府県メディカルコントロール協議会の委員(n=103)

地域メディカルコントロール協議会の委員(n=414)

救急病院の救急医(n=346)

衛生主管部局（都道府県、市区町村、保健所等）(n=51)

消防防災主管部局（都道府県）(n=49)

医師会の委員(n=53)

介護関係者(n=7)

在宅医療関係者(n=8)

弁護士等の法律関係の有識者(n=6)

一般住民(n=2)

その他(n=32)

問36－02 事後検証の場に参加した人の職種等<複数回答>
N = 644
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問 37 救急隊の対応について、傷病者の心肺蘇生の中止等の意思が救急隊に伝わる過程で困

った内容はどのようなものですか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 38 市区町村（衛生主管部局、福祉部局等）からの ACP、地域包括ケアへシステムの議論

の場への参加の求めがありますか。１つ選んでください。 

 

  

28.2

43.3

33.9

75.7

51.1

74.9

4.4

6.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

傷病者が心肺停止となった経過(n=203)

傷病者と心肺蘇生の中止等について話し合った関係者の範囲
(n=312)

傷病者と心肺蘇生の中止等について話し合った内容(n=244)

傷病者の意思を記した書面がない(n=545)

関係する家族の様子(n=368)

かかりつけ医等との連絡がとれない(n=539)

その他(n=32)

特になし(n=48)

問37 傷病者の心肺蘇生の中止等の意思が救急隊に伝わる過程で困った内容<複数回答>
N = 720

ある
46.1％(332本部)

ない
53.9％(388本部)

問38 市区町村（衛生主管部局・福祉部局等）からのACP、地域包括ケアシステムの
議論の場への参加の求めがあるか<単数回答>

N=720
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問 38－01 問 38 で「１．ある」を選択した方にお聞きします。ACP、地域包括ケアシステム

への議論の場に参加されましたか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 38－02 問 38－01 で「１．参加した」を選択した方にお聞きします。DNAR について議論

されていましたか。１つ選んでください。 

 

  

参加した
97.9％(325本部)

参加しなかった
2.1％(7本部)

問38－01 ACP、地域包括ケアシステムへの議論の場に参加したか<単数回答>

N=332

DNARについて議論されていた
74.8％(243本部)

DNARについて議論
されなかった
21.8％(71本部)

その他
3.4％(11本部)

問38－02 DNARについて議論されていたか<単数回答>

N=325
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11．脳卒中・循環器疾患に対する対応について 

問 39 貴本部では、心臓病を疑う傷病者に対する観察項目等について何らかに定められてい

ますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 39－01 問 39 で「１．プロトコル等に定められている」、「２．消防本部の活動要領等

で定められている」、「３．各都道府県の『傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準』

に定められている」、「４．上記以外に定められている」のいずれかを選択した方にお聞き

します。定められている内容については、令和２年３月 27 日付け消防救第 83 号消防庁救急

企画室長通知の内容も踏まえていますか（頸静脈怒張、起座呼吸等）。１つ選んでくださ

い。 

 

  

43.8

7.1

43.2

1.5

22.8

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

プロトコル等に定められている(n=315)

消防本部の活動要領等で定められている(n=51)

各都道府県の「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」
に定められている(n=311)

上記以外に定められている(n=11)

特段定められているものはない(n=164)

問39 心臓病を疑う傷病者に対する観察項目等について何らかに定めているか<複数回答>
N = 720

踏まえている
70.5％(392本部)

踏まえていない
29.5％(164本部)

問39－01 定められている内容については、令和２年３月27日付け
消防救第83号消防庁救急企画室長通知の内容も踏まえているか<単数回答>

N=556
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問 40 貴本部では、12 誘導心電図を導入していますか。また現場において心電図デ－タを医

療機関と共有するシステムを活用していますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

  

46.7

51.0

1.0

6.9

1.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

12誘導心電図を導入している（医療機関とのデータ共有可能）
(n=336)

12誘導心電図を導入している（医療機関とのデータ共有不可）
(n=367)

12誘導以外の心電図を導入している（医療機関とのデータ共有
可能）(n=7)

12誘導以外の心電図を導入している（医療機関とのデータ共有
不可）(n=50)

その他(n=8)

問40 12誘導心電図を導入しているか、また現場において心電図データを医療機関と共有する
システムを活用しているか<複数回答>

N = 720
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問 40（１） 問 40 で「１．12 誘導心電図を導入している（医療機関とのデータ共有可

能）」を選択した方にお聞きします。導入している救急車の台数をご記入ください。（半角

数字、単位：台） 

 

 

※各消防本部における常用救急車及び非常用救急車の合計台数に占める割合（%） 

 

  

3.9

8.6

15.2 15.5
11.6 10.1

4.2
6.5

4.8

10.7 8.9

 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

問40（１） 医療機関とのデータ共有可能である12誘導心電図を導入している救急車の台数<数量回答>
N = 336

1.2
2.7 2.7 1.8

4.5 5.7
8.9

14.6

18.8

1.5

37.8

 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

問40（１） 医療機関とのデータ共有可能である12誘導心電図を導入している救急車が、
常用救急車及び非常用救急車の合計に占める割合<数量回答>

N = 336
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問 40（２） 問 40 で「２．12 誘導心電図を導入している（医療機関とのデータ共有不

可）」を選択した方にお聞きします。導入している救急車の台数をご記入ください。（半角

数字、単位：台） 

 

 

※各消防本部における常用救急車及び非常用救急車の合計台数に占める割合（%） 

 

  

3.6

8.8

16.2
12.6

14.5

8.2 8.2

3.6 5.2

10.7 8.5

 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

問40（２） 医療機関とのデータ共有不可である12誘導心電図を導入している救急車の台数<数量回答>
N = 365

0.8 0.8 2.5 1.6 1.9 3.0
7.4 8.2 11.2

2.2

60.5

 0%

 20%

 40%

 60%

 80%

 100%

問40（２） 医療機関とのデータ共有不可である12誘導心電図を導入している救急車が、
常用救急車及び非常用救急車の合計に占める割合<数量回答>

N = 367
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問 40－01 問 40 で、「１．12 誘導心電図を導入している（医療機関とのデ－タ共有可

能）」もしくは「２．12 誘導心電図を導入している（医療機関とのデ－タ共有不可）」を選

択した方にお聞きします。貴本部では、12 誘導心電図測定を行う場合の基準を定めています

か。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 40－02 問 40 で「１．12 誘導心電図を導入している（医療機関とのデ－タ共有可能）」

もしくは「２．12 誘導心電図を導入している（医療機関とのデ－タ共有不可）」を選択した

方にお聞きします。12 誘導心電図の測定及び評価にあたっての教育を実施していますか。１

つ選んでください。 

 

  

33.1

8.8

9.4

2.4

2.5

52.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

プロトコル等に定められている(n=225)

消防本部の活動要領等で定められている(n=60)

各都道府県の「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する
基準」に定められている(n=64)

上記以外の各都道府県・各地域のル－ル等に準じている
(n=16)

上記以外に定められている(n=17)

特段定められているものはない(n=358)

問40－01 心電図測定を行う場合の基準を定めているか<複数回答>
N = 679

教育を実施している
61.6％(418本部)

教育を実施していない
38.4％(261本部)

問40－02 12誘導心電図の測定及び評価にあたっての教育を実施しているか<単数回答>

N=679
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問 40－03 問 40－02 で「１．教育を実施している」を選択した方にお聞きします。教育の

対象者として、該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 40－04 問 40－02 で「１．教育を実施している」を選択した方にお聞きします。12 誘導

心電図の測定及び評価の教育を実施している主体として、該当するものをすべて選んでくだ

さい。 

 

  

96.2

71.8

3.3

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急救命士(n=402)

救急救命士資格を有さない救急隊員(n=300)

その他(n=14)

問40－03 教育の対象者<複数回答>
N = 418

36.8

74.4

68.2

0.5

7.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

医師(n=154)

指導救命士(n=311)

指導救命士ではない救急救命士(n=285)

消防学校の教官(n=2)

その他(n=33)

問40－04 12誘導心電図の測定及び評価の教育を実施している主体<複数回答>
N = 418
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問 40－05 問 40－02 で「教育を実施している」を選択した方にお聞きします。救急救命士

の病院実習では、12 誘導心電図の測定及び評価について、実習を実施していますか。１つ選

んでください。 

 

 

 

問 40－06 問 40 で「１．12 誘導心電図を導入している（医療機関とのデ－タ共有可能）」

もしくは「２．12 誘導心電図を導入している（医療機関とのデ－タ共有不可）」を選択した

方にお聞きします。貴本部では、「12 誘導心電図の測定プロトコルについて（通知）」（令

和６年３月 28 日付け消防庁救急企画室長通知）で示された 12 誘導心電図の測定プロトコル

の内容を踏まえたプロトコル策定・改訂等を実施していますか。該当するものをすべて選ん

でください。 

 

  

実施している
71.5％(299本部)

実施していない
28.5％(119本部)

問40－05 救急救命士の病院実習で、12誘導心電図の測定及び評価の実習を実施しているか<単数回答>

N=418

21.6

6.9

32.8

39.2

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

同通知の内容を踏まえた12誘導心電図の測定プロトコルを策
定している(n=147)

12誘導心電図の測定プロトコルを策定しているが、同通知の
内容についてはまだ検討できていない(n=47)

今後、策定・改訂予定(n=223)

策定、改訂予定はない(n=266)

問40－06 令和６年３月28日付け消防庁救急企画室長通知
「12誘導心電図の測定プロトコルについて（通知）」で示された12誘導心電図の測定プロトコルの

内容を踏まえたプロトコル策定・改訂等を実施しているか<複数回答>
N = 679
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問 41 貴本部では、脳卒中を疑う傷病者に対する観察項目等について何らかに定められてい

ますか。該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 42 貴本部では、救急隊員への脳疾患の観察・処置に関する教育について、どのような機

会を通じて実施していますか。主な機会について３つまで選んでください。 

  

45.3

7.5

42.5

3.9

15.3

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

プロトコル等に定められている(n=326)

消防本部の活動要領等で定められている(n=54)

各都道府県の「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基
準」に定められている(n=306)

上記以外に定められている(n=28)

特段定められているものはない(n=110)

問41 脳卒中を疑う傷病者に対する観察項目等について何らかに定められているか
<複数回答>

N = 720

82.6

36.9

34.7

48.5

65.4

40.3

23.2

0.7

0.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

各救急隊における日常教育(n=595)

消防本部における教育(n=266)

都道府県・地域メディカルコントロール協議会等における研修
等(n=250)

事後検証のフィードバック(n=349)

症例検討会(n=471)

救急救命士の病院実習等(n=290)

外部研修等の受講(n=167)

その他(n=5)

上記のいずれも実施していない(n=1)

問42 救急隊員への脳疾患の観察・処置に関する教育について、
どのような機会を通じて実施しているか（３つまで）<複数回答>

N = 720
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問 43 令和５年３月 31 日付け消防救第 86 号消防庁救急企画室長通知を踏まえた対応につい

て、該当するものを１つ選んでください。（LVO の観察項目について） 

 

  

令和５年３月31日付け消防救第86号
消防庁救急企画室長通知で示している
LVOの６つの観察項目をプロトコル等

に定めている
30.6％(220本部)

令和５年３月31日付け消防
救第86号消防庁救急企画室
長通知で示しているLVOの６
つの観察項目ではなく、独
自にLVOの観察項目を選定し
プロトコル等に定めている

4.7％(34本部)

令和５年３月31日付け消防救第
86号消防庁救急企画室長通知で
示しているLVOの６つの観察項目
をプロトコル等に定める予定

（検討中含む）
13.9％(100本部)

令和５年３月31日付け消防救第86号消防
庁救急企画室長通知で示しているLVOの６
つの観察項目ではなく、独自にLVOの観察
項目を選定しプロトコル等に定める予定

（検討中含む）
0.8％(6本部)

LVOの観察項目をプロトコル
等に定める予定はない

11.9％(86本部)

LVOの観察項目をプロトコル等に
定めるかどうか未定

38.1％(274本部)

問43 令和５年３月31日付け消防救第86号消防庁救急企画室長通知を踏まえた対応<単数回答>

N=720
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問 43－01 問 43 で「１．令和５年３月 31 日付け消防救第 86 号消防庁救急企画室長通知で

示されている LVO の６つの観察項目について定めている」もしくは「２．令和５年３月 31 日

付け消防救第 86 号消防庁救急企画室長通知で示されている観察項目とは異なるが、LVO の観

察項目について定めている」を選択した方にお聞きします。LVO の観察項目についての教育

を実施していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 43－02 問 43－01 で「１．教育を実施している」もしくは「２．教育を実施する予定

（検討中含む）」を選択した方にお聞きします。LVO の教育実施主体について、該当するも

のをすべて選んでください。 

 

  

教育を実施している
73.2％(186本部)

教育を実施する予定（検討中含む）
10.2％(26本部)

教育を実施していない
16.5％(42本部)

問43－01 LVOの観察項目についての教育を実施しているか<単数回答> 

N=254

64.6

11.3

37.3

3.8

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

消防本部独自で実施している(n=137)

消防本部独自で実施する予定（検討中含む）(n=24)

LVOの観察項目についての教育を都道府県・地域メディカルコ
ントロール協議会で導入している(n=79)

LVOの観察項目についての教育を都道府県・地域メディカルコ
ントロール協議会で導入予定（検討中含む）(n=8)

問43－02 LVOの教育実施主体<複数回答>
N = 212
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12．救急資器材について 

問 44 自動式人工呼吸器を用いた人工呼吸の適用や方法について、令和５年３月 31 日付け

消防救第 86 号消防庁救急企画室長通知を踏まえた教育を実施していますか。１つ選んでくだ

さい。 

 

  

救急救命士に対してのみ、地域メ
ディカルコントロール協議会等に

おいて教育を実施している
1.3％(9本部)

救急救命士に対してのみ、消防本部
において教育を実施している

4.7％(34本部)

救急救命士に対してのみ、各隊
において教育を実施している

6.7％(48本部)

救急隊員全般に対して、地域メ
ディカルコントロール協議会等
において教育を実施している

1.8％(13本部)

救急隊員全般に対して、
消防本部において教育を

実施している
15.0％(108本部)

救急隊員全般に対して、各隊
において教育を実施している

28.5％(205本部)

教育を実施していない
40.0％(288本部)

その他
2.1％(15本部)

問44 自動式人工呼吸器を用いた人工呼吸の適用や方法について、
令和５年３月31日付け消防救第86号消防庁救急企画室長通知を踏まえた教育を実施しているか<単数回答>

N=720
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問 45 貴本部の電動ストレッチャー導入状況について、１つ選んでください。 

 

 

 

問 45－01 問 45 で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。実際に運用を開始

して、電動ストレッチャーが有用と考えられる理由として、該当するものをすべて選んでく

ださい。 

 

  

導入している
14.4％(104本部)

導入を予定している
24.4％(176本部)

導入について検討した結果、必要性
は感じているが、導入予定はない

36.0％(259本部)

導入について検討した結果、必要性
は感じておらず、導入予定はない

10.1％(73本部)

導入について検討してお
らず、導入予定はない

11.3％(81本部)

その他
3.8％(27本部)

問45 電動ストレッチャー導入状況<単数回答>

N=720

98.1

63.5

55.8

1.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急隊員の負担軽減のため(n=102)

女性救急隊員等の活躍推進のため(n=66)

救急活動上の安全対策の向上のため(n=58)

その他(n=1)

問45－01 電動ストレッチャーが有用と考えられる理由<複数回答>
N = 104
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問 45－01（１） 問 45－01 で「１．救急隊員の負担軽減のため」を選択した方にお聞きし

ます。手動ストレッチャーに比べて電動ストレッチャーが活用できる場面や運用方法等を具

体的にご記入ください。 

 

         N=102 

・ ストレッチャーを上げたり下げたりする動作において負担が軽減

される。 

・ 持ち上げ時、荷重による隊員の負担軽減 

・ 大柄な傷病者の車内収容等の隊員の負担の軽減 

・ 全ての救急現場で活用している。 

・ 外国人対応が多く、大柄な体格の傷病者に有効である。 

・ 高重量の傷病者を容易にストレッチャーの上げ下げが実施でき

た。 

・ 傷病者の体格が大きかった場合、容易に昇降することができる。 

・ 患者の移送 

・ 坂道などの搬入 

・ 四輪駆動による水平移動が安全である。 

・ 手動ストレッチャーと同様の活用だが腰への負担が軽減された。 

・ 高さ調整が自由（無段階）でよい。 

・ 通常の活動で使用するほか、傷病者が大柄であり手動式ストレッ

チャーで対応が困難であることが予測される場合、電動ストレッ

チャー積載の救急車を出動させることを考慮している。 

・ 女性や再任用職員の配置された隊 

・ 隊員の腰痛予防 

・ 積載車両を主として運用している。 

・ 傷病者の上げ下ろし、病院内搬送時、院内のベッドに高さを合わ

せるひと手間など、処々での負担軽減 

・ 活用の際の上げ下げに力を入れることなく、傷病者を安全に、安

定を保ちストレッチャーを上昇させられる。 

・ 電動ストレッチャーの場合、座位にしたときには全長を短縮でき

るため、エレベーターを使用する現場において、これまでのスト

レッチャーでは入らなかったエレベーターでも電動ストレッチャ

ーだと入れることができるケースが増えた。その結果、サブスト

レッチャーの使用頻度が減り、救急隊員の身体的負担軽減につな

がっている。 

・ 出動件数の多い隊への配置 

・ 地面が凍結している現場での操作時 

 

他 

        （重複等を一部要約）  
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問 45－01（２） 問 45－01 で「２．女性救急隊員等の活躍推進のため」を選択した方にお

聞きします。手動ストレッチャーに比べて電動ストレッチャーが活用できる場面や運用方法

等を具体的にご記入ください。 

 

         N=66 

・ ストレッチャーの持ち上げ下げ、乗車、降車の際に力を要しない。 

・ 持ち上げ時、荷重による隊員の負担軽減 

・ 手動では収容できなかった傷病者の搬送 

・ 体格が小さい隊員でも、傷病者の体格を気にせず活動できる。 

・ 女性隊員の体格に合わせて高さ調節ができる。 

・ 傷病者の体重によって男性隊員とストレッチャー操作を変わらな

くても活動可能 

・ 活用の際の上げ下げに力を入れることなく、傷病者を安全に、安

定を保ちストレッチャーを上昇させられる。 

・ 女性や再任用職員の配置された隊 

・ ストレッチャー操作をメインで行う機関員に女性隊員を充てられ

る。 

・ 身長が低い隊員が操作する場面 

・ 手動ストレッチャーで体重の重い傷病者を昇降する際は、男性２

人で頭側と足側に入り、女性は間に入らなければ難しいケースが

多かったが、電動ストレッチャーの導入により、女性隊員でも簡

易に昇降や移動をできるようになった。女性隊員が救急隊員とし

て選任されている所属に導入し、運用している。 

 

他 

        （重複等を一部要約） 
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問 45－01（３） 問 45－01 で「３．救急活動上の安全対策の向上のため」を選択した方に

お聞きします。手動ストレッチャーに比べて電動ストレッチャーが活用できる場面や運用方

法等を具体的にご記入ください。 

 

         N=58 

・ 手動ストレッチャーに比べて転倒の危険が少ない。 

・ 上げ下げの際に手を滑らせて急な落下等の危険がない。 

・ 体重過多の傷病者のストレッチャー操作時の安全性が向上され

た。 

・ 操作時、ストレッチャーの足部分（エクスチェンジ）が出ないな

どの不具合がない。 

・ ストレッチャーの高さを変更する際の安定性の向上、足場の悪い

場所での車内収容時に安定性向上 

・ CPRポジションを自由な位置にできる。 

・ 体重の重い傷病者でも安全に操作ができる。 

・ 持ち上げる時や車内収容する際に、誤って転倒させるなどのリス

クが軽減する。 

・ 傷病者を乗せた状態でのストレッチャー操作時の転落防止 

・ 電動ストレッチャーは、車内への収納・降車が自動化されている

ため、人力による搬送時におこりうる落下などのリスクを回避で

きる。これにより、傷病者の安全がより確実に確保される。さら

に、高さの調節や車内への出し入れの際の振動が少ないため、搬

送中の安全管理が徹底される。 

・ 凹凸がある路面での搬送の際に安定した移動が可能である。また、

小回りがきくため狭隘部分でもスムーズな移動が可能である。病

院に収容する際、病院のベッドの高さに合わせることができるた

め、傷病者の安全に移動できる。 

他 

        （重複等を一部要約） 
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問 45－01（４） 問 45－01 で「４．その他」を選択した方にお聞きします。その内容を、

活用場面や運用方法等も含めて具体的にご記入ください。 

 

         N=１ 

・ ボタンでの単純な操作 高齢期職員の活躍 

 

 

問 45－02 問 45 で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。電動ストレッチャ

ーを用いた活動において、課題はありますか。１つ選んでください。 

 

  

ある
58.7％(61本部)

ない
41.3％(43本部)

問45－02 電動ストレッチャーを用いた活動における課題<単数回答>

N=104
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問 45－03 問 45－02 で「１．ある」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入くださ

い。 

 

         N=61 

・ 積雪時に移動困難となることもある。 

・ ストレッチャー自体が重いため、段差などの対応に苦慮する場面

がある。 

・ 未舗装路での移動が困難 

・ 斜面や積雪路面での使用方法 

・ 電動のため不具合があった際の対応 

・ 機器の更新等が必要かどうか、メンテナンスをどのようにしたら

よいか。 

・ 故障時の対応、ストレチャー事体が重い。 

・ 各部の使用上の破損。雪道での携行 

・ 狭所（エレベーター等）での搬送時、使用に制限がある。 

・ 保育器が装着できない。 

・ 台座がない分、ストレッチャーの高さが低く感じる。CPA時の胸圧

にストレスを感じる。 

・ 救急車の停車場所が傾斜地（前輪が後輪より下がる）の場合、ス

トレッチャーのタイヤが地面に接地しない。 

・ 重量が重すぎ、小回りがきかない。 

・ ストレッチャーの重量が手動に比べれば重いため山道等の悪路に

は向かない。 

・ 救急現場でいきなり故障した際の対処が不安視される。 

・ ストレッチャーを出す際、傾斜によりうまく出せない時がある。 

・ 維持費（バッテリー代及び修繕費） 

・ 電動ストレッチャーが重く段差を越える時持ち上げられない。 

・ 救急車内での左右の移動が出来ないため、活動に工夫が必要な場

合がある。 

他 

        （重複等を一部要約） 
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問 45－04 問 45 で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。電動ストレッチャ

ーの普及における課題はありますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 45－05 問 45－04 で「１．ある」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入くださ

い。 

 

         N=77 

・ 導入コスト及びメンテナンスコストが高額 

・ 維持費（バッテリー代及び修繕費） 

・ 重量（ストレッチャー・ファスナー）が重い。救急車の最大積載重

量がギリギリで積載資器材を選択する必要がある。 

・ 軽量化 

・ 保育器搬送時の対応方法の確立（医療機関への対応依頼等） 

・ サブストレッチャーが使用できない。 

・ 積雪時の運用 

・ 左右スライドの導入 

・ 故障が起きた際の対応 

・ 救急車内での左右の移動が出来ないため、活動に工夫が必要な場

合がある。 

他 

        （重複等を一部要約） 

  

ある
74.0％(77本部)

ない
26.0％(27本部)

問45－04 電動ストレッチャーの普及における課題<単数回答>

N=104
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問 45－06 問 45 で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。導入している救急

車の台数をご記入ください。（半角数字、単位：台） 

 

 

 

問 45－07 問 45 で「２．導入を予定している」もしくは「３．導入について検討した結

果、必要性は感じているが、導入予定はない」を選択した方にお聞きします。理由として該

当するものをすべて選んでください。 

 

  

73.1

20.2

2.9 1.9 1.9
 0%

 20%

 40%

 60%

 80%

 100%

１台(n=76) ２台(n=21) ３台(n=3) ４台(n=2) ５台以上(n=2)

問45－06 電動ストレッチャーを導入している救急車の台数<数量回答>
N = 104

97.0

81.4

55.9

4.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急隊員の負担軽減のため(n=422)

女性救急隊員等の活躍推進のため(n=354)

救急活動上の安全対策の向上のため(n=243)

その他(n=18)

問45－07 電動ストレッチャーを必要とする理由<複数回答>
N = 435
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問 45－08 問 45 で「２．導入を予定している」を選択した方にお聞きします。貴本部にお

ける電動ストレッチャーの導入に際し、課題として考えられる点について該当するものをす

べて選んでください。 

 

 

 

問 45－08（その他） 問 45－08 で「６．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=７ 

・ 電動ストレッチャーの重量が重く救急車の重量制限があるため、

積載資機材に制限が出てくる。 

・ 車内活動スペースの確保 

・ 部署位置から現場まで距離がある場合不便 

・ 勾配や傾斜のある地盤面での傷病者収容等 

・ 全隊（車）完全移行までの取り扱い周知不足による事故やトラブ

ルなど 

・ 本体そのものの費用、ランニングコスト、メンテナンスコストが

高すぎるため継続しての導入はできない。 

 

他 

        （重複等を一部要約） 

  

90.9

63.6

26.1

26.7

38.6

4.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

費用に関する課題(n=160)

トラブル時、故障時の対応への懸念(n=112)

積雪時の対応への懸念(n=46)

高規格救急車への積載、救急車との適合性への課題・懸念
(n=47)

機動力、重さへの懸念(n=68)

その他(n=7)

問45－08 導入予定の場合、電動ストレッチャーの導入に際しての課題<複数回答>
N = 176
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問 45－09 問 45 で「３．導入について検討した結果、必要性は感じているが、導入予定は

ない」を選択した方にお聞きします。貴本部における電動ストレッチャーの導入に際し、課

題として考えられる点について該当するものをすべて選んでください。 

 

  

98.8

50.2

22.0

26.3

40.2

3.5

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

費用に関する課題(n=256)

トラブル時、故障時の対応への懸念(n=130)

積雪時の対応への懸念(n=57)

高規格救急車への積載、救急車との適合性への課
題・懸念(n=68)

機動力、重さへの懸念(n=104)

その他(n=9)

問45－09 必要性は感じるが導入の予定はない場合、電動ストレッチャーの導入に際しての課題
<複数回答>

N = 259
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問 45－09（その他） 問 45－09 で「６．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=９ 

・ 企業努力による初期導入コストやランニングコストの削減 

・ 地域性の特徴として狭隘な場所が多く、利用できる状況が少ない

ことが考えられる。 

・ 坂道での事故が懸念される。 

・ 資器材の統一 

・ 道路状況が悪いところが多く、持ち上げ使用することが多いため。 

・ 本体重量が重くサブストレッチャーがないため、担架としての搬

送が困難 

・ 整備されていない悪路での運用への懸念 

・ 近隣消防本部で導入実績がないため、時期尚早感がある。 

・ 必要性を感じているが、導入消防本部がまだ少なく動向を見なが

ら検討している。 

・ 補助金基準額の増額 ・導入推進の根拠（女性活躍推進による国の

通知など） 

 

 

 

問 45－10 問 45 で「４．検討した結果、必要性は感じておらず、導入予定はない」を選択

した方にお聞きします。必要性を感じない理由について、該当するものをすべて選んでくだ

さい。 

  

84.9

58.9

19.2

16.4

63.0

16.4

2.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

費用に関する課題(n=62)

トラブル時、故障時の対応への懸念(n=43)

積雪時の対応への懸念(n=14)

高規格救急車への積載、救急車との適合性への課題(n=12)

機動力、重さへの懸念(n=46)

メリットを感じていない(n=12)

その他(n=2)

問45－10 電動ストレッチャーの必要性を感じない理由<複数回答>
N = 73
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13．都道府県連携協議会の参画状況について 

問 46 都道府県連携協議会の参画状況についてお聞きします。貴本部は参画していますか。

１つ選んでください。 

 

 

 

問 46－01 問 46 で「１．参画している」を選択した方にお聞きします。協議事項の内容に

ついて、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

参画している
21.7％(156本部)

参画していない
78.3％(564本部)

問46 都道府県連携協議会への参画状況<単数回答>

N=720

65.4

33.3

43.6

57.7

48.1

55.8

57.1

19.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

移送先の決定方法(n=102)

移送時の医師同乗等に関する事項(n=52)

移送にかかる費用(n=68)

移送後の消毒や健康管理等(n=90)

移送に関連した感染性廃棄物の処理費用(n=75)

移送に係る感染防止資器材の負担に関する事項(n=87)

救急現場で移送対象となる感染症患者と判明した場合の対応
(n=89)

その他(n=31)

問46－01 都道府県連携協議会での協議事項<複数回答>
N = 156
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14．労務管理について 

問 47 近年全国的に救急件数が増加傾向となっておりますが、救急隊の労務管理について取

り組んでいますか。また、現状、取り組んでいない本部は今後取り組む予定はありますか。

１つ選んでください。※ 

 

  

 
※日勤救急隊を運用している場合は、必ず「１．取り組んでいる」を選択。 

取り組んでいる
66.8％(481本部)

今後取り組む予定である（検討中含む）
17.2％(124本部)

取り組む予定はない
15.6％(112本部)

以前は取り組んでいたが、現在は取り
組んでおらず、取り組む予定もない

0.4％(3本部)

問47 救急隊の労務管理についての取組を実施しているか、また取り組む予定はあるか<単数回答>

N=720
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問 47－01 問 47 で「１．取り組んでいる」を選択した方にお聞きします。どのような取組

を実施していますか。取組内容について、近しいものをすべて選んでください。 

 

  

24.3

34.7

26.2

40.3

20.6

26.4

23.3

6.7

13.9

11.4

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

日勤救急隊の運用 (n=117)

消防隊との入れ替え（ジョブローテーション）(n=167)

救急隊の入れ替え（出動件数の多い隊と少ない隊の標準化）
(n=126)

病院やコンビニでの休憩や買い物を可とする(n=194)

出動過多による休憩時間を確保し一時的に出動不能時間とする
(n=99)

累積出動時間や累積出動距離による隊員の入れ替え(n=127)

署などに救急隊を２隊配置しローテーションでの出動(n=112)

転院搬送など専任の救急隊配置(n=32)

救急隊の増隊(n=67)

その他(n=55)

問47－01 救急隊の労務管理についての取組内容<複数回答>
N = 481
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問 47－01(１） 問 47－01 で「１．日勤救急隊の運用」を選択した方にお聞きします。日勤

救急隊の隊数をご記入ください。（半角数字、単位：隊） 

 

 

 

問 48 全ての本部にお聞きします。今後、新たに取り組みたい内容について、該当するもの

をすべて選んでください。 

 
  

81.2

13.7

1.7 0.9 0.9 1.7
 0%

 20%

 40%

 60%

 80%

 100%

１隊(n=95) ２隊(n=16) ３隊(n=2) ４隊(n=1) ５隊(n=1) ６隊以上(n=2)

問47－01（１） 日勤救急隊の隊数<数量回答>
N = 117

42.1

13.1

16.0

17.1

9.4

16.5

12.2

18.3

20.8

18.1

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

日勤救急隊の運用 (n=303)

消防隊との入れ替え（ジョブローテーション）(n=94)

救急隊の入れ替え（出動件数の多い隊と少ない隊の標準化）
(n=115)

病院やコンビニでの休憩や買い物を可とする(n=123)

出動過多による休憩時間を確保し一時的に出動不能時間とする
(n=68)

累積出動時間や累積出動距離による隊員の入れ替え(n=119)

署などに救急隊を２隊配置しローテーションでの出動(n=88)

転院搬送など専任の救急隊配置(n=132)

救急隊の増隊(n=150)

その他(n=130)

問48 救急隊の労務管理について今後取り組みたい内容<複数回答>
N = 720
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15．患者等搬送事業者について 

問 49 貴本部で患者等搬送事業者の認定基準（都道府県統一の基準も含む）を定めています

か。１つ選んでください。 

 

 

 

問 49－01 問 49 で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。現在認定をしている

患者等搬送事業者はありますか。１つ選んでください。 

 

  

定めている
73.9％(532本部)

定めていない
26.1％(188本部)

問49 患者等搬送事業者の認定基準（都道府県統一の基準も含む）を定めているか<単数回答>

N=720

ある
76.1％(405本部)

ない
23.9％(127本部)

問49－01 現在認定している患者等搬送事業者はあるか<単数回答>

N=532
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問 49－02 問 49－01 で「１．ある」を選択した方にお聞きします。認定事業者の運用実態

をどの程度把握していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 49－03 問 49－01 で「１．ある」を選択した方にお聞きします。認定している患者等搬

送事業者について、広く住民に認知してもらうための広報（ホームページ掲載等）を実施し

ていますか。１つ選んでください。 

 

  

すべて把握している
61.7％(250本部)

一部把握している
36.0％(146本部)

把握していない
2.2％(9本部)

問49－02 認定事業者の運用実態をどの程度把握しているか<単数回答>

N=405

実施している
57.3％(232本部)

実施していない
42.7％(173本部)

問49－03 認定している患者等搬送事業者について、広く住民に認知してもらうための
広報（ホームページ掲載等）を実施しているか<単数回答>

N=405
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問 49－04 問 49－03 で「２．実施していない」を選択した方にお聞きします。今後、広報

を実施する予定はありますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 49－05 問 49 で「２．定めていない」を選択した方にお聞きします。今後、認定基準を

作成し認定事業を実施する予定はありますか。１つ選んでください。 

 

  

実施に向け作業中
21.4％(37本部)

実施する予定はない
78.6％(136本部)

問49－04 今後、認定している患者等搬送事業者の広報を実施する予定はあるか<単数回答>

N=173

作成中
4.3％(8本部)

検討中
18.6％(35本部)

作成予定はない
77.1％(145本部)

問49－05 患者等搬送事業者の認定事業を実施する予定はあるか<単数回答>

N=188
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16．転院搬送について 

問 50 貴本部における救急出動件数に占める転院搬送の割合を踏まえ、転院搬送についての

現状認識として近いものを１つ選んでください。 

 

  

全国平均を上回っており、救急業務を
ひっ迫していると考えている

28.9％(208本部)

全国平均を上回っているが、関係
機関との合意形成の下運用してい
るものであり、特段の問題はない

と考えている
10.3％(74本部)

全国平均を上回っているが、救急業
務をひっ迫しておらず、特段の問題

はないと考えている
12.5％(90本部)

全国平均並みであるが、救急業務を
ひっ迫していると考えている

7.1％(51本部)

全国平均並みであるが、関係機関との合
意形成の下運用しているものであり、特

段の問題はないと考えている
3.8％(27本部)

全国平均並みであるが、救急業
務をひっ迫しておらず、特段の

問題はないと考えている
5.4％(39本部)

全国平均を下回っているが、
救急業務をひっ迫していると

考えている
12.5％(90本部)

全国平均を下回っており、関係機
関との合意形成の下運用している
ものでもあり、特段の問題はない

と考えている
9.3％(67本部)

全国平均を下回っており、救急業務もひっ迫して
おらず、特段の問題はないと考えている

9.2％(66本部)

その他
1.1％(8本部)

問50 転院搬送についての現状認識<単数回答>

N=720



 

212 

問 51 「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」（平成 28 年３月 31 日付け消

防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏まえ、地域において、救急業務として転院搬

送を実施する場合のルールを策定していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 52 改訂された、「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」（令和７年６月

30 日付け消防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏まえ、地域において、救急業務と

して転院搬送を実施する場合のルールを策定・改訂していますか。１つ選んでください。 

 

  

策定済み
34.4％(248本部)

策定について検討中
4.3％(31本部)策定について、今後、検討予定

14.0％(101本部)

策定の予定はない
44.2％(318本部)

その他
3.1％(22本部)

問51 「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」（平成28年３月31日付け
消防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏まえ、地域において、

救急業務として転院搬送を実施する場合のルールを策定しているか<単数回答>

N=720

策定・改訂済み
10.1％(73本部)

策定・改訂について検討中
7.8％(56本部)

策定・改訂について、今後、
検討予定

23.8％(171本部)

策定・改訂の予定はない
55.7％(401本部)

その他
2.6％(19本部)

問52 改訂された、「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」
（令和７年６月30日付け消防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏まえ、地域において、

救急業務として転院搬送を実施する場合のルールを策定・改訂しているか<単数回答>

N=720
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問 53 転院搬送に使用する病院救急車の導入及び運行体制の整備を促進するため、有償・無

償にかかわらず、消防機関で使用を終えた救急車を医療機関に引き渡す取組を実施していま

すか。１つ選んでください。 

 

  

実施している
24.2％(174本部)

実施していないが、今後、
検討予定

9.9％(71本部)
実施しておらず、今のところ検討

予定はない
66.0％(475本部)

問53 転院搬送に使用する病院救急車の導入及び運行体制の整備を促進するため、
有償・無償にかかわらず、消防機関で使用を終えた救急車を

医療機関に引き渡す取組を実施しているか<単数回答>

N=720
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17．感染症（感染防止対策用資器材の備蓄状況・新型インフルエンザ対応）

について 

問 54 感染症（新型インフルエンザ等）に備えて、感染防止対策用資器材を備蓄しています

か。１つ選んでください。 

 

  

備蓄している
79.6％(573本部)

備蓄していない
20.4％(147本部)

問54 感染症（新型インフルエンザ等）に備えて、感染防止対策用資器材を備蓄しているか<単数回答>

N=720
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問 54－01 問 54 で「１．備蓄している」を選択した方にお聞きします。備蓄している資器

材について、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

90.4

89.7

59.7

92.3

84.6

85.3

67.0

57.8

18.2

57.8

34.9

10.3

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

感染防止衣（上衣）(n=518)

感染防止衣（下衣）(n=514)

全身つなぎ型の感染防止衣(n=342)

N95マスク(n=529)

サージカルマスク(n=485)

感染防止手袋(n=489)

ゴーグル又はフェイスシールド(n=384)

シューズカバー(n=331)

アームカバー(n=104)

消毒用エタノール(n=331)

次亜塩素酸ナトリウム(n=200)

その他(n=59)

問54－01 備蓄している資器材<複数回答>
N = 573
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18．救急隊の体制について 

問 55 貴本部では、PA 連携を実施していますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 55－01 問 55 で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。PA 連携出場の要件

について、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

実施している
86.9％(626本部)

実施していないが、実施を検討している
2.4％(17本部)

実施しておらず、検討予定もない
10.7％(77本部)

問55 PA連携を実施しているか<単数回答>

N=720

84.0

66.6

58.3

95.0

87.1

5.3

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

CPA事案（疑い含む）(n=526)

CPA事案（疑い含む）以外の重症度・緊急度が高いと予測され
る事案(n=417)

重症度・緊急度に関わらず、救急隊の現場到着が遅延すると予
測される事案(n=365)

搬送支援が必要となる事案(n=595)

安全管理が必要となる事案(n=545)

その他(n=33)

問55－01 PA連携出場の要件<複数回答>
N = 626
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問 55－02 問 55 で「３．実施しておらず、検討もしていない」を選択した方にお聞きしま

す。その理由として該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 56 日勤救急隊 ※を導入、又は、検討していますか。１つ選んでください。 

 

  

 
※この設問では、日勤救急隊とは、特定の時間帯に運用する救急隊をいいます。 

45.5

41.6

33.8

37.7

14.3

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

人員不足のため(n=35)

救急隊員の増員で対応しているため(n=32)

現体制での実施が困難であるため(n=26)

兼任運用のため(n=29)

その他(n=11)

問55－02 PA連携出場を実施しておらず、検討もしていない理由<複数回答>
N = 77

導入している
18.2％(131本部)

導入していないが、導入を
予定している

15.8％(114本部)導入しておらず、導入予定もない
66.0％(475本部)

問56 日勤救急隊を導入、又は、検討しているか<単数回答>

N=720
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問 56－01 問 56 で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。何隊導入していま

すか。ご記入ください。（半角数字、単位：隊）※ 

 

 

 

問 56－02 問 56 で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊を導入

した経緯として主たる理由を１つ選んでください。 

 

  

 
※令和７年８月１日時点。 

80.9

13.7

2.3 0.8 0.8 1.5
 0%

 20%

 40%

 60%

 80%

 100%

１隊(n=106) ２隊(n=18) ３隊(n=3) ４隊(n=1) ５隊(n=1) ６隊以上(n=2)

問56－01 日勤救急隊の隊数<数量回答>
N = 131

救急隊員の多様な働き方の推進のため
16.0％(21本部)

救急件数増大への需要対策のため
75.6％(99本部)

その他
8.4％(11本部)

問56－02 日勤救急隊を導入した経緯として主たる理由<単数回答>

N=131



 

219 

問 56－03 問 56－02 で「２．救急件数増大による需要対策のため」を選択した方にお聞き

します。24 時間対応の救急隊ではなく、日勤救急隊を導入した理由を具体的にご記入くださ

い。 

 

         N=99 

・ 24時間対応の救急隊を整備した場合、人員不足及び仮眠室増設な

どによる経費負担増大が考えられるため。 

・ 24時間帯として運用する人員の確保が困難であった。 

・ 日中時間帯の救急需要対策のため。 

・ 対応可能な人員により運用するため。 

・ 24時間対応の救急隊では最低、12名（３交代）の人員増が生じ仮

眠室などの環境整備も必要となるため。 

・ 年間を通して救急需要が多い時間帯「デイタイム」運用すること

により、出動態勢を強化し、現場到着時間の短縮が期待されるた

め。 

・ 救急件数の多い所属の PA 兼務隊に平日日中のみ日勤救急隊を導

入することで救急需要に対応する。 

・ 本部職員で構成しているため。 

・ 転院搬送に特化した救急隊なので、転院搬送がある日中をカバー

できる日勤救急隊とした。 

・ 転院搬送が出動件数の１割を占め、転院搬送の８割は日勤帯に発

生しているため。 

・ 定年延長や再任用職員を編成し運用することで、日中の転院搬送

隊として救急需要の対策としている。 

・ 定年延長職員、女性職員の働き方改革のため。 

・ フレックスタイム勤務者や再任用職員の有効活用 

・ 救急件数の増加に伴い、令和７年 10 月１日から当直１隊増隊を２

か年計画（職員採用による増員、車両の増車）を予定しており、初

任教育の卒業に合わせ、令和６年 10月１日から、当直１隊増隊ま

での経過措置として日勤救急隊を運用している。 

・ 消防局全体の出動傾向として、夜間帯を含めた 24時間で急激に件

数が増減することがない。しかし、A地区と B地区に関しては、夜

間帯には半分程度の出動件数と減少することから、ピークオフピ

ーク運用を行い、日勤救急隊の導入効果を測ることが望ましいと

考えた。 

他 

        （重複等を一部要約） 
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問 56－04 問 56 で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊の年間

の運用方法を１つ選んでください。 

 

 

 

問 56－05 問 56 で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊の救急

隊員について、どのような職員を配置していますか。該当するものをすべて選んでくださ

い。 

 

  

通年運用している
32.8％(43本部)

期間を限定している
（例：７～９月のみなど）

5.3％(7本部)

曜日を限定している
50.4％(66本部)

その他
11.5％(15本部)

問56－04 日勤救急隊の年間の運用方法<単数回答>

N=131

41.2

21.4

2.3

6.1

75.6

22.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

定年後の再任用職員(n=54)

育児短時間勤務職員(n=28)

介護短時間勤務職員(n=3)

産後の短時間勤務職員(n=8)

フルタイム勤務職員(n=99)

その他(n=29)

問56－05 日勤救急隊の救急隊員について、どのような職員を配置しているか<複数回答>
N = 131
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問 56－06 問 56 で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊導入に

よる効果（変化）として該当するものをすべて選んでください。 

 

  

51.1

44.3

22.9

77.9

51.9

6.9

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

入電から現場到着時間の短縮(n=67)

出動件数の平準化(n=58)

平均出動時間の短縮(n=30)

日中時間帯の稼働率の低下による24時間救急隊の負担軽減
(n=102)

多様な働き方の創出(n=68)

その他(n=9)

問56－06 日勤救急隊導入による効果<複数回答>
N = 131
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問 56－07 問 56 で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊の導

入・活用について、特徴的な取組や工夫があれば、その内容について、具体的にご記入くだ

さい。（例）配備署所を時期や曜日によって需要の多い場所に機動的に変更している、消防

本部管轄内であれば署所にとらわれずに出動している、退役予定だった救急車を再整備して

利用している、AI を使って配備場所の検討を実施している等 

 

         N=131 

・ 日勤救急隊の適切で効果的な配置場所について検証中であり、期

間を分けて様々な署所に配置し効果を検証している。 

・ 救急需要が増大する７～８月、12月～１月の８時 45分～17時 15

分（平日のみ）運用している。 

・ １年を通じて 365日運用している。 

・ 署所への移動待機を可能としている。 

・ 退役予定だった救急車を再整備し利用している。 

・ 管轄を持たない救急隊として運用する。主に転院搬送に対応する。

また、管轄救急隊が出動した際の２番手として出動するなど柔軟

に対応している。 

・ 出動の多い管轄をカバーできるよう配置している。 

・ 再任用職員２名と現役の救急救命士１名で日勤救急隊を編成す

る。 

・ 24時間隊が派遣型でワークステーション実習を実施し、派遣した

署所に日勤救急隊を配置することで、病院実習の負担軽減、出動

件数の平準化及び１隊増えることによる現場到着時間の短縮を図

っている。 

・ 救急需要の増加した 11月については、日勤救急隊を週５日の稼働

から、土曜日も含めた週６日の稼働を行った。また、日勤救急隊

を救急車空白地域へ移動配備することで機動的な運用を行った。 

・ 救急救命士が充実して配置されている日勤救急隊は、搬送先が決

定している転院搬送には出動せず通常の救急出動に対応してい

る。 

・ 退役予定だった救急車を既設流用してしている。 

・ 常用救急隊が全隊出動した場合に、事案をトリアージして重症事

案に出動 

・ 出場件数が最も多い署に配置 

・ 育児短時間勤務を考慮 

・ ICT を用いた需要予測に基づき、配備場所を時期や曜日によって

需要が多いと予想される管内の消防署（分署）へ配備する機動日

勤救急隊の運用 

・ 管内の救急稼働率が 75%かつ、市内の救急稼働率が 75%で、隊員等
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の編成が可能な場合 

・ 配備署所を時期や曜日によって需要の多い場所に機動的に変更し

ている。 

・ 一定条件を満たした場合に空白地域となった地域への機動運用を

している。 

・ 優先的にドクターカーのピックアップ隊として運用 

・ 病院での救命士継続教育実習者の乗務及び日勤希望救命士の配置 

・ 同乗実務実習の開始 

・ 火災等で救急車待機が少ない地域に移動配備 

・ 年間の救急出場件数が 3,000 件前後の救急隊が配置されている消

防署所のうち、庁舎のスペース、周辺の救急隊の救急出場件数等

を考慮の上、決定している。 

・ 件数の多い署に配置している。 

他 

        （重複等を一部要約） 

 

 

問 56－08 問 56 で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊導入や

運用に際して、貴本部における課題や懸念事項と考えるものについて、該当するものをすべ

て選んでください。 

 

  

30.5

67.2

22.9

52.7

6.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

適正な運用時間(n=40)

職員の確保(n=88)

日勤救急隊の超過勤務発生頻度(n=30)

研修受講や休暇取得時の編成(n=69)

その他(n=8)

問56－08 日勤救急隊導入や運用に際する課題や懸念事項<複数回答>
N = 131
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問 56－09 問 56 で「２．導入していないが、導入を予定している」を選択した方にお聞き

します。日勤救急隊の導入を検討している主な理由を１つ選んでください。 

 

 

 

問 56－10 問 56 で「３．導入しておらず、導入予定もない」を選択した方にお聞きしま

す。導入しない理由について、該当するものをすべて選んでください。 

 
  

救急隊員の多様な働き方を推進するため
28.9％(33本部)

救急件数増大への需要対策のため
68.4％(78本部)

その他
2.6％(3本部)

問56－09 日勤救急隊の導入を検討している理由<単数回答>

N=114

37.5

13.1

5.3

52.6

12.2

9.7

11.8

12.0

5.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急出動件数から導入する必要性が乏しいため(n=178)

日勤救急隊ではなく24時間救急隊の導入を優先しているため
(n=62)

導入したいが、日勤救急隊を新設する予算が認められなかっ
たため(n=25)

導入したいが、日勤救急隊を新設するための職員が不足して
いるため(n=250)

導入したいが、日勤救急隊を新設するための救急自動車が不
足しているため(n=58)

導入したいが、日勤救急隊を新設するための救急自動車に備
える資器材が不足しているため(n=46)

導入したいが、導入による効果が予測しにくいため(n=56)

導入・運用にあたり、管理・調整業務が煩雑になるため(n=57)

その他(n=27)

問56－10 日勤救急隊を導入しない理由<複数回答>
N = 475
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問 57 貴本部の管内について、救急はひっ迫していると考えますか。１つ選んでください。 

 

 

 

問 57－01 問 57 で「１．ひっ迫していると考える」もしくは「２．どちらかというとひっ

迫していると考える」を選んだ方にお聞きします。その理由として該当するものをすべて選

んでください。 

 

  

ひっ迫していると考える
17.4％(125本部)

どちらかというとひっ迫していると考える
30.3％(218本部)

どちらでもない
36.0％(259本部)

どちらかというとひっ迫して
いないと考える

8.9％(64本部)

ひっ迫していないと考える
7.5％(54本部)

問57 救急はひっ迫しているか<単数回答>

N=720

61.8

17.5

35.0

39.7

14.9

9.0

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

需要に対し救急車・救急隊が相対的に少ないため(n=212)

需要に対し救急車の台数は十分だが、救急隊の数が少ないため
(n=60)

地域の医療提供体制から、病院の選定に時間がかかっているた
め(n=120)

地域の医療提供体制から、病院の受け入れが困難になっている
ため(n=136)

医療機関に到着後、病院への引継ぎ完了までに時間がかかって
いるため(n=51)

その他(n=31)

問57－01 救急がひっ迫していると考える理由<複数回答>
N = 343



 

226 

問 57－01（その他） 問 57－01 で「６．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=31 

・ 転院搬送件数が全体の 25％を占めており、基本搬送先が遠距離と

なり１出動にかかる出動時間が長くなり、体制維持に苦慮してい

る。 

・ 本市の人口年齢構成（令和６年 12 月末）で 65 歳以上が 41.7%を

占め、人口１万人当たりの救急出動件数が令和５年中は 719.9 件、

令和６年中は 722.4 件であり、他都市と比較しても高い傾向にあ

るため。 

・ 脳疾患及び整形疾患の傷病者を他市への搬送となるため、長時間

の拘束 

・ 救急隊活動記録票の記入に時間を要しているため。 

・ 搬送先医療の殆どが管轄外にあり、搬送時間の延伸もあるため。 

・ 遠方搬送等による救急出動可能台数の減少 

・ 高齢者率の上昇 

・ 医療機関自体が少ない。循環器対応できる病院がない。 

・ 管内に手術可能な医療機関がなく結果転院搬送が多い。 

・ 市内に救急受け入れ可能な医療機関がなく、99％市外搬送となり

搬送に時間が掛かるため。 

・ 地域の医療体制から搬送時間が長く、救急車不在な時があるため。 

・ 長距離の搬送となりその間の救急隊の不足があるため。 

・ 病院の受入れに偏りが生じる。 

・ 県内管轄外や県外に搬送することも多く、管内に救急隊が不在と

なる時間があるため。 

・ 管外搬送が多く１事案当たりの活動時間が延伸する傾向があるた

め。 

・ 市街地の救急件数が多く、郊外の救急隊から補完をしてもらう状

態である。 

・ 時期によって医療機関の受け入れが困難となる。 

・ 需要に対し台数は十分だが、管轄地域が広いため、１事案に時間

がかかる。 

・ 救急車の台数及び救急隊の数は十分だが、出動件数が増加してい

る。 

・ 救急救命士１名乗車体制のことが多いため。 

他 

        （重複等を一部要約） 
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問 57－02 問 57 で「１．ひっ迫していると考える」もしくは「２．どちらかというとひっ

迫していると考える」を選んだ方にお聞きします。その理由として、最も大きいと考えるも

のを１つ選んでください。 

 

 

 

問 57－03 問 57 で「４．どちらかというとひっ迫していないと考える」もしくは「５．ひ

っ迫していないと考える」を選択した方にお聞きします。理由として、該当するものをすべ

て選んでください。 

 

  

需要に対し救急車・救急隊が
相対的に少ないため

51.3％(176本部)

需要に対し救急車の台数は十分
だが、救急隊の数が少ないため

11.4％(39本部)

地域の医療提供体制から、病院の
選定に時間がかかっているため

6.1％(21本部)

地域の医療提供体制から、病院の
受け入れが困難になっているため

23.0％(79本部)

医療機関に到着後、病院への引継ぎ完
了までに時間がかかっているため

1.7％(6本部)

その他
6.4％(22本部)

問57－02 救急がひっ迫していると考える最も大きい理由<単数回答>

N=343

89.0

39.8

34.7

24.6

1.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

需要に対し救急車の台数、救急隊の隊数が十分であるため
(n=105)

地域の医療提供体制から、病院の選定が迅速であるため(n=47)

地域の医療提供体制から、病院の受け入れ体制が充実している
ため(n=41)

医療機関に到着後、医療機関側の協力もあり、病院への引継ぎ
完了までが速やかであるため(n=29)

その他(n=2)

問57－03 救急がひっ迫していないと考える理由<複数回答>
N = 118
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問 58 貴本部では、救急隊の隊数の検討等にあたり、救急需要の将来推計を実施しています

か。１つ選んでください。 

 

 

 

問 59 貴本部では、救急隊の４名編成を実施していますか。１つ選んでください。※ 

 

  

 
※救急隊の編成とは、１つの救急隊として出動する人数のことを指します。 

実施している
24.3％(175本部)

実施していないが、実施の
必要性を感じている

51.0％(367本部)

実施していないし、実施の
必要性を感じない

24.7％(178本部)

問58 救急隊の隊数の検討等にあたり、救急需要の将来推計を実施しているか<単数回答>

N=720

一部の救急隊で実施している
44.6％(321本部)

全ての救急隊で実施している
4.6％(33本部)実施していないが、検討予定である

2.6％(19本部)

実施しておらず、検討予定もない
48.2％(347本部)

問59 救急隊の４名編成を実施しているか<単数回答>

N=720
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問 59－01 問 59 で「１．一部の救急隊で実施している」を選択した方にお聞きします。４

名編成とした理由について、該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 59－02 問 59 で「２．全ての救急隊で実施している」を選択した方にお聞きします。４

名編成とした理由について、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

5.6

43.3

30.5

29.0

19.0

75.4

8.7

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

労務管理（救急隊内でのローテーションなど）のため(n=18)

救急活動（処置・観察等）の質を向上させるため(n=139)

多様な現場（急病や災害現場、多数傷病者等）へ対応するため
(n=98)

救急活動の安全性（車両運行、傷病者搬送時等）を向上させる
ため(n=93)

教育・指導のため(n=61)

重症事案等に対する救命率の向上を目指すため(n=242)

その他(n=28)

問59－01 一部の救急隊で４名編成とした理由<複数回答>
N = 321

6.1

45.5

24.2

27.3

15.2

93.9

6.1

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

労務管理（救急隊内でのローテーションなど）のため(n=2)

救急活動（処置・観察等）の質を向上させるため(n=15)

多様な現場（急病や災害現場、多数傷病者等）へ対応するため
(n=8)

救急活動の安全性（車両運行、傷病者搬送時等）を向上させる
ため(n=9)

教育・指導のため(n=5)

重症事案等に対する救命率の向上を目指すため(n=31)

その他(n=2)

問59－02 全ての救急隊で４名編成とした理由<複数回答>
N = 33
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問 59－03 問 59 で「１．一部の救急隊で実施している」もしくは「２．全ての救急隊で実

施している」を選択した方にお聞きします。どのような場合に、救急隊を４名体制としてい

ますか。１つ選んでください。 

 

  

常時
5.6％(20本部)

CPA事案
62.7％(222本部)

CPA事案ではないが重症や
高緊急と考えられる事案

12.4％(44本部)

その他
19.2％(68本部)

問59－03 どのような場合に、救急隊を４名体制としているか<単数回答>

N=354
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問 59－03（その他） 問 59－03 で「４．その他」を選択した方にお聞きします。具体的に

ご記入ください。 

 

         N=68 

・ 救急救命士の就業前教育カリキュラムとして編成している。 

・ CPA 事案、緊急度重症度が高い事案及び当直隊長が必要と判断し

た事案 

・ 新人救命士の教育 

・ CPA事案及び CPA事案ではないが重症や高緊急と考えられる事案 

・ 当番人員に余裕がある場合 

・ PA連携が必要な事案の際に消防隊が出動不能な場合、または、搬

送補助の場合は４名編成 

・ 原則４名体制とし、乗り換え運用のため当日の勤務人員や編成状

況により困難な場合は３名体制となる。 

・ 指導的立場の救命士による OJT 

・ 新採用職員の教育のため。 

・ 山岳地帯の積雪時等で搬送時の安全性を向上させる場合 

・ マンパワーが必要な場合で隊の判断による 

・ 積雪時等の搬送支援、大柄な方の搬送支援 

・ 多様な現場（急病や災害現場、多数傷病者等）へ対応するため。 

・ 人数の問題で PA連携としてポンプ隊が出せない時のみ 

・ CPA事案及び重症や高緊急が考えられる事案 

・ ４名乗車できる署所において CPA等で対応している。 

・ 兼務隊（分遣所）の勤務人数により４名編成になることがある。 

・ 出張所隊が常時（４名体制） 

・ CPA 事案については、PA 連携を行っており、傷病者搬送時に消防

隊から１名救急車に同乗し、４名体制で搬送することがある。 

・ 初任科教育を終了した職員に対し、一定期間実施している。 

・ ３階以上の建物 

・ 本署では人員に余裕があれば CPA 疑いで４名出動。一部出張所の

日勤帯においては、CPA疑い、交通、救助事案等で４名出動 

・ PA連携が即時困難な場合や、安全管理者を要す場合 

・ 特定の傷病者（人工呼吸器等の資機材の搬送が必要な傷病者等）

に対応するため。 

・ PA連携ができない場合や気象条件が悪い状況での活動の安全管理

強化のため。 

他 

        （重複等を一部要約） 

  



 

232 

問 59－04 問 59 で「３．実施していないが、検討予定である」を選択した方にお聞きしま

す。４名編成を検討している理由について、該当するものをすべて選んでください。 

 

 

 

問 59－05 問 59 で「４．実施しておらず、検討予定もない」を選択した方にお聞きしま

す。実施していない理由について、該当するものをすべて選んでください。 

 

  

26.3

68.4

52.6

42.1

31.6

68.4

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

労務管理（救急隊内でのローテーションなど）のため(n=5)

救急活動（処置・観察等）の質を向上させるため(n=13)

多様な現場（急病や災害現場、多数傷病者等）へ対応するた
め(n=10)

救急活動の安全性（車両運行、傷病者搬送時等）を向上させ
るため(n=8)

教育・指導のため(n=6)

重症事案等に対する救命率の向上を目指すため(n=13)

その他(n=0)

問59－04 ４名編成を検討している理由<複数回答>
N = 19

20.5

66.6

22.2

9.5

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

必要性を感じないため(n=71)

必要性は感じるが、救急隊を増員するための人員がいないため
(n=231)

導入効果が不明確で、判断する情報が不足しているため(n=77)

組織内で救急隊員の増員に対する優先度が低いため(n=33)

問59－05 ４名編成を実施していない理由<複数回答>
N = 347
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問 60 貴本部では、２名以上の救急救命士が搭乗している救急隊を運用していますか。１つ

選んでください。 

 

 

 

問 60－01 問 60 で「１．常時（24 時間 365 日）、すべての隊で救急救命士２名以上で運用

している」、「２．常時（24 時間 365 日）ではないが、すべての隊で２名以上で運用してい

る」、「３．一部の隊で救急救命士２名以上で運用している」のいずれかを選択した方にお

聞きします。救急救命士２名以上を搭乗させることにより期待する効果として該当するもの

をすべて選択してください。 

 

  

常時（24時間365日）、すべての隊で
救急救命士２名以上で運用している

2.2％(16本部)

常時（24時間365日）では
ないが、すべての隊で２
名以上で運用している

26.0％(187本部)

一部の隊で救急救命士２名以上で
運用している

60.4％(435本部)

救急救命士は１名で運用している
5.7％(41本部)

その他
5.7％(41本部)

問60 ２名以上の救急救命士が搭乗している救急隊を運用しているか<単数回答>

N=720

94.8

94.4

86.8

93.6

68.7

87.8

0.5

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

救急救命士１名に係る応急処置（救急救命処置含む）の
負担軽減(n=605)

特定行為等の実施精度・安全性の向上(n=602)

特定行為等の実施率の向上(n=554)

判断や処置の迅速化(n=597)

救急隊員（救急救命士含む）の育成、教育(n=438)

重症事案等での救命率の向上(n=560)

その他(n=3)

問60－01 救急救命士２名以上を搭乗させることにより期待する効果<複数回答>
N = 638
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問 60－02 問 60 で「４．救急救命士は１名で運用している」と選択した方にお聞きしま

す。救急救命士２名以上で運用していない理由について、該当するものをすべて選んでくだ

さい。 

 

 

 

問 60－03 問 60 で「４．救急救命士は１名で運用している」を選択した方にお聞きしま

す。今後、救急救命士の２名以上体制の導入について検討予定はありますか。１つ選んでく

ださい。 

 

  

9.8

26.8

78.0

9.8

7.3

 0%  20%  40%  60%  80%  100%

消防庁が示す基準上、１名で充足するため(n=4)

現在の体制（救急救命士１名以上）で支障がないため
(n=11)

出動内容から救急救命士の活躍の場が少ないため必要性を
感じないため(n=0)

救急救命士有資格者数が足りないため(n=32)

資格取得にかかる財政的制約があるため(n=4)

救急救命士を２名以上搭乗させた際の効果が不明確なため
(n=0)

その他(n=3)

問60－02 救急救命士２名以上で運用していない理由<複数回答>
N = 41

導入について検討予定がある
4.9％(2本部)

導入の検討予定はないが、国や
都道府県から方針が示されれば

検討したい
80.5％(33本部)

導入の検討予定はなく、国
や都道府県から方針が示さ

れても検討しない
9.8％(4本部)

その他
4.9％(2本部)

問60－03 今後、救急救命士の２名以上体制の導入について検討予定はあるか<単数回答>

N=41
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問 61 貴本部では、救急救命士が３名以上搭乗している救急隊を運用していますか。１つ選

んでください。 

 

  

常時（24時間365日）、すべての隊で救急
救命士３名以上で運用している

0.0％(0本部)

常時（24時間365日）ではないが、
すべての隊で３名以上で運用している

4.9％(35本部)

一部の隊で救急救命士３名以上で
運用している

48.6％(350本部)

その他
46.5％(335本部)

問61 貴本部では、救急救命士が３名以上搭乗している救急隊を運用しているか<単数回答>

N=720
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19．在宅医療との連携について 

問 62 地域の在宅医療に関する協議の場に参加していますか。１つ選んでください。 

 

参加している
42.5％(306本部)

参加していないが、今後参加を予定している
6.5％(47本部)

参加しておらず、検討の予定もない
51.0％(367本部)

問62 地域の在宅医療に関する協議の場に参加しているか<単数回答>

N=720
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	問02　貴協議会の令和７年度の予算は、どこが負担していますか。該当するものをすべて選んでください。

	02．協議会の開催状況について
	問03　令和６年度に開催された貴協議会では、どのような議題が取り上げられましたか。該当するものをすべて選んでください。
	問04　「救急搬送体制及び救急医療体制に係る調整」に関して、貴協議会は具体的にどのような役割を担っていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問05　貴協議会は、消防法第35条の８に定める協議会として位置付けられていますか。１つ選んでください。

	03．オンラインメディカルコントロールについて
	問06　貴協議会では、各地域におけるオンラインメディカルコントロール体制の充実に向け、各地域メディカルコントロール協議会に対し、状況確認（ヒアリング）や支援等の取組を実施していますか。１つ選んでください。
	問07　貴協議会では、都道府県内の複数の地域メディカルコントロール協議会間の連携に関して、必要に応じて調整等を実施していますか。１つ選んでください。

	04．事後検証について
	問08　貴協議会では、医師による事後検証を実施していますか。１つ選んでください。
	問08－01　問08で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。医師による事後検証のフィードバックは主にどのように実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問09　事後検証体制整備のための消防本部、地域メディカルコントロール協議会への取組として該当するものをすべて選んでください。
	問10　貴協議会では、消防法第35条の５に定める「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準（以下「実施基準」という。）」に基づく傷病者の搬送及び受入れ状況に関し、地域メディカルコントロール協議会からの報告を受けていますか。１つ選んでください。
	問10－01　問10で「１．定期的に受けている（都道府県メディカルコントロール協議会と地域メディカルコントロール協議会が同一の場合を含む）」を選択した方にお聞きします。報告を受けた結果から、消防法第35条の８に定める協議会と連携して、必要に応じて実施基準の見直しに係る検討を実施していますか。１つ選んでください。

	05．指導救命士について
	問11　貴協議会では、指導救命士を認定していますか。１つ選んでください。
	問11－01　問11で「１．認定している」もしくは「２．認定していないが、今後の認定に向けて検討中」を選択した方にお聞きします。貴協議会における指導救命士の認定要件について、該当するものをすべて選んでください。
	問11－02　問11－01で「３．特定行為について、一定の施行経験を有する者」を選択した方にお聞きします。特定行為の経験数等の要件について、具体的にご記入ください。
	問11－03　問11－01で「３．特定行為について、一定の施行経験を有する者」を選択していない方にお聞きします。一定の施行経験を要件に含んでいない理由として該当するものをすべて選んでください。
	問11－04　問11－01で「５．消防署内の現任教育、講習会等での教育指導、学会での発表など、教育指導や研究発表について豊富な経験を有する者」を選択した方にお聞きします。教育指導や研究発表の経験の要件について、具体的にご記入ください。
	問11－05　問11－01で「５．消防署内の現任教育、講習会等での教育指導、学会での発表など、教育指導や研究発表について豊富な経験を有する者」を選択していない方にお聞きします。教育指導や研究発表の経験を要件に含んでいない理由として該当するものをすべて選んでください。
	問12　貴協議会における指導救命士の活用状況について、該当するものをすべて選んでください。
	問12（その他）　問12で「15．その他」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入ください。
	問13　貴協議会における指導救命士認定後の任期（更新を妨げないものも含む）の考え方について、該当するものをすべて選んでください。
	問13（その他）　問13で「４．その他の事由に基づき任期が設定されている」を選択した方にお聞きします。その他の事由を具体的にご記入ください。
	問13－01　問13で「１．期間による任期が設定されている」を選択した方にお聞きします。任期をご記入ください。（半角数字、単位：年）
	問14　貴協議会における指導救命士の認定の更新にあたり、何らか要件を設定していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問15　貴協議会において、指導救命士の運用（活躍の場や役割）や、質の維持向上を図るための取組を実施していますか。該当するものをすべて選んでください（完全に一致しなくても、趣旨が近い項目があれば選択してください）。
	問15（８）　問15で「８．指導救命士に対する教育（研修・実習等）を実施している」を選択した方にお聞きします。取組の内容を具体的にご記入ください。

	06．救急救命士の再教育について
	問16　貴協議会では、指導救命士が実施した『日常的な教育』について、再教育時間に含まれることを要綱等で定めていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問17　貴協議会では、所属する消防本部において、２年間で128時間以上の再教育を履修している運用救急救命士数（運用２年未満を除く）を把握していますか。１つ選んでください。
	問18　再教育体制（通信指令員への教育も含む）整備のために実施している、消防本部、地域メディカルコントロール協議会への取組として該当するものをすべて選んでください。

	07．傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施について
	問19　傷病者は心肺停止状態であるが、家族等の関係者から傷病者本人が心肺蘇生を望んでいないとの意思を示された場合について、何らかの対応方針を定めていますか。１つ選んでください。1F※
	問19－01　問19で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。その内容はどのようなものですか。１つ選んでください。
	問19－02　問19で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。対応方針の見直しを実施していますか。１つ選んでください。
	問19－03　問19で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。対応方針の検討の場に参加したのはどのような職種の方ですか。該当するものをすべて選んでください。
	問19－04　問19で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施事案を事後検証の対象としていますか。１つ選んでください。
	問19－05　問19－04で「１．全事例検証の対象としている」もしくは「２．必要に応じて検証の対象としている」を選択した方にお聞きします。検証はどのような場で実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問19－06　問19－04で「１．全事例検証の対象としている」もしくは「２．必要に応じて検証の対象としている」を選択した方にお聞きします。事後検証の場に参加したのはどのような職種の方ですか。該当するものをすべて選んでください。
	問19－07　問19で「２．定めていない」を選択した方にお聞きします。今後、方針策定の予定はありますか。１つ選んでください。
	問20　市区町村（衛生主管部局・福祉部局等）からのACP、地域包括ケアシステムへの議論の場への参加の求めがありますか。１つ選んでください。
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	01．地域メディカルコントロール協議会の体制について
	問01　貴協議会の構成員について、該当するものをすべて選んでください。
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	問05　「救急搬送体制及び救急医療体制に係る調整」に関して、貴協議会は具体的にどのような役割を担っていますか。該当するものをすべて選んでください。

	03．オンラインメディカルコントロールについて
	問06　貴協議会でのオンラインメディカルコントロール（以下、「オンラインMC」という）に関する取組についてお聞きします。該当するものをすべて選んでください。
	問07　貴協議会では、オンラインMCの指示要請先を定めていますか。１つ選んでください。
	問07－01　問07で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。貴協議会で定める指示要請先として該当するものをすべて選んでください。
	問07－02　問07－01で「２．予め指示要請を受けるものとして搬送先によらず固定された医療機関」もしくは「３．搬送先医療機関」を選択した方にお聞きします。貴協議会では、医療機関内で指示医師にできるだけ速やかにつながるよう、体制の確保や工夫に取り組んでいますか。１つ選んでください。
	問07－03　問07－02で「１．取り組んでいる」を選択した方にお聞きします。具体的な内容をご記入ください。
	問08　貴協議会では、指示医師の資格等の要件を定めていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問09　貴協議会では、指示医師等に対する教育・研修を実施していますか。１つ選んでください。
	問09－01　問09で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。年間あたりの実施回数をご記入ください。（半角数字、単位：回）
	問09－02　問09で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。教育・研修はどのような形態で実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問10　貴協議会では、救急活動プロトコルについて、どのように定めていますか。１つ選んでください。
	問11　貴協議会では、他の地域メディカルコントロール協議会との連携や調整を図っていますか。連携や調整を図っている項目として該当するものをすべて選んでください。

	04．事後検証について
	問12　貴協議会では、医師による事後検証を実施していますか。１つ選んでください。
	問12－01　問12で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。事後検証の基準はどのように定めていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問12－02　問12で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。医師による事後検証のフィードバックはどのように実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問12－02（その他）　問12－02で「５．その他」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入ください。
	問13　貴協議会では、医師から救急救命処置等の指示がなされた事案について、事後検証結果を指示医師全体へフィードバックしていますか。１つ選んでください。
	問14　貴協議会では、事後検証結果に基づき必要に応じて救急活動プロトコルの見直しを実施していますか。１つ選んでください。

	05．評価指標を用いたPDCAの取組について
	問15　貴協議会では、消防法35条の５に定める「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」に基づく傷病者の搬送及び受入れ状況に関し、消防本部及び医療機関の情報に基づく分析、都道府県メディカルコントロール協議会への定期的な報告を実施していますか。１つ選んでください。
	問16　貴協議会では、「救急業務におけるメディカルコントロール体制の更なる充実強化について（令和３年３月26日付け消防救第97号消防庁救急企画室長通知）」において示したように、メディカルコントロール体制のPDCAのための評価指標を設定していますか。１つ選んでください。
	問16－01　問16で「１．指標を設定している」もしくは「２．指標は設定していないが、救急活動に関する統計等の情報集約や分析は実施している」を選択した方にお聞きします。現在の指標の項目（集約・分析している統計等の項目）について、該当するものをすべて選んでください。
	問16－01（その他）　問16－01で「13．その他」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入ください。
	問16－02　問16で「１．指標を設定している」もしくは「２．指標は設定していないが、救急活動に関する統計等の情報集約や分析は行っている」を選択した方にお聞きします。指標の測定結果や統計等の分析結果等に基づき、地域の状況に応じてメディカルコントロール体制の見直しを実施していますか。１つ選んでください。

	06．指導救命士について
	問17　貴協議会における指導救命士の活用状況について、該当するものをすべて選んでください。
	問18　貴協議会において、指導救命士の運用（活躍の場や役割）や、質の維持向上を図るための取組を実施していますか。該当するものをすべて選んでください（完全に一致しなくても、趣旨が近い項目があれば選択してください）。
	問19　指導救命士の活用について、特徴的、効果的な取組を実施している場合、取組の内容を具体的にご記入ください。

	07．救急救命士の再教育について
	問20　貴協議会における、救急救命士等の教育に係る取組についてお聞きします。実施している取組として該当するものをすべて選んでください。
	問20－01　問20で「１．救急救命士の再教育のカリキュラム策定に関わっている」、「２．救急隊員の教育のカリキュラム策定に関わっている」、「３．通信指令員の教育のカリキュラム策定に関わっている」のいずれかを選択した方にお聞きします。それらの策定は指導救命士を介して実施していますか。１つ選んでください。
	問21　貴協議会では、救急救命士の再教育において実施すべき項目を定めていますか。１つ選んでください。
	問22　貴協議会では、指導救命士が行った『日常的な教育』について、再教育時間に含まれることを要綱等で定めていますか。１つ選んでください。
	問23　貴協議会では、所属する消防本部において、２年間で128時間以上の再教育を履修している運用救急救命士数（運用２年未満を除く）を把握していますか。１つ選んでください。
	問24　貴協議会では、病院実習の実施方法について、どのように決めていますか。１つ選んでください。
	問25　救急救命士の再教育における病院実習について、履修・経験すべき手技、症例等について、貴協議会で検討を実施していますか。１つ選んでください。
	問26　救急救命士の再教育における病院実習について、貴協議会において、実習を受ける医療機関の選定、調整、依頼を実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問27　救急救命士が最新の医療技術を学び、処置の技術・質を維持・向上するため、病院で一定期間の実習を行い医師の指導・教育を受けることは、引き続き必要と考えますか。１つ選んでください。

	08．通信指令員等への救急に係る教育について
	問28　貴協議会では、通信指令員（119番通報に対応する職員）に対して救急に係る教育等を実施していますか。１つ選んでください。
	問28－01　問28で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。貴協議会では、通信指令員への教育に関して、消防庁が作成した「通信指令員の救急に係る教育テキスト（追補版を含む）」を活用していますか。１つ選んでください。
	問29　貴協議会では、口頭指導要領を作成していますか。１つ選んでください。
	問30　貴協議会では、口頭指導に係る事後検証を実施していますか。１つ選んでください。

	09．傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施について
	問31　傷病者は心肺停止状態であるが、家族等の関係者から傷病者本人が心肺蘇生を望んでいないとの意思を示された場合について、何らかの対応方針を定めていますか。１つ選んでください。3F※
	問31－01　問31で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。その内容はどのようなものですか。１つ選んでください。
	問31－02　問31で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。対応方針の見直しを実施していますか。１つ選んでください。
	問31－03　問31で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。対応方針の検討の場に参加したのはどのような職種の方ですか。該当するものをすべて選んでください。
	問31－04　問31で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施事案を事後検証の対象としていますか。１つ選んでください。
	問31－05　問31－04で「１．全事例検証の対象としている」もしくは「２．必要に応じて検証の対象としている」を選択した方にお聞きします。検証はどのような場で実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問31－06　問31－04で「１．全事例検証の対象としている」もしくは「２．必要に応じて検証の対象としている」を選択した方にお聞きします。事後検証の場に参加したのはどのような職種の方ですか。該当するものをすべて選んでください。
	問31－07　問31で「２．定めていない」を選択した方にお聞きします。今後、方針策定の予定はありますか。１つ選んでください。
	問32　市区町村（衛生主管部局・福祉部局等）からのACP、地域包括ケアシステムへの議論の場への参加の求めがありますか。１つ選んでください。
	問32－01　問32で「１．ある」を選択した方にお聞きします。ACP、地域包括ケアシステムへの議論の場に参加されましたか。１つ選んでください。
	問32－02　問32－01で「１．参加した」を選択した方にお聞きします。DNARについて議論されていましたか。１つ選んでください。

	10．転院搬送について
	問33　「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」（平成28年３月31日付け消防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏まえ、貴地域では、救急業務として転院搬送を実施する場合のルールを策定していますか。１つ選んでください。
	問34　改訂された、「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」（令和７年６月30日付け消防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏まえ、貴地域では、救急業務として転院搬送を実施する場合のルールを策定・改訂していますか。１つ選んでください。
	問35　転院搬送における管内の医療機関の病院救急車の活用実態について把握していますか。１つ選んでください。
	問36　貴協議会では、転院搬送における管内の医療機関の病院救急車の活用促進について、取組を実施していますか。１つ選んでください。
	問36－01　問36で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。取組の内容を具体的にご記入ください。

	11．安全管理について
	問37　貴協議会では、救急隊の救急業務中に発生した、又は発生しそうになったインシデントや医療有害事象等に対して、協議会の医師の関与の下、原因を究明し、再発防止策を策定する体制又は要領はありますか。１つ選んでください。


	Ⅴ　消防本部　対象調査
	01．救急ワークステーションについて
	問01　貴本部では、救急ワークステーションを運用していますか。１つ選んでください。
	問01－01　問01で、「１．常設型（ドクターカー同乗研修あり）で運用している」、「２．常設型（ドクターカー同乗研修なし）で運用している」、「３．派遣型（ドクターカー同乗研修あり）で運用している」、「４．派遣型（ドクターカー同乗研修なし）で運用している」、「５．常設型と派遣型（両方あるいはどちらかの型でドクターカー同乗研修あり）で運用している」、「６．常設型と派遣型（両方の型ともドクターカー同乗研習なし）で運用している」のいずれかを選択した方にお聞きします。救急ワークステーションに指導救命士を配置...
	問01－02　問01－01で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。指導救命士は救急ワークステーションでどのような役割を担っていますか。該当するものをすべて選んでください。

	02．指導救命士について
	問02　貴本部では、指導救命士を配置していますか。１つ選んでください。
	問02－01　問02で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部では、要綱等で指導救命士の立場を明記していますか。１つ選んでください。
	問02－02　問02で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。本部における、指導救命士の配置又は配置予定等について該当する状況を１つ選んでください。
	問02－03　問02で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。救命士等指導部署（救急ワークステーション等）に関して、指導救命士の配置又は配置予定等について該当する状況を１つ選んでください。
	問02－04　問02で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。すべての消防署に関して、指導救命士の配置又は配置予定等について該当する状況を１つ選んでください。
	問02－05　問02－04で「２．すべての消防署に配置予定」もしくは「３．すべての消防署には配置予定はない」を選択した方にお聞きします。一部の消防署に関して、指導救命士の配置又は配置予定等について該当する状況を１つ選んでください。
	問02－06　問02で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。指導救命士の配置先に該当するものをすべて選んでください。
	問02－07　問02で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部における指導救命士は、対外的な業務に関し、どのような役割を果たしていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問02－08　問02で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部における指導救命士は、消防本部内における業務に関し、どのような役割を果たしていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問02－09　問02－08で「１．救急隊員生涯教育に関する企画・運営（年間計画の策定、研修会の開催等）」、「２．救急救命士への研修・指導（主にOJTにおける救急救命士再教育の指導）」、「３．救急隊員への研修・指導・評価」、「４．救急ワークステーションでの研修・指導」、「５．教育担当者への助言」のいずれかを選択した方にお聞きします。貴本部における指導救命士は、救急隊員等の教育に関し、どのような立場に位置付けられていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問02－10　問02－08で「２．救急救命士への研修・指導（主にOJTにおける救急救命士再教育の指導）」を選択した方にお聞きします。貴本部における指導救命士は、救急救命士の日常教育について、具体にどのようなことを実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問02－11　問02－08で「３．救急隊員への研修・指導・評価」を選択した方にお聞きします。貴本部における指導救命士は、救急隊員の日常教育について、具体にどのようなことを実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問02－12　問02で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部においては、現在の指導救命士の配置による隊員教育等の効果について、どのように感じていますか。１つ選んでください。
	問02－13　問02－12で「３．あまり有効ではない」もしくは「４．全く有効ではない」を選択した方にお聞きします。理由について該当するものをすべて選んでください。
	問02－14　問02で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。指導救命士制度の課題について、貴本部で該当するものをすべて選んでください。
	問02－15　問02で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部における、指導救命士数をご記入ください。（半角数字、単位：人）4F※
	問02－16　問02で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部において、指導救命士数は充足していますか。１つ選んでください。
	問02－17　問02－16で「２．充足していない」を選択した方にお聞きします。貴本部において、指導救命士が充足していると言える指導救命士数をご記入ください。（半角数字、単位：人）
	問02－18　問02－16で「２．充足していない」を選択した方にお聞きします。どの場面で指導救命士が不足していると感じますか。該当するものをすべて選んでください。
	問02－19　問02で「１．配置している」を選択した方にお聞きします。貴本部において、指導救命士の待遇等について、該当するものをすべて選んでください。
	問03　貴本部では、運用救命士何人に対して指導救命士を１名配置することが理想的と考えるか、ご記入ください。
	問04（救急隊数）　貴本部における、救急隊数をご記入ください。（半角数字、単位：隊）5F※
	問04（救急隊員数）　貴本部における、救急隊員数をご記入ください。（半角数字、単位：人）6F※
	問04（運用救命士数）　貴本部における、運用救命士数をご記入ください。（半角数字、単位：人）7F※
	問04（運用救命士のうち、救急救命士法第34条第４号該当施設で修業し資格を取得した救命士数）　貴本部における運用救命士のうち、救急救命士法第34条第４号該当施設で修業し資格を取得した救命士数をご記入ください。（半角数字、単位：人）8F※
	問05　貴本部において、指導救命士の運用（活躍の場や役割）や、質の維持向上を図るための取組を実施していますか。該当するものをすべて選んでください（完全に一致しなくても、趣旨が近い項目があれば選択してください）。

	03．救急救命士の再教育について
	問06　貴本部では、国が示す再教育の実施時間数（２年間で128時間以上・運用２年未満を除く）を運用救急救命士に履修させていますか。１つ選んでください。
	問06－01　問06で「２．履修させている（病院実習を48時間以上履修させ、日常教育と合わせて128時間以上を満たす）」もしくは「３．履修させていない（病院実習を48時間以上履修させているが、日常教育と合わせて128時間を満たさない）」を選択した方にお聞きします。病院実習の実施時間として近いものを１つ選んでください。
	問06－02　問06で「４．履修させていない（日常教育を80時間相当（80時間以上含む）履修させているが、病院実習が48時間未満又は未実施）」もしくは「５．履修させていない（病院実習、日常教育ともに不足又は未実施）」を選択した方にお聞きします。病院実習48時間未満又は病院実習未実施の要因として、該当するものをすべて選んでください。
	問07　救急救命士の再教育のうち、病院実習（２年間48時間以上）に係る時間について、どのように感じますか。１つ選んでください。
	問08　貴本部では、「救急救命士の再教育に係る病院実習の手引」の細目にある実習項目について、病院実習で十分に実施できていると考えるものがありますか。該当するものをすべて選んでください。
	問09　貴本部では、現在の病院実習により必要な技術・知識が十分に習得できていると考えますか。１つ選んでください。
	問09－01　問09で「３．どちらかと言えば思わない」もしくは「４．思わない」を選択した方にお聞きします。理由に該当するものをすべて選んでください。
	問10　救急救命士の技能を維持・向上し、特定行為等に係る確実性や安全性を確保するためには、病院実習をどのように活用すべきと考えますか。該当するものをすべて選んでください。
	問11　病院実習で医師の指導を受ける機会が必要であると考えますか。１つ選んでください。
	問12　救急救命士の再教育の病院実習について、病院との実習の受け入れ調整はどこが実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問13　救急救命士の再教育の病院実習について、病院との受け入れ調整について、どのような工夫をしていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問14　貴本部における病院実習の受け入れ先は次のうちどれですか。該当するものをすべて選んでください。

	04．通信指令員への救急に係る教育・研修について
	問15　貴本部では、通信指令員に対して救急に係る教育・研修を実施していますか。１つ選んでください。
	問15－01　問15で「３．実施していない」を選択した方にお聞きします。実施していない理由として該当するものをすべて選んでください。

	05．口頭指導の事後検証について
	問16　貴本部では、通信指令員の指令業務（口頭指導を要する事案）について事後検証を実施していますか。１つ選んでください。
	問16－01　問16で「１．実施している（口頭指導の実施の有無にかかわらず）」もしくは「２．実施している（口頭指導を実施した事案のみ）」を選択した方にお聞きします。口頭指導の事後検証について、地域メディカルコントロール協議会は関わっていますか。１つ選んでください。
	問16－02　問16で「４．実施する予定はない」を選択した方にお聞きします。事後検証を実施しない理由は何ですか。１つ選んでください。

	06．AED関係について
	問17　貴本部では、通信指令システムにAEDの設置場所に関する情報を登録していますか。１つ選んでください。
	問17－01　問17で「１．登録している」を選択した方にお聞きします。口頭指導でAEDが必要な場合、AEDの設置場所に関する情報を活用していますか。１つ選んでください。（例）現場周辺のAED設置場所を確認し、移動指示を実施している。

	07．応急手当の普及啓発について
	問18（普通救命講習Ⅰ）　貴本部では、「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱（平成５年３月30日付け消防救第41号）」に定める「普通救命講習Ⅰ」について、要綱等に定めていますか。１つ選んでください。
	問18（応急手当普及員講習（Ⅰ又はⅡ））　貴本部では、「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱（平成５年３月30日付け消防救第41号）」に定める「普通救命講習Ⅰ」について、要綱等に定めていますか。１つ選んでください。
	問18－01　問18（普通救命講習Ⅰ）で「２．定めていない」を選択した方にお聞きします。定めていない理由として、該当するものをすべて選んでください。
	問18－02　問18（応急手当普及員講習（Ⅰ又はⅡ））で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。現に教員職にある者に対して、応急手当普及員講習を実施していますか。１つ選んでください。
	問18－03　問18－02で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。現に教員職にある者に対する応急手当普及員講習の、直近３年間の受講人数をご記入ください。（半角数字、単位：人）9F※
	問18－04　問18－02で「２．実施していない」を選択した方にお聞きします。実施していない理由は何ですか。１つ選んでください。
	問19　貴本部では、小・中・高等学校への応急手当の実習等に関し、消防本部と教育機関とが連携した計画的な取組を実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問20　貴本部では、応急手当の受講者数を増加させるため、広報の工夫等の取組を実施していますか。実施している取組として該当するものをすべて選んでください。
	問21　貴本部では、応急手当WEB講習（e－ラーニング）を活用していますか。１つ選んでください。
	問21－01　問21で「１．活用している（消防庁の応急手当WEB講習）」もしくは「２．活用している（独自のWEB講習コンテンツ）」を選択した方にお聞きします。貴本部において、e－ラーニングを取り入れている講習として、該当するものをすべて選んでください。
	問21－02　問21で「３．必要性を感じているが、活用できていない」を選択した方にお聞きします。理由は何ですか。該当するものをすべて選んでください。
	問21－03　問21で「４．必要性を感じておらず、活用していない」を選択した方にお聞きします。理由は何ですか。該当するものをすべて選んでください。
	問22　応急手当の更なる普及には、何が重要であると考えますか。該当するものをすべて選んでください。
	問23　貴本部では、バイスタンダーに向けてどのようなサポートを実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問24　貴本部では、バイスタンダーから応急手当の実施に関してどのような相談を受けたことがありますか。該当するものをすべて選んでください。
	問24－01　問24で「１．心的なストレスに関する相談を受けたことがある」を選択した方にお聞きします。心的なストレスの相談を受ける頻度はどれくらいですか。１つ選んでください。
	問25　心的なストレスに関する相談について、保健所や精神保健福祉センターといった専門機関への紹介体制など、専門機関との連携体制を構築していますか。該当するものを１つ選んでください。
	問26　貴本部では、応急手当の実施率を増加させるためのツール（アプリ等）を導入していますか。１つ選んでください。
	問26－01　問26で「１．導入している」もしくは「２．導入予定・検討している」を選択した方にお聞きします。該当するものをすべて選んでください。
	問27　貴本部では、講習受講者の増加や、応急手当の実施率の向上につながる、市民向けの制度を実施していますか。該当するものをすべて選んでください。

	08．緊急度判定体系の普及のための取組について
	問28　119番通報時の緊急度判定についてお聞きします。貴本部では、119番通報時に緊急度判定を実施していますか。１つ選んでください。 （例）以下の取組を実施している場合は「１．実施している」を選択してください。 ・入電順ではなく、119番通報内容により出場指令の順番を入れ替えたことがある。 ・現場からの距離順ではなく、119番通報内容により出場させる救急隊を選択したことがある。 ・119番通報内容により緊急度が高いと判断した場合に救急隊以外の部隊を増強している。
	問28－01　問28で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。119番通報時の緊急度判定について、貴本部においてどのような基準の周知を図っていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問28－02　問28－01で「５．基準は設けていない（個人の判断等）」を選択した方にお聞きします。その理由について、該当するものをすべて選んでください。
	問28－03　問28で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。緊急度判定を消防本部で実施するにあたり、実施方法について地域メディカルコントロール協議会の承認を得ていますか。１つ選んでください。
	問28－04　問28で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。通信指令室において、119番通報時の緊急度判定時にICT等を活用した緊急度判定ツールを使用していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問28－05　問28で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。119番通報時の緊急度判定結果を検証していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問28－06　問28で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。119番通報時の緊急度判定に関する教育を実施していますか。１つ選んでください。
	問29　救急現場における緊急度判定についてお聞きします。貴本部では、救急現場で緊急度判定を実施していますか。１つ選んでください。 （例）以下の取組を実施している場合は「１．実施している」を選択してください。 ・傷病者観察結果により緊急度を推し測り、活動方針、選定医療機関、消防機関以外の社会的資源の活用（電話相談窓口、民間救急等）等を決定している。
	問29－01　問29で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。救急現場の緊急度判定について、消防本部においてどのような基準の周知を図っていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問29－02　問29－01で「５．基準は設けていない（個人の判断等）」を選択した方にお聞きします。その理由について、該当するものをすべて選んでください。
	問29－03　問29で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。緊急度判定を消防本部で実施するにあたり、実施方法や運用方法について地域メディカルコントロール協議会の確認を得ていますか。１つ選んでください。
	問29－04　問29で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。救急現場の緊急度判定時にICT等を活用した緊急度判定ツールを使用していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問29－05　問29で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。救急現場の緊急度判定に関する教育を実施していますか。１つ選んでください。
	問30　貴本部では、「重症事案対応隊の確保及び救急隊員の労務管理について（令和６年４月３日付消防救第106号消防庁救急企画室長通知）」において示したように、重症事案対応隊の確保を実施していますか。１つ選んでください。
	問30－01　問30で「３．未実施であり、実施を検討していない」を選択した方にお聞きします。重症事案対応隊の確保の実施を検討していない理由として該当するものをすべて選んでください。

	09．外国人傷病者への対応について
	問31　訪日外国人のための救急車利用ガイドについてお聞きします。貴本部では、救急車利用ガイドについて、周知を図っていますか。１つ選んでください。
	問31－01　問31で「１．周知を図っている」を選択した方にお聞きします。周知方法について該当するものをすべて選んでください。
	問31－02　問31で「２．周知を図っていない」を選択した方にお聞きします。周知を図っていない理由を１つ選んでください。
	問32　救急隊の外国語対応についてお聞きします。貴本部では、傷病者と外国語での円滑なコミュニケーションを図るための取組を実施していますか。１つ選んでください。
	問32－01　問32で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。貴本部では、どのような取組を実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問32－02　問32で「２．実施していない」を選択した方にお聞きします。実施していない理由を１つ選んでください。
	問33　貴本部では、外国人傷病者の対応が可能な医療機関を把握していますか。１つ選んでください。
	問33－01　問33で「１．把握している」を選択した方にお聞きします。具体的に把握している内容をすべて選んでください。
	問34　貴本部では、外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト10F※を活用していますか。１つ選んでください。
	問34－01　問34で「１．活用している」を選択した方にお聞きします。活用方法について、該当するものをすべて選んでください。

	10．傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施について
	問35　傷病者は心肺停止状態であるが、家族等の関係者から傷病者本人が心肺蘇生を望んでいないとの意思を示された場合について、何らかの対応方針を定めていますか。１つ選んでください。11F※
	問35－01　問35で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。その内容はどのようなものですか。１つ選んでください。
	問35－02　問35－01で「１．家族等から傷病者本人の心肺蘇生を拒否する意思表示が伝えられた場合、医師からの指示など一定の条件のもとに、心肺蘇生を実施しない、又は中断することができる」を選択した方にお聞きします。心肺蘇生を望まないことが本人の意思であると判断するため（蘇生中止の判断は除く）に、何を確認することとしていますか。対応方針で定めている内容として最も当てはまるものを、１つ選んでください。
	問35－03　問35－01で「１．家族等から傷病者本人の心肺蘇生を拒否する意思表示が伝えられた場合、医師からの指示など一定の条件のもとに、心肺蘇生を実施しない、又は中断することができる」を選択した方にお聞きします。心肺蘇生の中断等を判断するための指示要請先として、貴本部の対応方針の中で想定されている要請先として該当するものを選択肢からすべて選んでください。
	問35－04　問35で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。策定の検討はどのような場（会議体）で実施されましたか。１つ選んでください。
	問35－05　問35で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。対応方針の検討の場に参加したのはどのような職種の方ですか。会議体の構成員について該当するものをすべて選んでください。
	問35－06　問35で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。対応方針の見直しは実施していますか。１つ選んでください。
	問35－07　問35で「２．定めていない」を選択した方にお聞きします。今後、方針策定の予定はありますか。１つ選んでください。
	問36　傷病者の意思に沿った救急現場における心肺蘇生の実施に関する事案を事後検証の対象としていますか。１つ選んでください。
	問36－01　問36で「１．全事例検証の対象としている」もしくは「２．必要に応じて検証の対象としている」を選択した方にお聞きします。事後検証はどのような場で実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問36－02　問36で「１．全事例検証の対象としている」もしくは「２．必要に応じて検証の対象としている」を選択した方にお聞きします。検証の場に参加したのはどのような職種の方ですか。該当するものをすべて選んでください。
	問37　救急隊の対応について、傷病者の心肺蘇生の中止等の意思が救急隊に伝わる過程で困った内容はどのようなものですか。該当するものをすべて選んでください。
	問38　市区町村（衛生主管部局、福祉部局等）からのACP、地域包括ケアへシステムの議論の場への参加の求めがありますか。１つ選んでください。
	問38－01　問38で「１．ある」を選択した方にお聞きします。ACP、地域包括ケアシステムへの議論の場に参加されましたか。１つ選んでください。
	問38－02　問38－01で「１．参加した」を選択した方にお聞きします。DNARについて議論されていましたか。１つ選んでください。

	11．脳卒中・循環器疾患に対する対応について
	問39　貴本部では、心臓病を疑う傷病者に対する観察項目等について何らかに定められていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問39－01　問39で「１．プロトコル等に定められている」、「２．消防本部の活動要領等で定められている」、「３．各都道府県の『傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準』に定められている」、「４．上記以外に定められている」のいずれかを選択した方にお聞きします。定められている内容については、令和２年３月27日付け消防救第83号消防庁救急企画室長通知の内容も踏まえていますか（頸静脈怒張、起座呼吸等）。１つ選んでください。
	問40　貴本部では、12誘導心電図を導入していますか。また現場において心電図デ－タを医療機関と共有するシステムを活用していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問40（１）　問40で「１．12誘導心電図を導入している（医療機関とのデータ共有可能）」を選択した方にお聞きします。導入している救急車の台数をご記入ください。（半角数字、単位：台）
	問40（２）　問40で「２．12誘導心電図を導入している（医療機関とのデータ共有不可）」を選択した方にお聞きします。導入している救急車の台数をご記入ください。（半角数字、単位：台）
	問40－01　問40で、「１．12誘導心電図を導入している（医療機関とのデ－タ共有可能）」もしくは「２．12誘導心電図を導入している（医療機関とのデ－タ共有不可）」を選択した方にお聞きします。貴本部では、12誘導心電図測定を行う場合の基準を定めていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問40－02　問40で「１．12誘導心電図を導入している（医療機関とのデ－タ共有可能）」もしくは「２．12誘導心電図を導入している（医療機関とのデ－タ共有不可）」を選択した方にお聞きします。12誘導心電図の測定及び評価にあたっての教育を実施していますか。１つ選んでください。
	問40－03　問40－02で「１．教育を実施している」を選択した方にお聞きします。教育の対象者として、該当するものをすべて選んでください。
	問40－04　問40－02で「１．教育を実施している」を選択した方にお聞きします。12誘導心電図の測定及び評価の教育を実施している主体として、該当するものをすべて選んでください。
	問40－05　問40－02で「教育を実施している」を選択した方にお聞きします。救急救命士の病院実習では、12誘導心電図の測定及び評価について、実習を実施していますか。１つ選んでください。
	問40－06　問40で「１．12誘導心電図を導入している（医療機関とのデ－タ共有可能）」もしくは「２．12誘導心電図を導入している（医療機関とのデ－タ共有不可）」を選択した方にお聞きします。貴本部では、「12誘導心電図の測定プロトコルについて（通知）」（令和６年３月28日付け消防庁救急企画室長通知）で示された12誘導心電図の測定プロトコルの内容を踏まえたプロトコル策定・改訂等を実施していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問41　貴本部では、脳卒中を疑う傷病者に対する観察項目等について何らかに定められていますか。該当するものをすべて選んでください。
	問42　貴本部では、救急隊員への脳疾患の観察・処置に関する教育について、どのような機会を通じて実施していますか。主な機会について３つまで選んでください。
	問43　令和５年３月31日付け消防救第86号消防庁救急企画室長通知を踏まえた対応について、該当するものを１つ選んでください。（LVOの観察項目について）
	問43－01　問43で「１．令和５年３月31日付け消防救第86号消防庁救急企画室長通知で示されているLVOの６つの観察項目について定めている」もしくは「２．令和５年３月31日付け消防救第86号消防庁救急企画室長通知で示されている観察項目とは異なるが、LVOの観察項目について定めている」を選択した方にお聞きします。LVOの観察項目についての教育を実施していますか。１つ選んでください。
	問43－02　問43－01で「１．教育を実施している」もしくは「２．教育を実施する予定（検討中含む）」を選択した方にお聞きします。LVOの教育実施主体について、該当するものをすべて選んでください。

	12．救急資器材について
	問44　自動式人工呼吸器を用いた人工呼吸の適用や方法について、令和５年３月31日付け消防救第86号消防庁救急企画室長通知を踏まえた教育を実施していますか。１つ選んでください。
	問45　貴本部の電動ストレッチャー導入状況について、１つ選んでください。
	問45－01　問45で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。実際に運用を開始して、電動ストレッチャーが有用と考えられる理由として、該当するものをすべて選んでください。
	問45－01（１）　問45－01で「１．救急隊員の負担軽減のため」を選択した方にお聞きします。手動ストレッチャーに比べて電動ストレッチャーが活用できる場面や運用方法等を具体的にご記入ください。
	問45－01（２）　問45－01で「２．女性救急隊員等の活躍推進のため」を選択した方にお聞きします。手動ストレッチャーに比べて電動ストレッチャーが活用できる場面や運用方法等を具体的にご記入ください。
	問45－01（３）　問45－01で「３．救急活動上の安全対策の向上のため」を選択した方にお聞きします。手動ストレッチャーに比べて電動ストレッチャーが活用できる場面や運用方法等を具体的にご記入ください。
	問45－01（４）　問45－01で「４．その他」を選択した方にお聞きします。その内容を、活用場面や運用方法等も含めて具体的にご記入ください。
	問45－02　問45で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。電動ストレッチャーを用いた活動において、課題はありますか。１つ選んでください。
	問45－03　問45－02で「１．ある」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入ください。
	問45－04　問45で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。電動ストレッチャーの普及における課題はありますか。１つ選んでください。
	問45－05　問45－04で「１．ある」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入ください。
	問45－06　問45で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。導入している救急車の台数をご記入ください。（半角数字、単位：台）
	問45－07　問45で「２．導入を予定している」もしくは「３．導入について検討した結果、必要性は感じているが、導入予定はない」を選択した方にお聞きします。理由として該当するものをすべて選んでください。
	問45－08　問45で「２．導入を予定している」を選択した方にお聞きします。貴本部における電動ストレッチャーの導入に際し、課題として考えられる点について該当するものをすべて選んでください。
	問45－08（その他）　問45－08で「６．その他」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入ください。
	問45－09　問45で「３．導入について検討した結果、必要性は感じているが、導入予定はない」を選択した方にお聞きします。貴本部における電動ストレッチャーの導入に際し、課題として考えられる点について該当するものをすべて選んでください。
	問45－09（その他）　問45－09で「６．その他」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入ください。
	問45－10　問45で「４．検討した結果、必要性は感じておらず、導入予定はない」を選択した方にお聞きします。必要性を感じない理由について、該当するものをすべて選んでください。

	13．都道府県連携協議会の参画状況について
	問46　都道府県連携協議会の参画状況についてお聞きします。貴本部は参画していますか。１つ選んでください。
	問46－01　問46で「１．参画している」を選択した方にお聞きします。協議事項の内容について、該当するものをすべて選んでください。

	14．労務管理について
	問47　近年全国的に救急件数が増加傾向となっておりますが、救急隊の労務管理について取り組んでいますか。また、現状、取り組んでいない本部は今後取り組む予定はありますか。１つ選んでください。12F※
	問47－01　問47で「１．取り組んでいる」を選択した方にお聞きします。どのような取組を実施していますか。取組内容について、近しいものをすべて選んでください。
	問47－01(１）　問47－01で「１．日勤救急隊の運用」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊の隊数をご記入ください。（半角数字、単位：隊）
	問48　全ての本部にお聞きします。今後、新たに取り組みたい内容について、該当するものをすべて選んでください。

	15．患者等搬送事業者について
	問49　貴本部で患者等搬送事業者の認定基準（都道府県統一の基準も含む）を定めていますか。１つ選んでください。
	問49－01　問49で「１．定めている」を選択した方にお聞きします。現在認定をしている患者等搬送事業者はありますか。１つ選んでください。
	問49－02　問49－01で「１．ある」を選択した方にお聞きします。認定事業者の運用実態をどの程度把握していますか。１つ選んでください。
	問49－03　問49－01で「１．ある」を選択した方にお聞きします。認定している患者等搬送事業者について、広く住民に認知してもらうための広報（ホームページ掲載等）を実施していますか。１つ選んでください。
	問49－04　問49－03で「２．実施していない」を選択した方にお聞きします。今後、広報を実施する予定はありますか。１つ選んでください。
	問49－05　問49で「２．定めていない」を選択した方にお聞きします。今後、認定基準を作成し認定事業を実施する予定はありますか。１つ選んでください。

	16．転院搬送について
	問50　貴本部における救急出動件数に占める転院搬送の割合を踏まえ、転院搬送についての現状認識として近いものを１つ選んでください。
	問51　「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」（平成28年３月31日付け消防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏まえ、地域において、救急業務として転院搬送を実施する場合のルールを策定していますか。１つ選んでください。
	問52　改訂された、「転院搬送における救急車の適正利用の推進について」（令和７年６月30日付け消防庁次長・厚生労働省医政局長連名通知）を踏まえ、地域において、救急業務として転院搬送を実施する場合のルールを策定・改訂していますか。１つ選んでください。
	問53　転院搬送に使用する病院救急車の導入及び運行体制の整備を促進するため、有償・無償にかかわらず、消防機関で使用を終えた救急車を医療機関に引き渡す取組を実施していますか。１つ選んでください。

	17．感染症（感染防止対策用資器材の備蓄状況・新型インフルエンザ対応）について
	問54　感染症（新型インフルエンザ等）に備えて、感染防止対策用資器材を備蓄していますか。１つ選んでください。
	問54－01　問54で「１．備蓄している」を選択した方にお聞きします。備蓄している資器材について、該当するものをすべて選んでください。

	18．救急隊の体制について
	問55　貴本部では、PA連携を実施していますか。１つ選んでください。
	問55－01　問55で「１．実施している」を選択した方にお聞きします。PA連携出場の要件について、該当するものをすべて選んでください。
	問55－02　問55で「３．実施しておらず、検討もしていない」を選択した方にお聞きします。その理由として該当するものをすべて選んでください。
	問56　日勤救急隊13F※を導入、又は、検討していますか。１つ選んでください。
	問56－01　問56で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。何隊導入していますか。ご記入ください。（半角数字、単位：隊）14F※
	問56－02　問56で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊を導入した経緯として主たる理由を１つ選んでください。
	問56－03　問56－02で「２．救急件数増大による需要対策のため」を選択した方にお聞きします。24時間対応の救急隊ではなく、日勤救急隊を導入した理由を具体的にご記入ください。
	問56－04　問56で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊の年間の運用方法を１つ選んでください。
	問56－05　問56で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊の救急隊員について、どのような職員を配置していますか。該当するものをすべて選んでください。
	問56－06　問56で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊導入による効果（変化）として該当するものをすべて選んでください。
	問56－07　問56で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊の導入・活用について、特徴的な取組や工夫があれば、その内容について、具体的にご記入ください。（例）配備署所を時期や曜日によって需要の多い場所に機動的に変更している、消防本部管轄内であれば署所にとらわれずに出動している、退役予定だった救急車を再整備して利用している、AIを使って配備場所の検討を実施している等
	問56－08　問56で「１．導入している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊導入や運用に際して、貴本部における課題や懸念事項と考えるものについて、該当するものをすべて選んでください。
	問56－09　問56で「２．導入していないが、導入を予定している」を選択した方にお聞きします。日勤救急隊の導入を検討している主な理由を１つ選んでください。
	問56－10　問56で「３．導入しておらず、導入予定もない」を選択した方にお聞きします。導入しない理由について、該当するものをすべて選んでください。
	問57　貴本部の管内について、救急はひっ迫していると考えますか。１つ選んでください。
	問57－01　問57で「１．ひっ迫していると考える」もしくは「２．どちらかというとひっ迫していると考える」を選んだ方にお聞きします。その理由として該当するものをすべて選んでください。
	問57－01（その他）　問57－01で「６．その他」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入ください。
	問57－02　問57で「１．ひっ迫していると考える」もしくは「２．どちらかというとひっ迫していると考える」を選んだ方にお聞きします。その理由として、最も大きいと考えるものを１つ選んでください。
	問57－03　問57で「４．どちらかというとひっ迫していないと考える」もしくは「５．ひっ迫していないと考える」を選択した方にお聞きします。理由として、該当するものをすべて選んでください。
	問58　貴本部では、救急隊の隊数の検討等にあたり、救急需要の将来推計を実施していますか。１つ選んでください。
	問59　貴本部では、救急隊の４名編成を実施していますか。１つ選んでください。15F※
	問59－01　問59で「１．一部の救急隊で実施している」を選択した方にお聞きします。４名編成とした理由について、該当するものをすべて選んでください。
	問59－02　問59で「２．全ての救急隊で実施している」を選択した方にお聞きします。４名編成とした理由について、該当するものをすべて選んでください。
	問59－03　問59で「１．一部の救急隊で実施している」もしくは「２．全ての救急隊で実施している」を選択した方にお聞きします。どのような場合に、救急隊を４名体制としていますか。１つ選んでください。
	問59－03（その他）　問59－03で「４．その他」を選択した方にお聞きします。具体的にご記入ください。
	問59－04　問59で「３．実施していないが、検討予定である」を選択した方にお聞きします。４名編成を検討している理由について、該当するものをすべて選んでください。
	問59－05　問59で「４．実施しておらず、検討予定もない」を選択した方にお聞きします。実施していない理由について、該当するものをすべて選んでください。
	問60　貴本部では、２名以上の救急救命士が搭乗している救急隊を運用していますか。１つ選んでください。
	問60－01　問60で「１．常時（24時間365日）、すべての隊で救急救命士２名以上で運用している」、「２．常時（24時間365日）ではないが、すべての隊で２名以上で運用している」、「３．一部の隊で救急救命士２名以上で運用している」のいずれかを選択した方にお聞きします。救急救命士２名以上を搭乗させることにより期待する効果として該当するものをすべて選択してください。
	問60－02　問60で「４．救急救命士は１名で運用している」と選択した方にお聞きします。救急救命士２名以上で運用していない理由について、該当するものをすべて選んでください。
	問60－03　問60で「４．救急救命士は１名で運用している」を選択した方にお聞きします。今後、救急救命士の２名以上体制の導入について検討予定はありますか。１つ選んでください。
	問61　貴本部では、救急救命士が３名以上搭乗している救急隊を運用していますか。１つ選んでください。

	19．在宅医療との連携について
	問62　地域の在宅医療に関する協議の場に参加していますか。１つ選んでください。



